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緒     論 
 

 現在の日本における廃棄物処理の事情は、廃棄物発生量の継続的な増加、組成の多様化と有害物

質含有の可能性のほか、処分場の確保がますます困難となっていることから、今後とも社会的に対策

が求められる大きな問題である。一般廃棄物（以下、都市ごみとする）、産業廃棄物との区別なく、

廃棄物処理の問題を解決するためには、再利用の積極的な活用による廃棄物の減量化に加えて、安定

的な中間処理技術について検討するとともに、処理技術の適切な評価を進めることが重要であると考

えられる。 
 廃棄物の再利用や最終処分を視野に入れた中間処理技術には、焼却、破砕、圧縮、分別、堆肥化、

固化などがあげられる。このうち焼却処理は、その役割と目的において、“毎日排出される都市ごみ

を焼却によって減量化し、衛生的に安定化、無害化して埋立処分するための施設であり、健康で文化

的な市民生活を営む上で欠かすことのできない都市施設である1)

 歴史的にみて、わが国におけるごみ処理システムに大きな転機をもたらしたのが、コレラ・チフス

などの伝染病である。海外との交流が活発になるにつれて伝染病がまん延化し、年間十数万人の死者

を出すほどの猛威をふるうようになった。こうした事態を背景に、汚物掃除法が 1900 年に成立し、

ごみ処理が独立した体系となり、「市は掃除義務者の蒐集したる汚物を一定の場所に運搬し、塵芥は

なるべく焼却すべし」とされて、日本も焼却の時代に入った。当初、ごみ組成は厨芥類・水分が多く、

焼却するにはカロリー不足であったが、厨芥類・水分が多いごみを焼却処理することの衛生的な役割

は大きかった。その後、焼却炉は私設炉も含めて全国各地で設置されたが、そのごみ焼却施設が第１

級の迷惑私設になったことは今も昔も変わらない。 

”と位置づけられており、衛生的で

安定的な減量化施設であるといえる。 

 このように焼却処理については、武田2)

 都市ごみの焼却処理を考えた場合、組成が多様化してきたことや重金属等の有害物質が含まれてい

る可能性が大きいことなどから、焼却処理にともなって深刻な大気汚染や水質汚濁が生じることがあ

る。これらの対策として、焼却施設には従前からばい煙処理装置、水処理施設等が設置されていた。

しかし、ばいじんの捕集や有害物質の除去・処分の過程で、新たな廃棄物の発生をもたらしているこ

とから、燃焼管理を積極的に行い、ばいじんや有害物質の発生を極力抑制することは環境汚染を低減

し廃棄物発生量を減らす方策として重要であると考えられる。 

が述べているように、国土が狭く高温多湿である日本の地

域性を反映して発展を遂げてきたことを理解し、他のプロセスと同様にプラス面とマイナス面を持っ

たプロセスであることを認識して評価することが重要である。 

 一方、現在 20 種類の廃棄物が指定され、排出量が都市ごみの約８倍ときわめて多い産業廃棄物に

ついても、組成の多様化と有害物質の含有は都市ごみと同様に大きな問題となっている。したがって、

これまで系統的な研究があまり行われてこなかった産業廃棄物について、燃焼管理の徹底による環境

汚染物質の発生抑制の研究は意義があるものと考えられる。 
 廃棄物の焼却処理にともなって排出される環境汚染物質の中には、単純に燃焼条件だけに影響され

るもののほか、組成が原因となるものや組成と燃焼条件の両方に影響されるものがある。このため、

燃焼管理等による環境汚染物質の排出抑制を検討する場合、原因となる因子別に整理して研究する必

要がある。また、特に廃棄物に関する燃焼管理の研究では、焼却施設の方式や処理能力が変動した場

合に燃焼状態が大きく変わるため、実験用プラントだけではなく炉形式別に実稼働の大型施設につい

ても類似の条件下で燃焼実験を実施し、燃焼管理による抑制効果を実証する必要がある。 



 廃棄物の焼却処理における燃焼管理については、都市ごみを含めて系統的な研究が少ない分野であ

ることから、本論文で検討した燃焼管理による環境汚染物質の定量的な排出抑制は、その基礎を提供

することにあたる。 
 もとより、廃棄物の組成は多様化しているため、燃焼管理の実験で条件を設定できるのはその一部

分であり、特に対象となる廃棄物の種類が多い産業廃棄物では、さらに条件が限定される。そのため、

筆者が本論文で記述する内容は網羅的ではなく、全体の一部ではあるが、都市ごみと産業廃棄物の両

方に関して、焼却処理にともなう環境汚染物質の排出挙動について得られた知見を示すのが本論文の

主題である。また研究の対象とした廃棄物は、有害性や社会的な影響度が大きいと考えられるものを

選択した。 
 さらに、焼却処理には二次汚染などのマイナス面も無視できないことから、条件によっては別の処

理技術を採用したほうがいい場合がある。都市ごみの処理について、従前の地方自治体による自区内

処理の枠を取り払って広域処理を考えた場合、最適な処理システムを評価する必要性は今後ますます

増えるものと考えられる。また、都市ごみと産業廃棄物の混合処理を広域的に検討する必要性も同様

であろう。 
 筆者はこの点についても注目し、本論文では２，３の例について検討した結果を記述した。 
 
参 考 文 献 
1) （社）全国都市清掃会議：ごみ焼却施設環境アセスメントマニュアル、1 (1986) 
2) 武田信生：“特集にあたって”、環境技術、27, 169 (1998) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第１節 廃棄物の処理状況 
 我が国において、自治体による廃棄物行政の始まりは今から約 100 年余り前の 1900 年（明治 33
年）に汚物掃除法が成立した以後のことである。当初は、有価物の回収が処理方法の中心になってお

り、清掃事業はこのときから市町村の義務となって今日まで続いている。 
 明治時代以降に都市ごみの処理あるいはごみ焼却を推進した動機は、衛生問題と関係がある。明治

時代におけるコレラなどの伝染病の万延により、死者が急激に増加したことで、公衆衛生上の要請を

背景に廃棄物の焼却処理が推奨された。この傾向は今日にも受け継がれており、焼却処理は廃棄物処

理の主体となっている。 
 
１．１ 都市ごみの排出状況

 平成 12 年度における都市ごみの排出量は、図－１に示したように、5,236 万トン、１人１日当た

りの排出量は 1,132 グラムであり、排出量は増加する傾向にある。 

1) 

 

    

 また、都市ごみ排出量を排出形態別にみると、図－２から明らかなように、生活系ごみが 3,437
万トン、事業系ごみが 1,799 万トンであり、生活系ごみが約 66％を占めている。 
 
１．２ 都市ごみ処理の状況

 都市ごみの総処理量のうち、焼却、破砕・選別等により中間処理されるごみは 4,678 万トン、再生

業者へ直接搬入されたごみは 222 万トンで、両者で総処理量全体の 94.1％を占めている。中間処理

施設に搬入されるごみ 4,678 万トンは、処理の結果、287 万トンが再生利用されている。これに直接

資源化量と集団回収量を合計した総資源化量は 786 万トンである。 

1) 

 図－３に示したように、中間処理されずに直接最終処分されるごみは 308 万トンであり、中間処

理により減量化される量は 3,648 万トンである。図－４から明らかなように、中間処理量のうち、直

接焼却されているごみの量は 4,030 万トンで全体処理量の 77.4％となっている。 



     （平成 12 年度） 

 

 
                                  （平成 12 年度） 
直接最終処分量と中間処理後に最終処分されるものを合計した最終処分量は 1,051 万トン、１人１

日当たりの最終処分量は 227 グラムであり、減少傾向が続いている（図－５）。 
 
１．３ 産業廃棄物の排出状況

 平成 12 年度における全国の産業廃棄物の総排出量は約４億 600 万トンとなっており、都市ごみの

約８倍にもなる。また、これらの排出量は平成８年度以降やや減少傾向であったが、今回増加がみら

れた（図－６）。 

2) 

 産業廃棄物の排出量を種類別にみると、汚泥の排出量が最も多く、約１億 8,918 万トン（全体の



46.5％）であり、次いで、動物のふん尿が約 9,049 万トン（同 22.3％）、がれき類が約 5,883 万トン

（同 14.5％）となっており、この３品目で全排出量の約８割を占めている（図－７）。 
 

    
 

    
１．４ 産業廃棄物の処理状況

 総排出量約４億 600 万トンのうち、中間処理されたものは約３億 300 万トン（全体の 75％）、直

接再生利用されたものは約 8,000 万トン（同 20％）、直接最終処分されたものは約 2,300 万トン（同

６％）となっている。また、中間処理された産業廃棄物はこの段階で、約１億 2,600 万トンまで減量

2) 



化された上で、再生利用（約１億 400 万トン）又は最終処分（約 2,200 万トン）されている。 

    

 

 最終的には、図―８に示したように、排出された産業廃棄物全体の 45％にあたる約１億 8,400 万

トンが再生利用され、11％にあたる約 4,500 万トンが最終処分されている。 
 産業廃棄物の種類別にみると、再生利用率が高いものは、動物ふん尿（95％）、金属くず（83％）、

がれき類（82％）、動物の死体（80％）等であり、逆に再生利用率が低いものは、汚泥（８％）、繊

維くず（12％）、ゴムくず（16％）等である。 
 最終処分の比率が高い廃棄物は、ゴムくず（64％）、ガラスくず及び陶磁器くず（56％）、燃え殻

（45％）、廃プラスチック類（45％）等である（図－９）。 



 

 
                                     （平成 12 年度） 
 

 

                                    （平成 12 年度） 



第２節 廃棄物の焼却処理 
 ごみ焼却処理技術は、都市ごみを迅速に処理し、都市の公衆衛生の向上を確保する切り札として

の役割が与えられ、これまでに多くの技術革新がなされてきた。これらにより、ごみ焼却処理は、消

費の多様化の進行、金額で表示された生活水準の著しい向上の中で、都市ごみの効果的な減量化を実

現することにより、一定の貢献をしてきたことは指摘できよう。 
 わが国は国土が狭いこともあり、最終処分場を確保することがきわめて難しい状況にあるため1),2)、

このことが将来にわたるごみ処理の不安材料となっている。ごみ焼却処理は、焼却による減量化の後、

最終的には埋立処分しなければならないが、焼却減量による埋立容量の減少効果は大きく3)

 

、焼却に

よる減量化を図らなければ容量で 10～20 倍の埋立処分量とならざるを得ない。したがって、ごみの

焼却処理は、わが国の地域性にあった処理技術といえよう。 

２．１ 都市ごみ焼却施設の整備状況

 図－10 に示したように、平成 12 年度末現在の都市ごみ焼却施設数（着工ベース）は 1,715 施設で

ある。このうち、間欠燃焼方式（固定バッチ式、機械化バッチ式および准連続式）が全施設数の約７

割を占めているが、これらの施設数は減少する傾向にあり、代わって全連続式（24 時間燃焼方式）

の焼却施設が増加している。日本では処理能力の小さい小型焼却炉が多いため、大型焼却炉が主流で

ある欧米に比べて焼却炉の数が際だって多いのが特徴である。 

1) 

 小型焼却炉を用いた都市ごみの焼却では、炉内の熱容量が小さいため、熱容量に余裕のある大型炉

に比べて都市ごみの組成や発熱量の変動による影響を受けやすく、燃焼が不安定になりやすい。この

ため、燃焼にともなう環境汚染物質の排出量を抑制するには、適正な燃焼管理を把握しておく必要が

ある。 
  

 

２．２ 産業廃棄物の焼却処理 
 産業廃棄物の焼却施設については、都市ごみのように全国規模での整備状況が把握されていない。



産業廃棄物は 20 種類あるが、これらのうち有機性汚泥、廃油、油性スラッジ、廃プラスチック類、

木くず、紙くずなどの可燃性産業廃棄物が焼却処理されている。焼却量は不明であるが、都市ごみと

同程度かやや多いと推定されている。 
 産業廃棄物は種類によって発熱量が大きく変わるため、対応した焼却炉の型式や燃焼管理のやり方

が異なる。産業廃棄物の種類別における焼却炉の対応表を表―１に示した4)

 混合焼却では、対象となる廃棄物の組成や発熱量がたえず変化するため、対応する焼却炉の選定と

ともに、適正な燃焼管理の把握は環境汚染物質の排出を抑制する上でもきわめて重要である。 

。表から明らかなように、

単一の産業廃棄物に対して適当な焼却炉を対応させることは容易であるが、この場合は炉の能力が小

さくなり、系列が増えて著しい処理コスト高を招いてしまう。このため、通常は数種類の産業廃棄物

を組み合わせた混合焼却が行われている。 

    

        

 
第３節 廃棄物の焼却処理における問題点 
 廃棄物の焼却処理では、800℃以上の高温で処理するため、廃棄物の組成と相まって熱化学反応に

より有害な汚染物質が生成されやすい条件となる。このため、焼却処理のもたらす環境・公衆衛生へ



の悪影響として、以下の点が指摘されている5)

① 特定の毒性物質、重金属、多環芳香族炭化水素類、ダイオキシン類、窒素酸化物等のガス類

の放出 

。 

② 焼却施設からの排出水、焼却灰、飛灰からの溶出水中の金属、有機物等による汚染 
③ 焼却炉からの環境汚染物質排出にともなう土壌や生物への影響 

 このため、これら汚染の抑制6)

（１）燃焼排ガスからの汚染物質の排出抑制 

は焼却が今後とも中間処理技術における選択肢の一つとして認知さ

れるうえで不可欠な条件である。 

① ごみの分別収集、前処理の徹底 
② 適正な燃焼管理の徹底 
③ 排ガス処理施設の機能高度化 
④ 廃熱利用などによる温室効果ガスの排出抑制 
 
（２）焼却灰等による環境負荷の低減 
① ボトムアッシュの安定化、無害化 
② 飛灰の安定化、無害化 
 
（３）施設からの排水による環境負荷の低減 
① 水の循環利用 
② 排水の無害化 
 
（４）省エネルギー、省資源化 
① エネルギー消費の最小化 
② 省資源化対策 
 

1983 年 11 月にごみ焼却炉からダイオキシン類が検出されたとの報道を契機に焼却炉におけるダ

イオキシン問題がにわかに注目されるようになった。これらの問題に対処するため、厚生省（当時）

は 1997 年１月に「ごみ処理に係わるダイオキシン類発生防止等ガイドライン（新ガイドライン）」

を発表するとともに、複数の市町村による都市ごみの広域処理化を図り、焼却炉の集約化と大型化・

高度化を推進するとした。 
 ダイオキシン問題により、焼却施設に対する国民の不信は増幅し、明治以来、強力に進められてき

た焼却主義に異議が唱えられるようになった。このため、ごみ処理の広域化では単に焼却施設の改善

だけではなく、複数組み合わせた処理システム全体において環境負荷を低減するための方策を検討す

る必要性が叫ばれている。 
そこで、、本論文では燃焼管理による環境汚染物質の定量的な排出抑制のほかに、都市ごみの広域

処理における最適処理システムと広域的な廃棄物混合焼却システムに関して環境負荷の低減化を主

目的とした評価について検討した。 
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第１章 廃棄物の組成が影響する環境汚染物質の排出挙動 
 
 廃棄物の焼却処理にともなって排出される環境汚染物質のうち、廃棄物の組成が原因となって排

出挙動が影響されるものとして、硫黄酸化物（SOx）、塩化水素（HCl）などのガス成分およびカド

ミウム（Cd）、鉛（Pb）、水銀（Hg）等の重金属があげられる。廃棄物の燃焼では通常 800℃以上の

高温で処理されているため、廃棄物に含まれている塩素、硫黄、金属類などがそれぞれ SOx、HCl
および金属化合物として焼却灰、飛灰、排ガス中に含まれている。このうち、特に重金属類は都市ご

み中に含まれているものの種類が多く、その物理的性状が種類により大きく異なっているため、燃焼

過程での排出挙動が複雑である。また、重金属類のうち Cd、Pb、Hg、As、Se、Sb など健康に影響

を及ぼす元素は燃焼の際に揮散しやすく、焼却飛灰に濃縮されやすい性質がある。焼却飛灰は最終的

に埋立処分されているが、飛灰に濃縮された金属化合物の多くは水に溶出されやすい。このため、中

間処理が不十分のまま埋立処分された場合には処分場からの浸出水に重金属が溶出されるため、二次

公害を発生するおそれがある。 
 廃棄物焼却炉からは有害な重金属が排出されているため、欧米では Cd、Pb、Hg、As、Se、Sb な

ど多くの金属に対して厳しい排出規制を行っている。しかし、日本では現段階においても Cd、Pb
など一部の金属についてのみ規制しているだけであり、規制値も欧米に比べて緩い基準値をとってい

る。 
 以上のように、重金属の排出は人の健康に重大な影響を与え、かつ排出規制も十分ではない状態に

あることから、発生源における排出抑制対策は重要な課題である。したがって、廃棄物焼却炉につい

て重金属類の排出挙動と排出量の把握が強く求められている。しかし、都市ごみ中には重金属を含む

製品等が多数含まれているため、実稼働炉では焼却される重金属の量や種類を特定できない。このた

め、マス・バランスを基にした重金属の挙動や排出寄与率の把握が難しい状況にある。そこで、手選

別により組成を調整した実験用の都市ごみと燃焼条件を一定に操作できる実験用プラントを用いて

燃焼実験を行い、重金属の定量的な排出挙動を検討した。また、実稼働の焼却炉についても同様の調

査を行い、燃焼実験の結果との整合性などについても検討した。本章では、これらの実験研究および

実稼働炉に関する調査の内容、結果ならびに考察について述べる。 
 
第１節 都市ごみの焼却時における重金属の排出挙動 
 乾電池中にはHgをはじめ各種の重金属が含まれている1)-3)

 これまでの研究から、水銀電池などを焼却炉内に投入した場合、その直後から排ガス中の水銀濃度

が高くなることが確認されている

。したがって、廃乾電池が焼却炉内で都

市ごみと一緒に燃焼されると、これら重金属が多量に排出される可能性が高い。乾電池類は、種類に

よって含まれている金属の種類や量に差があり、その密閉構造も異なる。このため、乾電池の種類と

焼却炉の燃焼条件（主に燃焼温度）との組み合わせにより、乾電池の焼却時に排出される重金属の挙

動が異なるものと考えられる。 

4)。また、使用後の乾電池を焼却あるいは埋立処分したときの重金

属汚染の可能性についても検討されているが5),6)、これらは国内消費量と処分状況から間接的に推測

したものであり、焼却時における重金属の排出挙動まで言及している報告例はきわめて少ない。特に、

将来はカドミウム汚染の主原因になると指摘されている7)、ニッケル・カドミウム電池に関しては生

産量が急増しているにもかかわらず、焼却された際のCd等の排出挙動について、ほとんど報告例が

ない。現在、家庭で使用されているニッケル・カドミウム電池の 80%強が家庭ごみと一緒に排出さ



れているため8)

 そこで、実験用プラントを用いて燃焼実験を行い、乾電池の投入前後における重金属濃度を計測し、

定量的な重金属排出挙動の把握を試みた。 

、焼却されている割合は高いと考えられる。Cdは焼却時に揮散されやすく毒性も強い

ことから、焼却にともなう排出挙動の把握はCdによる環境汚染を防止する観点から重要であると考

えられる。 

 
１．１ 実験用プラントによる燃焼実験 
 実験用プラントの概略図を図 1-1 に示す。 
 
 

 
 
 
実験用プラントは流動床式の焼却炉で、焼却能力が 400kg/hである。プラントの内容積は 7.5m3

 なお、この実験では炉の立ち上げ時にのみ助燃料を使用した。 

、

平均ガス滞留時間は約 1 秒であった。ごみは図 1-1 に示した位置からスクリューフィーダにより定量

的に投入した。燃焼空気は流動空気とともに炉の下部から送風されており、炉内で旋回流となって廃

棄物との混合が良好となるように設計されている。 

 
1.1.1 燃焼実験用の都市ごみ 

 この燃焼実験では、表 1-1 に示したように、「紙・布類」、「木・竹・わら類」、「厨芥類」、「廃プラ

スチック類」などの都市ごみを人工的に調整して実験用の都市ごみ 6 種類を作成した。ごみ中の塩

素分については、廃プラスチック類、厨芥類を含まない No.Ⅰが 0.12%で最も低く、次いで廃プラス

チック類をほとんど含まない No.Ⅱが 0.26%と低くなっている。 
 



表 １－１ 燃焼実験に使用したごみの組成       （Dry-base ％） 
実  験 No. Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

紙、布類 81 43 54 44 37 38 
廃プラスチック類 0 1 9 17 24 17 
木、竹、わら類 12 29 16 15 18 23 
厨芥類 0 1 11 15 12 11 
不燃物類 7 16 10 9 9 11 
水      分 23 48 40 43 44 51 
灰      分 12 10 10 8 9 7 
可  燃  分 65 42 50 49 47 42 

Cl  分 0.12 0.26 0.32 0.55 0.37 0.31 
低位発熱量(kcal/kg) 3,000 2,100 2,600 2,400 2,500 2,500 
 

1.1.2 実験に使用した乾電池類 
 
（１） 電池の種類 
 炉内に投入した乾電池類は全て家庭用のものであり、マンガン電池単Ⅰ型（SUM-1）、アルカリ・

マンガン電池単Ⅰ型（AM-1）、単Ⅲ型（AM-3）およびニッケル・カドミウム電池単Ⅰ型（KR-D）

の 4 種類であった。 
 
（２） 電池中の重金属含有量 
 重金属の排出挙動を定量的に把握するため、投入した乾電池に含まれている重金属を分析した。分

析は、王水に乾電池類を全て溶解させた後、原子吸光法により行った。分析結果を表 1-2 に示す。

SUM-1 型は水銀含有量は少なかったが、マンガン、亜鉛の濃度が高かった。AM 型は水銀に加えマ

ンガン、亜鉛の含有量が多い。KR-D 型はカドミウム、ニッケル含有量がほかの乾電池に比べて際だ

って多い。 
 

表 １－２ 乾電池一個に含まれている重金属の量 
乾電池の種類 Hg (mg) Cd (mg) Pb (mg) Mn (g) Zn (g) Ni (g) 
マンガン電池単Ⅰ型 (SUM-1) 3 10 30 12.6 25 0 
アルカリ電池単Ⅰ (AM-1) 750 10 30 30 18 0 
アルカリ電池単Ⅲ (AM-3) 140 2.7 8.1 4.1 2.8 0 
ニッケル・カドミウム電池単Ⅰ型(KR-D) 0 50,000 0 0 0 100 
 

1.1.3 燃焼実験の条件 
流動床炉による都市ごみの焼却では 700～900℃の温度範囲で燃焼することが多いことから、実験

用プラントによる燃焼実験は 6 種類の実験用都市ごみについてそれぞれ燃焼温度 730℃、900℃の 2
条件で合計 12 回行った。燃焼温度は図 1-1 に示したように、フリーボード上部で測定した値を用い

た。この燃焼実験では、炉の立ち上げ→昇温→730℃での燃焼実験（2 時間）→昇温→900℃での燃



焼実験（2 時間）→埋火の順で行った。各燃焼温度における測定時間は 60 分であり、前半の 30 分が

都市ごみだけの燃焼、後半の 30 分は各種乾電池を炉内に投入して測定した。燃焼実験における実験

No.ごとの諸条件を表 1-3 に示す。この燃焼実験では、1 日 2 回の実験で組成を調整したごみ約 2 ト

ン（湿ベース）を燃焼した。 
 

表 １－３ 燃焼実験における諸条件          (Dry-base) 
実験 No. ごみ投入量(kg/h) 乾電池の投入 燃焼温度 （℃） 排ガス量 (m3N/h) 

Ⅰ―１－１ 
 ―１－２ 

250 なし 
KR-D, 10 個 

740 1,700 

Ⅰ―２－１ 
 ―２－２ 

260 なし 
KR-D, 10 個 

900 1,800 

Ⅱ―１－１ 
 ―１－２ 

300 なし 
SUM-1, 15 個 

730 1,700 

Ⅱ―２－１ 
 ―２－２ 

250 なし 
SUM-1, 15 個 

850 1,600 

Ⅲ―１－１ 
 ―１－２ 

190 なし 
SUM-1, 15 個 

750 1,800 

Ⅲ―２－１ 
 ―２－２ 

180 なし 
SUM-1, 15 個 

870 1,800 

Ⅳ―１－１ 
 ―１－２ 

250 なし 
SUM-1, 15 個 

740 1,700 

Ⅳ―２－１ 
 ―２－２ 

260 なし 
SUM-1, 15 個 

840 1,700 

Ⅴ―１－１ 
 ―１－２ 

210 なし 
AM-3, 10 個 

720 1,800 

Ⅴ―２－１ 
 ―２－２ 

210 なし 
AM-3, 10 個 

860 1,800 

Ⅵ―１－１ 
 ―１－２ 

160 なし 
AM-1, 15 個 

730 1,600 

Ⅵ―２－１ 
 ―２－２ 

210 なし 
AM-1, 5 個 

900 1,900 

 
 

1.1.4 試料採取と分析方法 
ばいじんは JIS Z 8808 による平衡型ばいじん採取装置で捕集した。ろ紙は円筒ろ紙（Whatman 

88RH）を用いた。ろ紙に捕集したばいじんを JIS K 0097 に準じて処理を行い、原子吸光法で各種

重金属を分析した。また、ガス状水銀は図 1-2 に示した装置を用いて連続測定を行った。 
 ばいじん、ガス状水銀の試料採取は、サイクロンの入口側と出口側でそれぞれ行った。 

 



 
 
1.1.5 実験結果と考察 
各実験で計測された重金属排出濃度の結果を表 1-4 に示す。重金属の種類別における排出挙動は以

下のとおりであった。 
 
１）水銀の排出挙動 
(1) 廃乾電池、蛍光灯を含まない都市ごみの焼却では、図 1-3 に示したようにHg濃度が 0.03～

0.05mg/m3であり、濃度変動もほとんどなかった。この濃度は、国内における実稼働炉での測定

値と比較して 1/5～1/10 に相当していた。 

 
(2) 粗大ごみの破砕物を燃焼した場合、図 1-4 に示したように(1)の時に比べて変動が大きく、濃度も

0.20～0.40mg/m3と約 8 倍高かった。これは、粗大ごみを破砕する際にHg を含む乾電池や蛍光



灯が混入していたためと考えられる。 

 
(3) AM-1 型を 5 個投入した場合、図 1-5 に示したように直後におけるHgの瞬間濃度は投入前の 20

～100 倍となり、濃度が 1mg/m3

なお、SUM-1 型（15 個）、KR-D 型（10 個）を投入しても Hg 濃度は投入前後で変化しなかった。 

を超えることがあった。乾電池は密閉構造となっていることか

ら、Hgの全量が急激に排出されるのではなく、炉内で乾電池が破壊される過程で徐々に排出さ

れていることが確認された。 

 
２）水銀以外の重金属の排出挙動 
 乾電池の投入にともなう重金属濃度の増加について、燃焼温度別にそれぞれ図 1-6、1-7 に示す。

ここで濃度の増加分は、乾電池投入後の濃度から投入前の濃度を引いた分に相当する。 



(1) KD-R 型を 10 個投入した場合（実験 No.Ⅰ）、Cd 濃度は投入前の 6～10 倍となり、Ni 濃度も同

1.2～1.4 倍であった。これらの排出濃度は燃焼温度に比例しており、900℃の燃焼実験における

Cd 濃度は 730℃の時の濃度より約 3 倍高くなった。また、燃焼の際に乾電池から揮散された重

金属の割合は、表 1-5 に示したように、900℃の条件で最大 0.5%となった。Ni の場合は Cd に比

べて揮散されにくいため、この割合は同じ条件で 0.04%と 1/10 以下であった。 
   なお、そのほかの金属（Hg,Pb,Mn,Zn）については、投入前後で濃度変化はなかった。 
 
                   表 １－４ 重金属等の排出濃度 

実 験 
No. 

ガス状 Hg 
(mg/m3

ばいじん濃度

) O2(%)    g/m

＊ 
3

ばいじん中の重金属濃度

N 

＊ (mg/m3N

 Cd      Pb        Mn       Zn       Ni 
) 

Ⅰ-1-1 
  -1-2 

0.03～0.04 
0.03～0.04 

11.2 
11.9 

11 
12 

0.24 
1.3 

16 
14 

13 
13 

44 
39 

1.1 
1.2 

Ⅰ-2-1 
  -2-2 

0.03～0.04 
0.03～0.04 

13.0 
12.3 

12 
12 

1.3 
4.4 

11 
15 

9.1 
8.7 

52 
62 

1.1 
1.4 

Ⅱ-1-1 
  -1-2 

0.04～0.05 
0.04～0.05 

11.9 
9.1 

7.8 
7.4 

0.14 
0.12 

13 
12 

20 
43 

47 
58 

1.0 
0.7 

Ⅱ-2-1 
  -2-2 

0.03～0.05 
0.03～0.05 

7.7 
10.1 

7.5 
6.5 

0.15 
0.14 

21 
42 

18 
44 

46 
71 

0.8 
0.6 

Ⅲ-1-1 
  -1-2 

0.05～0.23 
0.15～0.23 

12.4 
12.1 

8.2 
6.9 

0.17 
0.16 

15 
12 

16 
45 

39 
79 

0.7 
0.7 

Ⅲ-2-1 
  -2-2 

0.15～0.23 
0.15～0.23 

10.5 
9.5 

6.6 
8.3 

0.27 
0.59 

18 
28 

18 
86 

34 
77 

0.6 
0.7 

Ⅳ-1-1 
  -1-2 

0.04～0.05 
0.04～0.05 

10.4 
10.3 

9.1 
8.8 

0.27 
0.27 

9.1 
16 

16 
86 

46 
98 

0.9 
0.9 

Ⅳ-2-1 
  -2-2 

0.04～0.05 
0.04～0.05 

10.8 
8.5 

6.5 
9.1 

0.27 
0.57 

11 
27 

12 
70 

36 
79 

0.7 
0.9 

Ⅴ-1-1 
  -1-2 

0.06～0.08 
0.31～1.50 

11.7 
10.9 

8.8 
6.8 

0.19 
0.21 

8.8 
9.5 

24 
19 

54 
42 

0.9 
0.6 

Ⅴ-2-1 
  -2-2 

0.06～0.08 
0.37～1.06 

10.6 
11.6 

5.7 
7.1 

0.35 
0.47 

13 
27 

8.2 
13 

31 
43 

0.5 
0.8 

Ⅵ-1-1 
  -1-2 

0.04～0.05 
0.20～2.40 

10.7 
10.7 

6.0 
6.2 

0.11 
0.13 

24 
20 

21 
31 

42 
45 

0.6 
0.7 

Ⅵ-2-1 
  -2-2 

0.04～0.05 
0.20～4.60 

11.8 
10.2 

7.0 
7.8 

0.23 
0.34 

29 
41 

18 
21 

61 
69 

0.7 
0.7 

   注）＊ O2

    
  12％換算値 

(2) SUM-1 型 15 個投入した場合（実験 No.Ⅱ～Ⅳ）、Mn、Zn はそれぞれ投入前の 2～6 倍、1.2～
2.2倍濃度が高くなった。これらの揮散量は、それぞれ乾電池中に含まれている総量の 22～30%、

10%に相当しており、Cd と同様に燃焼温度が高くなるほど量が増加する傾向が見られた。また



Cd、Pb については、炉内温度が高いとき（図 1-7）に濃度が高くなった。 

        

      



(3) AM-1 型、AM-3 型を投入した場合（実験 No.Ⅴ、Ⅵ）、Mn 濃度は投入の前後でほとんど変化は

なかった。しかし亜鉛については、燃焼温度が高い条件（図 1-7）で高濃度となった。この時の

揮散量は乾電池中に含まれている総量の22～32%に相当しており、SM-1型の場合より多かった。 
 
      

表 １－５ 乾電池から揮散された重金属の割合     （％） 
実験 No. Ｃｄ Ｐｂ Ｍｎ Ｚｎ Ｎｉ 
Ⅰ―１ 0.2 0 0 0 0 
Ⅰ―２ 0.5 ＞100 0.2 ＞100 0.04 
Ⅱ―１ 0 ＞100 16 6.4 0 
Ⅱ―２ 0 ＞100 11 3.7 0 
Ⅲ―１ 0 0 14 10 0 
Ⅲ―２ ＞100 ＞100 43 14 0 
Ⅳ―１ 0 ＞100 37 14 0 
Ⅳ―２ ＞100 ＞100 37 16 ＞100 
Ⅴ―１ 0 ＞100 0 0 0 
Ⅴ―２ ＞100 ＞100 9.3 32 0 
Ⅵ―１ 0 0 1.9 1.1 0 
Ⅵ―２ ＞100 ＞100 4.6 22 0 

 
３）ごみ質と重金属排出挙動との関係 
 ここでは、3 種類のごみ質についてSM-1 型の乾電池 15 個を投入した実験No.Ⅱ～Ⅳで得られた結

果をもとに考察した。表 1-4 および図 1-6、1-7 から明らかなように、排ガス中のHCl濃度が最も低

いNo.Ⅱではいずれの燃焼温度の時でも乾電池の投入前後におけるMn、Zn濃度の増加分がより少な

かった。また、燃焼温度が 730～750℃と低い条件では、Mn、Zn、Pb濃度の増加分が排ガス中のHCl
濃度に比例していた。これに対して、850～870℃の高温燃焼では、No.ⅢとNo.Ⅳの結果に示されて

いるように、濃度の増加分は必ずしもHCl濃度に比例していなかった。これはWangら9)

 以上のように、乾電池類が都市ごみと一緒に焼却される場合、廃プラスチック類や厨芥類の混入率

が高いごみほど乾電池中の重金属類が揮散されやすくなる。 

が指摘して

いるように、重金属類の揮散量は低温燃焼の時ほど有機塩素の影響を受けやすいためと考えられる。 

 
４）乾電池類の焼却にともなう重金属の汚染負荷 
 乾電池類にはこれまで問題になったHg以外にCd、Ni、Mn、Zn等の重金属が含まれている。この

うちHgについては、1991 年からアルカリ・マンガン電池中の含有量をゼロにするなど、乾電池に使

用されている量は毎年減少している10),11)

 日本国内におけるCdの主な用途は、平成 5 年で約 84%がニッケル・カドミウム電池用であり、年

間 2,400 トンあまりとなっている

。ただし、Mn、Znについては含有量はほとんど変化してい

ないが、乾電池の製造量が年々増加しているため、乾電池に使用される量も増加している。このため、

乾電池類が焼却されている場合には、Mn、Znの汚染源として無視できない。 

11)。ニッケル・カドミウム電池の製造量はここ数年増加しており、



平成 9 年度で約 7 億個が出荷されている12)。このため、家庭ごみ中に含まれているカドミウムの製

品としては、ニッケル・カドミウム電池が飛び抜けて多い。現在、民生用のニッケル・カドミウム電

池の回収量は約 20%程度8)

 乾電池に使用する量が毎年減少しているHgについて、都市ごみ焼却炉における排ガス中のHg濃度

が減少していることから

であるため、消費されたニッケル・カドミウム電池の大部分は焼却あるい

は埋立処分されているものと考えられる。 

13),14)、その効果が確認された。これに対して、ニッケル・カドミウム電池

は焼却炉が原因となるCd汚染負荷の 85%を占めていると指摘されており6)、将来はCd汚染の主原因

になるとの報告もある7)

 以上のことから、重金属汚染を未然に防止し、かつ金属資源の循環利用を進めるためにも、乾電池

類の回収は有効である。特に、有害性の強い Cd が大量に使用されているニッケル・カドミウム電池

の 100%回収は急務である。 

。燃焼実験の結果、焼却時のCd揮散率は 0.2～0.5%程度であるため、ガスと

して大気中に放出される量は少ないが、大部分が焼却灰や飛灰中に残留しているので、最終処分場に

おけるCd汚染源としての寄与率は高い。また、Mn、ZnもCdと同様に含有量が多いことから、乾電

池を回収しないで処理・処分した場合、周辺環境への重金属汚染が問題となる。 

 
１．２ 実稼働炉における重金属の排出挙動 
 都市ごみの焼却にともなって排出される重金属はごみ組成、焼却炉の燃焼条件により大きく変動す

る。また、重金属の種類や化合物の形態によっても融点、沸点などが異なるため、それぞれの種類や

運転条件によって排出される重金属の挙動についても差が出るものと考えられる。 
 そこで、まず燃焼実験から得られた水銀に関する基礎データが大型炉においても適用可能であるか

を実証するため、実稼働の焼却炉についてごみ組成、燃焼条件等と水銀排出挙動との関係について調

査検討した。次いで、水銀以外の重金属について焼却炉の立ち上げ、通常燃焼および炉の埋火時にお

ける排出挙動を検討した。 
 

1.2.1 ごみ組成、燃焼条件と水銀排出挙動との相関に関する研究 
 

1.2.1.1 調査対象施設 
炉形式、処理能力が異なる実稼働の都市ごみ焼却炉 9 施設を調査した。表 1-6 に調査施設の概要と

各施設におけるごみの収集方法等を示す。 
なお、調査施設には各種排ガス処理装置が設置されている。 

 
1.2.1.2 焼却されている都市ごみの組成 
調査した施設では、表 1-6 に示した方法で都市ごみを収集しているため、集められたごみの組成が

異なっている。そこで、焼却されている都市ごみ組成の把握を目的として、調査期間中に各施設で 3
回ごみ組成の調査を行った。この 3 回の測定結果を平均して、水銀測定時における平均的なごみ組

成とした。結果を表 1-7 に示す。 
表 1-7 から明らかなように、廃プラスチック類に混入率は混合収集している施設で平均 13.8%、不

燃物のみを分別収集している施設では平均 14.4%であった。また、不燃物の混入率は粗大ごみの破砕

物を焼却している施設No.4が 22.5%と一番高く、このほかでは混合収集を行っているNo.3（20.2%）、

No.6（18.1%）などが高い。No.9 では工場、事業所から排出される紙くず・段ボール類などを焼却



しているため、紙・布類の混入率が 60%と、ほかの施設に比べて特に高くなっている。 
なお、表 1-7 に示した「その他」は、孔眼寸法約 5mm のふるいを通過した微細なものを指してい

る。 
表 １－６ 調査施設の概要 

施設 No. 炉  形  式 処理能力 (t/24h) 排ガス処理設備 ごみの収集方法 
１ 階段火格子（連続） 75 電気集じん装置 分別収集（廃プラスチ

ック類、不燃物） 
２ 移動床（連続） 120 電気集じん装置 分別収集（不燃物） 
３ 階段火格子（連続） 75 電気集じん装置 混合収集 
４ 階段火格子（連続） 90 電気集じん装置 粗大ごみの破砕物、 

家庭ごみ 
５ 階段火格子（連続） 150 電気集じん装置 分別収集（不燃物） 
６ 移動床（連続） 200 マルチサイクロン 

湿式電気集じん装置 
混合収集 

７ 階段火格子（連続） 90 電気集じん装置 分別収集（不燃物） 
８ 階段火格子 

（機械化バッチ） 
60 スクラバー 

マルチサイクロン 
分別収集（不燃物） 

９ 固定床 
（機械化バッチ） 

25 スクラバー 紙くず、段ボール類、 
厨芥類のみ焼却 

 
表 １－７ 調査期間中のごみの組成 

施     設 No. １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 
紙、布類 
廃プラスチック類 
木、竹、わら類 
厨芥類 
不燃物類 
その他 

41.4 
7.7 
24.1 
9.4 
10.1 
7.3 

43.9 
13.2 
5.0 
18.9 
10.8 
8.2 

30.6 
10.3 
23.1 
6.3 
20.2 
9.5 

22.4 
22.9 
13.0 
12.8 
22.5 
6.4 

49.0 
13.9 
1.6 
27.4 
4.9 
3.2 

41.9 
17.3 
3.0 
13.4 
18.1 
6.3 

30.1 
14.8 
3.3 
38.1 
11.0 
2.7 

46.6 
15.5 
10.6 
10.4 
10.1 
6.8 

60.0 
7.0 
4.2 
24.0 
2.3 
2.5 

水     分 
灰     分 
可  燃  分 

58.0 
8.9 
33.1 

51.7 
9.9 
38.4 

48.3 
15.4 
36.3 

40.7 
21.8 
37.5 

52.4 
12.4 
35.2 

48.4 
15.6 
36.0 

56.3 
8.9 
34.8 

61.1 
8.2 
30.7 

35.1 
4.9 
60.0 

低位発熱量 (kcal/kg) 1,340 1,550 1,620 1,020 1,400 1,790 1,350 1,100 1,950 
 

1.2.1.3 試料採取と分析方法 
 
(1) ごみ組成 
昭和 52 年 11 月 4 日環整第 95 号別紙 2.1 ごみ質の分析方法に従って行った。 

(2) 水銀 
排ガス中の水銀濃度は、JIS K 0222 に準じて測定し、還元気化原子吸光法で分析した。この時の



試料採取時間は１回当たり 30 分であり、1 施設につき 4 回連続測定（合計 2 時間）した。また、可

燃物中の水銀分析は、(1)の方法で分析した組成別のごみを粉砕した後、試料の量 0.02～0.09g
（dry-base）によりセラミックス管燃焼・金アマルガム法で行った（n＝3）。 
(3) O
排ガス中のO

2 
2

 
濃度は、JIS K 0301 磁気力方式により連続測定した。 

1.2.1.4 結果および考察 
 

（１）水銀の排出挙動 
各焼却炉からの Hg排出状況を表 1-8に示す。この調査は乾電池中の水銀含有率をゼロにした 1991

年以前の 1981 年に行ったものであるため、全体的に濃度が高い。 
 

表 １－８ 水銀の排出状況 
施設 
No. 

焼却量 
(t/h) 

燃焼温度 
（℃） 

乾き排ガス量 
（m3N

O
/h） (％) 

2 Hg 排出濃度 
（mg/m3N

Hg 排出量 
） （g/h） 

Hg 排出割合 
（g/t-ごみ） 

１ 2.46 850-970 14,500 12.0 0.20 2.9 2.8 
２ 4.58 850-990 25,000 14.8 0.32 8.0 3.6 
３ 2.46 840-960 14,200 12.5 0.31 4.4 3.5 
４ 2.40 840-940 15,000 17.3 0.26 3.9 2.7 
５ 4.80 850-980 23,000 15.0 0.40 8.4 3.7 
６ 8.00 750-900 29,000 8.4 0.45 13 3.2 
７ 3.40 950-1000 16,000 13.8 0.36 5.8 3.9 
８ 2.50 860-1000 22,500 18.6 0.14 3.2 3.2 
９ 2.10 700 20,100 17.5 0.02 0.4 0.3 

 
施設No.1～7 の連続炉におけるHgの排出濃度は 0.02～0.45mg/m3Nであり、No.8、9 のバッチ炉

での 0.14、0.02mg/m3Nに比べて高濃度であった。これは、バッチ炉における排ガス中のO2

次に、ごみの収集方法と Hg 排出割合との関係を見てみると、混合収集および不燃物のみを分別収

集している施設（No.2、3、5～8）では、排出割合は 3.16～3.88g/t の間でばらついており、収集方

法の違いによる排出割合の差は認められなかった。また、燃焼不適物として廃プラスチック類と不燃

物の両方を分別している施設No.1や粗大ごみの破砕物に家庭ごみを混入したものを焼却している施

設 No.4 では、排出割合がそれぞれ 2.81、2.74g/t であった。しかし、工場、事業所から排出される

紙くず・段ボール類を主に焼却している施設 No.9 は排出割合が 0.29g/t であり、ほかの施設の約 1/10
程度と特に小さかった。 

濃度が高

いことから、バッチ炉の空気過剰率が連続炉よりも大きかったためと考えられる。 

さらに、水銀は不燃物中に高濃度に含まれていると報告されているが16)、表 1-7、1-8 に示した結

果から、不燃物の混入率とHg排出割合との間には明白な相関は認められなかった。したがって、不

燃物中にHgが高濃度に存在するとすれば、占部ら16)も認めているように、その中の特定なものに偏

在している可能性が高いと考えられる。 



（２）ごみ組成別（可燃物）における水銀濃度 
 ごみ組成のうち、可燃物中 Hg 濃度の分析結果を表 1-9 に示す。ここで、Hg 分析用の試料採取は、

都市ごみは 4 施設から、粗大ごみの破砕物は 2 施設からそれぞれ行った。 
 

表 １－９ 各ごみ組成中における水銀濃度 
試    料 都  市  ご  み  （ng/g） 

No.1   No.2   No.3    No.4    平均 
粗大ごみの破砕物＋家庭ごみ (μg/g) 
No.5    No.6     No.7     平均 

紙、布類 
廃プラスチック類 
木、竹、わら類 
厨芥類 
その他 

76 
65 

340 
270 
640 

270 
140 
130 
42 

250 

410 
140 
320 
100 
590 

140 
180 
380 
510 
― 

220 
130 
290 
230 
490 

2.7 
2.2 
0.6 
― 
8.5 

2.8 
6.7 
0.4 
― 
6.2 

1.2 
2.1 
0.7 
2.3 
― 

2.2 
3.7 
0.6 
2.3 
7.4 

 
 都市ごみの中では、「その他」が平均 490ng/g と一番高く、ついで木・竹・わら類の 290ng/g、紙・

布類の 220ng/g となり、廃プラスチック類が 130ng/g と一番低かった。また、粗大ごみの破砕物に

ついては、各組成とも Hg 濃度が都市ごみに比べて約 10 倍も高かった。これは以下の理由によるも

のと考えられる。 
 まず、Hg を高濃度に含む廃棄物が破砕の過程で破壊され、内部に含まれていた Hg が揮散されや

すい状態になる。一方、ごみピットには Hg の含有量が低い廃棄物も一緒に貯留されているため、ご

みの貯留中に揮散した Hg がほかの廃棄物に吸着することなどにより、可燃物中の Hg 濃度が上昇す

る。 
 表 1-9 に示した組成別における Hg 平均濃度を基に、各焼却炉について可燃物からの Hg 排出寄与

率を検討した。結果を表 1-10 に示す。都市ごみでは、可燃物からの Hg 排出寄与率は 4.1～6.5%の

範囲内（施設 No.1～3、5～8）であった。ただし、粗大ごみの破砕物では、可燃物中の Hg 濃度が高

いこともあり、Hg 排出寄与率は 50%と約 10 倍も高くなった。 
 さらに、工場、事業所からの廃棄物（紙くず、段ボール類）を焼却している施設 No.9 は、紙・布

類の混入率が 60%と極めて高かったため、Hg 排出寄与率は 70%にもなっている。 
 

表 １－１０ 可燃物からの水銀の排出寄与率 
施設 No. １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

可燃物からの 
Hg 排出量（g/h） 

0.19 0.38 0.19 2.0 0.36 0.54 0.23 0.16 0.28 

排出寄与率(％) 6.5 ＊ 4.7 4.3 50 4.3 4.1 4.1 5.2 71 
 
（３）水銀の排出源 
 前記したように、都市ごみでは可燃物からの Hg 排出寄与率は 5%程度であった。したがって、残

りの 95%については不燃物から排出されることになる。 
 不燃物のうち Hg 含有量が多いものとしては、実験用プラントによる燃焼実験で明らかになったよ

うに、アルカリ電池、マンガン電池等である。これらの乾電池類は、携帯用のオーディオ機器、小型



計算機などの急激な普及により、一般家庭での消費量が毎年増加しており、使用後に大部分がごみと

一緒に捨てられている。 
 乾電池中のHg含有率は、1991 年以降から順次ゼロにしており、これとともに乾電池に使用される

Hgの量も毎年減少した10),11)。また、1991 年の前後に計測された焼却炉排ガス中のHg濃度の結果か

ら、この間に乾電池類の消費量が増加しているにもかかわらずHg濃度が減少していることが明らか

となっている13),14)

 以上のことから、乾電池中の Hg 含有率がゼロとなる 1991 年以前では、都市ごみ焼却炉からの

Hg 発生源としては、その大部分が乾電池類であったと考えられる。 

。 

 
1.2.2 焼却炉の運転条件と重金属（Hg 以外）排出挙動との相関に関する研究 
 
1.2.2.1 調査対象施設 

炉形式および燃焼法に違いによる排出挙動を調べるため、実験用プラントと炉形式が同じ流動床

炉（連続式）と階段火格子炉（連続式）の併せて２施設を調査した。表 1-11 に調査施設の概要お

よび運転条件を示す。運転条件については、炉の立ち上げ、通常燃焼および埋火の 3 条件を検討し

た。 
 なお、調査施設には集じん装置のほかに脱塩装置も設置されている。 

 
表 １－１１ 調査施設の概要および運転条件 

施設  No. 炉  形  式 処理能力 (t/24h) 排ガス処理設備 調査時の運転条件 
１ 流動床（連続） 98 消石灰噴霧 

電気集じん装置 
炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

２ 階段火格子（連続） 150 消石灰噴霧 
バグフィルタ 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

 
1.2.2.2 試料採取と分析方法 

   
（１） ばいじん、ばいじん中の重金属 
 ばいじんは JIS Z 8808 による平衡型ばいじん採取装置で捕集した。ろ紙は円筒ろ紙（Whatman 
88RH）を用いた。ろ紙に捕集したばいじんを JIS K 0097 に準じて処理を行い、原子吸光法で各種

重金属を分析した。 
 なお、ばいじんの測定は集じん装置の入口側で行った。 
（２） O2

 排ガス中のO
、CO 

2

 

、CO濃度は、それぞれJIS K 0301 磁気力方式とJIS K 0098 赤外線吸収法によ

り連続測定を行った。 

1.2.2.3 結果および考察 
 調査結果を表 1-12 に示す。調査した 2 施設のうち、比較的燃焼が不安定な流動床炉（施設 No.1）



では、炉温が低い立ち上げ初期を除き、立ち上げ時など排ガス中の CO 濃度が高い時に、ばいじん中

に含まれている金属のうち Cd、Pb、Cu、Zn、Mn 濃度がそれに比例して高くなった。 
 この理由としては、第一として高濃度となった金属類が燃焼の過程で揮散されやすく、排ガスの冷

却時に飛灰中に濃縮されるグループに分類されている16),17)ことが原因と考えられる。さらに、同施

設では通常排ガス中の塩化水素濃度が除去前で 1,000mg/m3N前後であることから、第二としては、

D. Verhulstら18)

 これに対して、排ガス中のCO濃度が低く、流動床炉に比べて燃焼が安定している階段火格子炉（施

設No.2）では、同じく排ガス中の塩化水素濃度が 1,000mg/m

が報告しているように、排ガス中のCO濃度が高くなる還元雰囲気中での燃焼では、

高濃度の塩化水素が共存した場合にこれら金属類が塩化物となって揮散されやすくなるたためと考

えられる。 

3N

 以上のように、燃焼の過程で揮散されやすい金属類に関しては、現在使用されている焼却炉では排

ガス中の塩化水素濃度が高いことから、還元雰囲気が生じやすい燃焼では飛灰への濃縮が加速される

可能性が高い。塩化物の状態で飛灰に濃縮された金属類は、溶出されやすくなっているので、飛灰の

後処理を含めて考えると、燃焼の安定化は重要な課題である。 

前後であるにもかかわらず、運転条

件によるCd、Pb、Cu、Zn、Mn濃度の変動は認められなかった。 

 
1.2.3 実稼働中の都市ごみ焼却炉におけるヒ素（As）の排出状況 

 
（１） 試料採取と分析方法 
 この調査では、粒子状とガス状の両方について測定した。まず、粒子状の As については、JIS Z 8808 
準じて試料採取（2 回）を行い、JIS K 0097 に準じて硝酸―過酸化水素で処理後、JIS K 0102 に

よるジエチルジチオカルバミン酸銀法で分析した。この場合、捕集用ろ紙としては集じん装置入口側

において石英製円筒ろ紙（東洋ろ紙製 88RH）、出口側はテフロン製円形ろ紙（住友電工製 AF07P）
をそれぞれ用いた。 
 また、ガス状 As の測定は、JIS K 0221 に準じて試料採取（ろ過材の充填厚さ 2～3cm）し、粒子

状の As と同様に分析した。ここでは、試料採取時間を 30 分間とし、4 回連続測定して平均値を求

めた。 
 
（２） 調査結果と考察 
 調査結果を表 1-13 に示す。調査した焼却炉（8 施設）にはすべて電気集じん装置が設置されてお

り、方式は施設 No.5 が湿式、そのほかが乾式であった。 
 表から明らかなように、集じん装置入口側における粒子状As濃度は 0.01～0.60 mg/m3Nとかなり

ばらついていた。また同出口側では、施設No.4 で微量（0.02 mg/m3N

 この原因としては、第一としてAsもCd、Pbなどと同様に燃焼時に揮散された後、飛灰に濃縮す

る

）検出されたほかは、全て不

検出であった。 

16),17)ため粒子状で排出されており、しかも設置されている集じん装置による飛灰の捕集効率が

99％以上と高いためと考えられる。さらに第二は、分析上の問題として、ガス状Asの検出感度がほ

かの金属に比べて低い（例えば、Asの検出感度はCdの 1/50、Pbの 1/5）ことも理由としてあげられ

る。 



 
 
 
 
 

表 １－１２ 都市ごみ焼却炉における運転条件別のばいじん中重金属濃度 
施設 No. 運転条件 炉内温度（℃） O2 ばいじん濃度  （％） 

（g/m3N

ばいじん中の重金属濃度、g/m
） 

3N

Cd    Pb    Cu    Fe    Mn    Ni    Zn 
 （実測値） CO 濃度 

（ppm） 
 
 
 
１ 

 
 
 

炉の立ち上げ 
 
通常燃焼 
 
 
 
炉の埋火 

280 
345 
736 
765 
760 
740 
771 

18.6～21.0 
11.0～17.0 
13.7～17.0 
15.0～17.5 
12.3～16.8 
11.7～16.8 
14.8～21.0 

5.95 
15.1 
11.6 
10.0 
11.2 
16.1 
18.9 

0.05   5.0    15    36    4.1    0.17  20 
0.33   32    50    91    9.5    0.51  48 
0.22   28    34   120    5.7    0.51  41 
0.19   28    33    75    5.8    0.46  41 
0.24   24    38    98    6.5    0.46  47 
0.27   27    50   120    11    0.91  58 
0.01   4.7    11   1.0    3.7    0.26  21 

  0～2,500 
100～2,720 
 50～ 430 
 55～ 330 
 50～ 560 
150～4,600 
 50～ 500 

 
 
 
２ 

炉の立ち上げ 
 
 
通常燃焼 
 
炉の埋火 
 

360～530 
440～560 
500～755 
760～830 
750～850 
550～740 
320～460 

15.5 
15.6 
15.0 
12.7 
12.5 
14.5 
18.1 

0.22 
1.14 
2.16 
1.67 
2.10 
3.85 
3.34 

  0.17   42    6.4    53   4.2    0.72   62 
  0.12   13    0.4   4.4   0.3    0.07   18 
  0.55   91    6.0    37   2.5    0.36   40 
  0.57   68    4.1    19   1.5    0.26   40 
  0.56   89    5.2    27   1.9    0.31   58 
  0.41   68    7.6    55   4.5    0.47   38 
  0.14   26    1.4    15   1.0    0.30   45 

 50～ 620 
100～ 580 
 70～ 725 
100～ 520 
 80～ 260 
 80～1,500 
400～1,250 

 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 

表 １－１３ 運転条件別の電気集じん機捕集灰中に含まれている金属濃度 
施設 No. 運 転 条 件 金     属     濃     度     （％） 

Na Mg Al Si P S Cl K Ca Ti Cr Mn Fe Ni Cu Zn Cd Pb 
 
１ 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

4.7 
5.3 
7.4 

2.3 
0.6 
2.0 

7.4 
6.9 
5.1 

6.6 
7.8 
5.4 

0.96 
1.60 
0.83 

2.0 
1.6 
3.0 

12 
13 
17 

3.2 
3.2 
5.1 

20 
17 
17 

1.3 
1.1 
1.0 

0.04 
0.03 
0.04 

0.10 
0.06 
0.07 

2.7 
2.7 
1.7 

0.01 
0.01 
0.01 

0.62 
0.45 
0.88 

0.70 
0.60 
0.71 

0.05 
0.03 
0.06 

0.40 
0.34 
0.80 

 
２ 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

1.9 
4.5 
3.9 

1.7 
1.3 
1.5 

4.0 
2.8 
3.0 

4.1 
2.8 
3.7 

0.38 
0.31 
0.35 

3.2 
2.0 
3.3 

16 
24 
20 

2.1 
3.2 
3.6 

29 
28 
27 

0.9 
0.6 
0.8 

0.04 
0.03 
0.04 

0.09 
0.05 
0.04 

1.4 
0.8 
1.3 

0.01 
0.01 
0.01 

0.11 
0.11 
0.11 

2.2 
2.1 
1.6 

0.10 
0.14 
0.12 

1.20 
0.55 
0.87 

 
３ 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

2.6 
2.3 
2.8 

2.1 
1.9 
2.4 

5.8 
5.3 
6.9 

8.2 
7.0 
9.1 

1.10 
1.10 
1.30 

1.0 
0.8 
1.0 

10 
11 
10 

2.5 
2.2 
2.6 

25 
29 
23 

0.9 
0.8 
1.0 

0.03 
0.02 
0.02 

0.12 
0.09 
0.09 

3.6 
3.0 
3.4 

0.01 
0.01 
0.01 

0.24 
0.29 
0.21 

0.35 
0.34 
0.35 

― 
― 
― 

0.12 
0.15 
0.13 

 
 
 
 
 
  
 



第２節 産業廃棄物の焼却時における重金属の排出挙動 
 産業廃棄物の中には、都市ごみと同様に多くの重金属類が含まれている物が多く、しかも排出量が

都市ごみの約 5 倍もあることから、これらの焼却時における重金属汚染対策は重要な課題である。 
 そこで、産業廃棄物としての排出量が非常に多く、焼却処理されるケースが増えている下水汚泥な

どの有機性汚泥および組成の変動が大きく、Hg や Cr などの有害性の高い重金属を多く含む医療廃

棄物について、焼却処理時における Hg 等の排出挙動について調査した。 
 
２．１ 汚泥焼却炉における水銀の排出挙動 
 活性汚泥法による都市下水、工場排水の処理および廃油などの処理過程からは沈殿汚泥、余剰汚泥、

油分を含む汚泥（以下、含油汚泥とする）などが発生する。これら汚泥の処理は、都市ごみの場合と

同様に熱回収および灰の埋立処分を前提とした減量化、安定化の手段として、焼却処理が広く行われ

ている。 
 しかし焼却処理では、汚泥中の重金属類の含有量によっては、ばい煙による重金属汚染が発生する。

この重金属汚染については種々の検討がなされているが19)～23)、Hgに関しては都市下水汚泥の焼却に

ともなう排出（排出濃度、排出量）を検討しているにすぎず19),20)

 そこで、ここでは汚泥（下水汚泥、工場排水からの余剰汚泥、含油汚泥など）を焼却した際の Hg
の排出量を測定すると同時に、汚泥の種類別における Hg 排出係数の相違について検討した。 

、下水汚泥以外の汚泥からの排出

および汚泥の種類別における排出係数の相違などについては、ほとんど検討されていない。 

 
2.1.1 調査対象施設 
種類の異なる汚泥を焼却している 9 施設の焼却炉について調査を行った。施設の概要を表 1-14 に

示す。 
 

表 １－１４ 調査施設の概要 
施設 
No. 

焼   却   物 
(含水率,wt%) 

炉  形  式 焼却能力(t/h) 補助燃料 集じん装置 
（洗浄液） 

１ 下水汚泥 (74.3) 多段式炉（連続） 2.1 灯 油 スクラバー（水） 
２ 下水汚泥 (41.0) 回転床炉（連続） 1.0 灯 油 スクラバー（水） 
３ 下水汚泥 (76.2) 流動床炉（連続） 2.1 Ａ重油 スクラバー(NaOH) 
４ 下水汚泥 (51.0) 回転式炉（連続） 1.7 灯 油 電気集じん装置 

スクラバー(NaOH) 
５ 含油汚泥 (42.5) 固定床炉(バッチ) 0.5 灯 油 マルチサイクロン 
６ 含油汚泥 (42.2) 回転式炉（連続） 5.0 Ａ重油 電気集じん装置 
７ 余剰汚泥 (65.0) 回転式炉（連続） 0.9 灯 油 スクラバー(NaOH) 
８ 塗料カス汚(36.0) 

余剰汚泥 (67.2) 
回転式炉（連続） 1.9 灯 油 マルチサイクロン 

スクラバー（水） 
９ 余剰汚泥 (61.4) 回転式炉（連続） 2.5 廃 油 マルチサイクロン 

ベンチュリー・スク

ラバー（NaOH） 
 
 
 



2.2.2 試料採取と分析方法 
汚泥、焼却灰および集じん装置で捕集された飛灰中の Hg 分析は、各試料を 50～100g 採取し、そ

れぞれ 0.10～0.30g、0.75g、0.40g（乾重量）について石英管燃焼、金アマルガム法で 3 回行い平均

値を求めた。 
スクラバー洗浄液中の Hg 分析は、洗浄液約 2L を採取し、それらのうち各 100ml について JIS K 

0102 の工場排水試験方法による気化還元循環法で 3 回行った。 
また、排ガス中の Hg 濃度は、JIS K 0222 に従い、還元気化原子吸光法で分析した。 
 
2.2.3 結果および考察 

 
（１） 下水汚泥の焼却における Hg の排出挙動 
 Billingら24)は石炭を燃やすと、Hgの 90％までがガス状で大気中に放出されると報告している。ま

た、Kaakinenら25)およびKleinら26)

 そこで、下水汚泥焼却時における Hg の分配を検討するために、各種汚泥焼却炉からの Hg 排出挙

動を調査した。調査結果を表 1-15 に示す。調査した 4 施設（No.1～4）には、表 1-14 に示したよう

に、ばい煙処理装置としてすべてスクラバーが設置されており、施設 No.1, No.2 では洗浄液に水を

使用（放流）し、No.3,No.4 には苛性ソーダ溶液を循環使用していた。 

は、集じん装置（スクラバー、電気集じん装置）付き石炭ボイラ

でHgの分配について調査を行っている。これらによると、石炭燃焼時に排出されるHgは、集じん装

置に 2～3％、放出ガス中では 94～96％に分配されている。  

 
表 １－１５ 下水汚泥焼却炉における水銀の物質収支 

 
施設 No. 

IN  PUT OUT                           PUT 
下水汚泥 
（g/h） 

焼 却 灰 
(g/h)  (％) 

飛   灰 
(g/h)   (％) 

洗  浄  液 
(g/h)   (％) 

排 ガ ス 
(g/h)   (％) 

不 明 分 
(g/h)   (％) 

１ 
２ 
３ 
４ 

0.91 
1.53 
0.81 
0.83 

測定不可 
測定不可 
0.003   0.4 
測定不可 

対象外 
対象外 
対象外 
0.07    8.4 

＜0.05  0.0 
0.01 0.7 
0.12    15 
測定不可 

0.72    79 
1.51    99 
0.68    84 
0.75    91 

0.19    21 
0.01 0.3 
0.01 0.6 
0.01    1.2 

 
 調査した施設 No.1～4 で焼却している汚泥中の Hg 濃度は、それぞれ 0.54、1.53、0.49、0.55μ
g/g（湿重量）であり、施設 No.2 において Hg 濃度がほかの汚泥に比べて約 3 倍高いのは、この汚泥

は熱処理した後に脱水するため含水率が低いこと、および消石灰などの脱水助剤を使用していないた

めと考えられる。 
 表 1-15 において、IN PUT では汚泥中の Hg 濃度（μg/g）に１時間あたりの汚泥焼却量を掛けて

求めたものを全 Hg 量（g/h）としており、補助燃料の燃焼によって排出される微量の Hg について

は無視した。また OUT PUT では、それぞれ汚泥焼却時における Hg の残留量、集じん装置による

Hg 捕集量、環境大気中への Hg 排出量を示している。 
 表 1-15 に示したように、施設No.3 において焼却灰中に残留しているHgの量がIN PUTされたHg
量の 0.4％であることから、汚泥中に含まれているHgは、焼却時にほぼ全量が揮散されるものと考え

られる。D. Verhulstら18)は、廃棄物中に含まれているHgは 700℃以上の温度で焼却した場合、金属

水銀として揮散されると報告している。今回調査した焼却炉の炉内温度は 680～900℃であることか

らみて、揮散されたHgは金属水銀であると考えられる。 



 調査した 4 施設でのHg分配をみてみると、施設No.1 を除くほかの 3 施設は不明分がきわめて少な

く、よくマテリアル・バランスがとれている。No.1 で特に不明分が多くなった理由としては、第一

にスクラバーで多量の洗浄液（54m3

 次に、ばい煙処理装置として設置されている電気集じん装置（乾式）やスクラバーなどによる Hg
捕集率をみてみると、電気集じん装置で 10％弱、スクラバーでも 15％弱と低く、これらの装置によ

る Hg の捕集はあまり期待できないことが明らかとなった。 

/h）を使用しているので、洗浄液中のHg濃度が検出限界以下と

低くなり、OUT PUTにおける洗浄液の項目が 0％とされたためであり、第二には、No.1 は排ガスの

試料採取用測定孔の関係から、ほかの 3 施設の場合と異なり、煙道の屈曲部分の直後で排ガスの流

速を測定しているため、排ガス量が実際よりも少なめであった、ことなどが考えられる。 

 
（２）Hg の排出状況 
 各種汚泥焼却炉からの Hg 排出状況を表 1-16 に示す。ここで、表 1-15 に示した排ガス中の Hg 濃

度は、試料採取時間が No.1～4, 8, 9 については１試料 20 分間で 5 回連続測定し、No.5～7 は 30 分

間で 4 回連続測定したものの平均値である。また、表 1-16 に示した排出係数は汚泥 1ｔあたりの Hg
排出量のことであるが、汚泥の脱水時に使用する助剤の量が施設間でかなり差があり、そのため施設

間での条件が異なってしまうため、条件を統一する必要がある。そこで排出係数は、脱水助剤中に

Hg は含まれていないものと仮定し、汚泥の全重量から脱水助剤の重量を差し引いた残りの重量を基

準に求めた。さらに、汚泥および余剰汚泥等の含水率が表 1-14 に示したように 41.0～74.3％と施設

によって大きく変動しているので、条件を統一するため排出係数の算定は乾重量で行った。 
 

表 １－１６ 水銀の排出状況 
施設 No. 焼却量 

(t/h) 
燃焼温度 
（℃） 

乾き排ガス量 
（m3N

Hg 排出濃度 
/h） （mg/ m3N

Hg 排出量 
） （g/h） 

Hg 排出係数 
（g/t-汚泥） 

１ 1.71 760～890 3,540 0.21 0.7 2.3 
２ 1.00 810～900 3,600 0.42 1.7 2.6 
３ 1.45 750～850 2,100 0.32 0.7 2.0 
４ 1.49 730～800 3,300 0.23 0.8 2.0 
５ 0.60 700～750 18,700 0.09 1.7 4.8 
６ 3.30 710～800 24,200 0.36 8.6 4.5 
７ 0.55 680～940 3,890 0.05 0.2 0.9 
８ 1.70 700 7,500 0.02 0.2 0.3 
９ 2.17 450～480 10,500 0.12 1.3 1.6 

 
 表 1-16 から明らかなように、下水汚泥（No.1～4）およびスカム、含油汚泥（No.6）を焼却して

いる施設では、Hgの排出濃度が 0.20～0.42 mg/m3N

 下水汚泥の焼却によるHgの排出係数は、汚泥中に含まれているHgの量および焼却炉の型式によっ

て若干変動しており、2.00～2.56g/tであった。この値は、都市ごみ焼却炉における排出係数

と比較的高かった。 

19)

 含油汚泥等を焼却している施設No.5, 6 では、排出係数が 4.49～4.84g/tと特に大きく、下水汚泥の

場合の約 2 倍であった。これは、含油汚泥が原油、重油などの残留物を処理したものなので、油に

含まれていたHgが汚泥中に濃縮された可能性が高い。ちなみに、原油および日本で市販されている

重油 50 点におけるHg含有濃度は

の 3.16
～3.88g/tに比べて 30％程度小さい。 

27)、それぞれ 0.014、0.044ppm（以上原油）、0.031～0.048ppm（平



均 0.022ppm）である。 
 また、余剰汚泥を焼却している施設 No.7～9 では、排出係数が 0.26～1.55g/t と小さく、下水汚泥

の場合の 1/10～3/5 であった。 
 
２．２ 医療廃棄物焼却炉における重金属の排出挙動 
 特別管理廃棄物に指定されている感染性廃棄物については、オートクレーブ等による滅菌および焼

却処理などの中間処理を行う必要がある。これらの中間処理技術は、必ずしも完成されたものではな

いことから、現在も適正処理に向けた取り組みが精力的になされている。 
 そこで、ここでは感染性廃棄物の中間処理方法の核になる焼却処理について適正化を検討するため、

実炉を用いた燃焼実験により重金属の排出挙動を把握し、これらの排出抑制方法に関する評価を行っ

た。 
 

2.2.1 調査対象施設 
 調査した焼却炉は処理能力 190kg/h のバッチ式固定床炉であり、燃焼温度を通常 750～800℃に設

定しているが、最大で 950℃付近まで温度が上昇する。また焼却炉には、ばい煙処理装置としてサイ

クロン、スクラバーが設置されているが、助燃バーナーは使用していない。焼却炉のフローシートを

図 1-8 に示す。 

 
 

2.2.2 燃焼実験 
廃プラスチック類、透析器具および試験管類の混入率など、組成の異なる医療廃棄物を燃焼したと

きの排ガス成分等を測定した。また、測定は投入量などを変えて合計 2 回行ったが、焼却炉の燃焼

温度など他の条件は 2 回とも同じであった。 
また、燃焼実験で焼却した医療廃棄物の種類および焼却量を表 1-17 に示す。これらの廃棄物はビ

ニール袋あるいは段ボール箱に梱包された状態で搬入されており、カテーテルや手術用のナイフなど

のステンレス製品も中に含まれている。 
 



表 １－１７ 燃焼実験で投入した医療廃棄物の種類と量     単位：kg 
 RUN    １ RUN    ２ 
午  前 廃プラスチック類 234 廃プラスチック類 282 

注射針 102 注射針、試験管類 103 
午  後 廃プラスチック類 115 廃プラスチック類 252 

透析器具 107 透析器具 46 
 
2.2.3 試料採取と分析方法 

 ばいじん、ばいじん中の重金属類および水銀の測定・分析方法は、1.2 実稼働炉における重金属の

排出挙動 の調査で行った方法と同様である。 
 また試料の採取位置は、ばいじん類がサイクロンおよびスクラバーの出口側であり、重金属類はこ

のほかにスクラバー排水、焼却灰、汚泥についても分析した。 
 

2.2.4 結果および考察 
 
（１） 焼却灰、汚泥および排水中の重金属濃度 
 測定結果を表 1-18 に示す。全項目を合計した Total の排出量では、全 Cr がきわめて高い値を示し

た。また、RUN 1 と RUN 2 の比較では、透析器具の焼却量が多い RUN 1 でポリ塩化ビニールの添

加剤に使用されている Cd、Pb の各濃度が高くなった。 
 

表 １－１８ 焼却灰、汚泥および排水中の重金属濃度 
 焼却灰（mg/kg） 汚泥（mg/kg, dry-base） スクラバー排水（mg/L） 

RUN  1 RUN  2 RUN  1 RUN  2 RUN  1 RUN  2 
Cd 1.32 0.56 2.98 2.37 ＜0.005 ＜0.005 
Pb 120 51.5 210 130 ＜0.05 ＜0.05 
Cr 1,290 1,420 320 240 0.08 0.02 
As 1.49 0.86 4.46 4.47 ＜0.01 ＜0.01 
Hg 0.50 ＜0.01 61.7 87.1 0.0045 ＜0.0005 

 
 揮散されにくい全Crについては16),28)焼却灰中の濃度が高かったが、スクラバー中から排出された

汚泥では、焼却時に揮散されやすいHg、Aｓ、Cd、Pb16),28)

  Borouskyら
の濃度が高くなった。 

29)によると、医療廃棄物を焼却した際に排出される重金属としてSb、As、Cd、Cr、
Pb、Mn、Hg、Niなどがある。これら重金属の排出状況は医療廃棄物の組成によって大きく影響さ

れており、特にステンレス製品、乾電池、体温計、血圧計、プラスチック類の混入率が影響する30),31)

 医療廃棄物は、この調査における排ガス中の塩化水素濃度が最大 4,900mg/m

。

したがって、全Crの濃度が高くなったのはステンレス製品の混入が原因であると考えられる。 
3Nであるなど塩素含

有量が高いので、燃焼の過程で重金属が比較的低い温度で揮散される塩化物となっている。このため、

ほとんどの金属は燃焼の過程で揮散し、排ガス温度の低下に伴って表面積が大きい微小粒子（粒径 2
μm以下）の表面に凝縮する29),32),33)

 この調査では、全Crについてのみ分析を行ったので 6 価Crの割合は不明である。しかし、塩素の

共存化でCrは燃焼中に 6 価Crの塩化物になり、かつ生成量は塩素含有量、酸素分圧に比例し、炉内

。このことから、スクラバーから排出される汚泥中で含有率の

高かったHg、As、Cd、Pbなどの重金属類についても、微小粒子に濃縮されていると考えられる。 



温度に反比例するとの報告32)

 
があることから、焼却灰等の取り扱いには注意が必要である。 

（２） 排ガス中の水銀等重金属 
 排ガス中の重金属濃度の測定結果を表 1-19、1-20 に示す。表 1-19 から明らかなように、排ガス中

のHg濃度は 0.1 mg/m3N以下と低かった。しかし、水銀は廃棄物の種類によって含有量が大きく異な

ることから、調査した施設による排出濃度が変動している。事実、国内のほかの施設における調査で

は、Hg濃度が 0.2～0.6 mg/m3N34),35)であり、最大濃度が 10 mg/m3N以上との報告もある36)

 
。 

                          表 １－１９  排ガス中のHg濃度          単位：mg/m3

測 地 場 所 
N 

測 定 時 間 Hg 濃度 除去率（％） 
サイクロン出口 RUN  1    午 前 

      午 後 
0.059 ― 
0.016 ― 

スクラバー出口 RUN  1  午 前 
      午 後 

0.034 38.0 
0.012 13.7 

サイクロン出口 RUN  2    午 前 
      午 後 

0.064 ― 
0.006 ― 

サイクロン出口 RUN  2    午 前 
      午 後 

0.045 31.9 
0.012 ― 

 
表 １－２０ 排ガス中の重金属濃度        単位：mg/m3

測 定 場 所 
N 

測 定 時 間 Cd Pb Cr As 
サイクロン出口 RUN  1    午 前 0.082 0.019 ＜0.005 ＜0.01 
スクラバー出口 RUN  2    午 後 0.005 0.12 0.011 ＜0.01 
 （除去率 ％） (93.8) (36.8) (―) (―) 
サイクロン出口 RUN  1    午 前 0.004 0.10 ＜0.005 ＜0.01 
スクラバー出口 RUN  2    午 後 0.003 0.06 0.009 ＜0.01 
  (35.9) (42.0) (―) (―) 
 
  水銀以外の重金属についても、表 1-20 に示したように、排ガス中の濃度は低かった。ただし、ス

クラバーによる重金属除去率は Cd における一つの例外を除いて、最大 40％程度とあまり高くなか

った。これは、燃焼時に排出される重金属の多くが微小粒子に濃縮されているためと考えられる。 
 金属類の排出を抑制する方法としては、①Hg、Cr等の含有量が多い医療廃棄物をできるだけ分別

し、焼却をさける、②微小粒子の除去率を増加させる などが挙げられる。医療廃棄物焼却炉からの

ばいじん濃度は都市ごみ焼却炉の場合よりも低いが、微小粒子の割合が全体の 80％以上を占めてい

るとの報告もある32)

 

。さらに、医療廃棄物焼却炉では、塩化水素やHgなどの重金属類が高濃度に排

出されることも多い。このため、設置する排ガス処理装置としては、酸性ガスおよびばいじん中の微

小粒子を高い効率で除去できるものが必要である。 

第１章 まとめ 
 廃棄物の組成が原因となって排出濃度が影響されるものの代表例として重金属類をとりあげ、廃棄

物焼却炉からの排出挙動を調査検討した。ここでは、実験用プラントを用いた燃焼実験のほか、実稼

働の焼却炉についても同様の調査を行い、燃焼実験の結果との整合性を検討した。また、重金属類の



発生源となりうる乾電池類の投入実験を行い、組成および燃焼温度を変えた場合の Hg 等重金属類の

挙動と排出寄与率も研究した。 
 実験用プラントによる燃焼実験の結果、乾電池、蛍光灯を含まない都市ごみの焼却では、Hg 濃度

は実稼働炉での測定値と比較して 1/5～1/10 ときわめて低いことが確認された。これに対して、水銀

を含む乾電池類を投入した場合、直後における Hg の瞬間濃度は投入前の 20～100 倍となり、燃焼

によりほぼ全量の Hg が排出されているものと考えられる。 
 Hg 以外の金属で、燃焼の過程で揮散されやすい Cd、Pb、Zn については、排出濃度が燃焼温度に

比例しており、900℃の燃焼実験では 730℃の条件に比べて濃度が数倍高くなった。また、乾電池に

含まれている Cd、Pb、Zn の揮散率は、乾電池の種類により値が変動しているが、総量の 20～30％
に相当していた。 
 実稼働の都市ごみ焼却炉に関する調査結果から、紙・布類および廃プラスチック類など可燃物の燃

焼による Hｇ排出寄与率は 5％程度であり、Hg の排出源は 95％以上が不燃物の燃焼によることが判

明した。不燃物のうち、Hg 含有量が多いものとしては、燃焼実験で明らかになった乾電池類がある。

乾電池中の Hg 含有率は、1991 年以降から順次ゼロになっており、その後の焼却炉排ガス中 Hg 濃

度が減少していることから、都市ごみ焼却炉からの Hg 発生源としては、その大部分が乾電池類であ

ったと考えられる。 
 Cd、Pb、Zn 等については、炉の立ち上げ時など、排ガス中の CO 濃度が高く、還元雰囲気が生じ

やすい燃焼条件のときに揮散されやすくなり、最終的に集じん装置で捕集された飛灰に高濃度に濃縮

されている可能性が高いことが確認された。 
 産業廃棄物として、焼却量が多い汚泥と血圧計など水銀を含む製品、ステンレス製品の混入率が高

い医療廃棄物を燃焼している焼却炉について、Hg 等の重金属の排出挙動を研究した。その結果、下

水汚泥の焼却時における Hg の分配から、汚泥中の Hg は焼却時にほぼ全量が揮散されており、ばい

煙処理装置（スクラバーなど）による除去率も最大で 15％と低いことが確認された。また、実稼働

の汚泥焼却炉では、Hg の排出係数が対象となる汚泥の種類により変動しており、特に油分を含む汚

泥の焼却時に最大となった。 
医療廃棄物焼却炉については、組成を変えた燃焼実験の結果から、ポリ塩化ビニール製の透析器具

を焼却して HCl 濃度が高くなった際に、スクラバーで捕集された飛灰中における As、Cd、Pb の各

濃度が高くなった。これらの傾向は、燃焼実験で確認されたこととほぼ同じであった。また、医療廃

棄物に混入されているステンレス製品のため、焼却灰中の Cr 濃度がきわめて高くなった。 
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第２章 廃棄物の燃焼条件が影響する環境汚染物質の排出挙動 
 
 燃焼過程で排出される環境汚染物質のうち、燃焼条件により排出挙動が影響されるものとして、多

環芳香族炭化水素類(PAHs)およびダイオキシン類(PCDD/PCDF)などの有機塩素系の有害物質があ

げられる。このうち、PCDD/PCDF は炉内における燃焼過程で生成されるほか、集じん装置で捕集

された飛灰の表面で再合成（いわゆる”de novo synthesis”）される。燃焼の過程での生成量に再合成

されたものを併せた Total の PCDD/PCDF 量は、焼却炉の燃焼条件、集じん装置の種類、温度およ

び滞留時間などにより異なるが、これまでの実稼働の焼却炉における調査結果によると、再合成され

る量が生成量を大幅に上回ることが多い。このため、PCDD/PCDF では焼却炉の燃焼条件と排ガス

測定で得られた測定値の間に相関が認められないことがある。 
 これに対して、PAHs は集じん装置における再合成がほとんどなく、大部分が燃焼過程で生成され

ているため、燃焼条件との相関性が高い。また、PAHs は発ガン物質としての歴史が長く、現在も排

出状況について強い関心が持たれている。さらに、PAHs の生成は主として現在のエネルギー源の主

役である化石燃料の燃焼や廃棄物の燃焼に由来するため、PAHs の排出量は今後とも増加する可能性

を有している。したがって、発生源における PAHs の排出挙動を把握することは、PAHs の排出を抑

制し、これらによる健康影響を防止するうえできわめて重要であると考えられる。 
 燃焼過程で生成される PAHs 量は、燃焼物質の種類だけではなく燃焼条件により大きく変化して

おり、特に不完全燃焼の時に生成量が多くなる。廃棄物焼却炉における燃焼では、ボイラなどの化石

燃料を燃焼している施設に比べて不完全燃焼が生じやすいため、発生源における PAHs の排出寄与

率が高いとの報告もある。しかし、廃棄物焼却炉での PAHs 測定については、30 分から 60 分の測

定時間を要するバッチ測定であるため、計測している間にごみ組成や燃焼条件が変化する。このため、

実稼働炉で組成が未調整なごみを用いた調査では定量的な排出挙動を把握することは難しい。そこで、

実験用プラントを用いて燃焼実験を行い、PAHs の定量的な排出挙動を調査検討した。また、実稼働

の焼却炉についても同様の調査を行い、燃焼実験の結果との整合性について検討した。さらに、炉の

立ち上げ、通常燃焼および埋火など、焼却炉の各運転サイクルにおける PAHs の排出寄与率も併せ

て検討した。本章では、これらの実験研究および実稼働炉に関する調査の内容、結果ならびに考察に

ついて述べる。 
 
第１節 都市ごみの焼却時における PAHs の排出挙動 
 都市ごみ焼却に関わるPAHsの排出については、1976 年にDavisら1)が焼却炉からの飛灰中にPAHs
が含まれていることを確認したのが最初である。これまでの研究から、都市ごみの焼却にともなう

PAHsの排出は、廃棄物の組成や燃焼温度および空気比などの燃焼条件により変動することが明らか

となっている2)-12)

 都市ごみの燃焼過程で生成される PAHs は種類が多い。これらには毒性が少ないものから発ガン

性が強いものまで含まれている。ここでは、特に他のものと比較して発ガン性が強い、ベンゾ(a)ア
ントラセン、ベンゾ(k)フルオランテン、ベンゾ(b)フルオランテン、ベンゾ(a)ピレンおよびベンゾ(ghi)
ペリレン（以下、それぞれ BaA、BkF、BbF、BaP および BghiP とする）の 5 物質を取り上げた。 

。この研究では、PAHsの排出挙動をより定量的に把握するため、燃焼実験を中心

に検討した。 

 
１．１ 実験用プラントによる燃焼実験 
 実験に使用したプラントは、第１章第１節に述べたものと同じ流動床式焼却炉である。ただし、燃

焼実験では 4 種類の実験用都市ごみを用いた。 



1.1.1 燃焼実験用都市ごみの組成 
 この燃焼実験では、主に不完全燃焼の時の PAHs 排出挙動を把握することが目的であるため、「紙・

布類」、「廃プラスチック類」、「木・竹・わら類」、「厨芥類」などの都市ごみの中で、特に発熱量が高

く不完全燃焼の原因になりやすい廃プラスチック類の混入率を変えて組成を調整した。実験用都市ご

みの組成を表 2-1 に示す。表から明らかなように、廃プラスチック類の混入率は 0%から通常の都市

ごみ中の混入率(10～18%)よりも高い 23.7%までの 4 段階に調整した。ただし、ごみの低位発熱量は

2,438～2,990 kcal/kg の範囲であり、4 種類ともほぼ同じであった。 
 

表 ２－１ 燃焼実験に使用したごみの組成     （Dry-base ％） 
実  験  No. Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

紙、布類 
廃プラスチック類 
木、竹、わら類 
厨芥類 
不燃物類 

81.0 
0.0 
12.1 
0.0 
6.9 

53.8 
8.8 
16.5 
11.0 
9.0 

44.1 
17.7 
14.7 
14.7 
8.8 

37.3 
23.7 
17.7 
11.8 
9.5 

水       分 
灰       分 
可   燃   分 

22.8 
12.5 
64.7 

39.9 
9.8 
50.3 

43.3 
8.0 
48.7 

43.9 
9.1 
47.0 

低位発熱量  （kcal/kg） 2,990 2,580 2,440 2,450 
1.1.2 燃焼実験における諸条件 
 燃焼温度を 700℃、900℃の 2 段階に変化させて PAHs の測定を行った。燃焼温度は炉内に水を

噴霧することで制御したが、測定に 30 分から 60 分を要するため、この間の燃焼温度は多少とも

変化した。燃焼実験の過程で計測された稼働条件を表 2-2 に示す。 
 

表 ２－２ 燃焼実験における諸条件 
試     料  No. １－１～４－１ １－２～４－２ 

燃焼温度（℃） 730～750 850～900 
焼却量（kg/h） 313～437 300～450 
測定孔での排ガス温度（℃） 320～340 340～370 
湿り排ガス量（m3N 2,290～2,500 /h） 1,940～2,200 
排ガス中のO2 10.3～12.0 濃度（％） 10.3～13.0 
ガス滞留時間（sec） 0.8～1.0 1.0 

 
1.1.3 試料採取と分析方法 

 
（１） PAHｓ 

図 2-1 に示した試料採取装置を用いて、等速吸引によりガス状および粒子状の PAHs を捕集した。

図に示したように、石英製の円筒ろ紙(Whatman 88RH)で粒子状の PAHs を捕集した後、リービッ

ヒ冷却管を通過させ、さらに氷で冷却されたキェルダールフラスコに導き、ガス中の水分を凝縮させ

た。次にグラスファイバー製のろ紙(GF, Whatman)と２つのポリウレタンフォーム(PUFP)を通過さ

せたガス状の PAHs を捕集した。試料の採取時間は 30 分から 60 分であった。また、採取した試料

ガスの量は 200ml から 260ml であった。 なお、試料採取の間は、排ガス中の水分の凝縮を防ぐた



め、採取管の温度をリボンヒーターにより 150℃一定に保った。 
 

 
試料採取後の円筒ろ紙と GF+PUFP は、ソックスレー抽出装置によりアセトニトリルを溶媒とし

て 4 時間抽出した。キェルダールフラスコに捕集された凝集液は、分液ロートを用いて試料の液量

1L に対して 250mL のシクロヘキサンにより 3 回抽出操作を繰り返した。抽出操作後の全ての試料

溶液は、KD 濃縮により最終液量を 0.5mL とした。 
試料溶液のPAHs分析は、高速液体クロマトグラフ(HPLC)を用いて行った。使用したカラムは 5

μm polymeric C18であり、アセトニトリル/水(8/2)の移動相により 1.5mL/minの流量で行った。分

析に用いた検出器は蛍光分光光度計である。対象となる各PAHsの同定は、標準物質のクロマトグラ

フを基準にして決めた。また、検出感度は測定中に励起波長および蛍光波長を変えることで、最適な

条件に設定した13)

なお、試料採取は、サイクロンの入口側で行った。 

。試料のクロマトグラフと各波長の設定条件を、それぞれ図 2-2 および表 2-3 に示

す。 

 
表 ２－３ PAHs の分析に用いた蛍光分光光度計の分析条件 

波      長     （nm） 定量分析した PAHs の種類 
励  起  波  長 蛍  光  波  長 

λ1

λ

     295 
2 

388 
    295 410 

B(a)A；ベンゾ(a)アントラセン 
B(k)F；ベンゾ(k)フルオランテン 
B(b)F；ベンゾ(b)フルオランテン 
B(a)P；ベンゾ(a)ピレン 
B(ghi)P；ベンゾ(ghi)ペリレン 



       
 
（２）O2

排ガス中のO
、ばいじん 

2濃度は、JIS K 0301 に準じて磁気力方式の自動計測器により連続測定を行った。ま

た、ばいじん測定はJIS Z 8808 で指定されている平衡型試料採取装置を用いて行った。ばいじん試

料は、シリカ繊維の円筒ろ紙により採取した。O2

 

の試料採取はスクラバー出口側で、またばいじん

はサイクロン入口側でそれぞれ行った。 

1.1.4 PAHs 回収率の検討 
回収率の実験を以下の要領で行った。まず、図 2-3 に示したように、1 枚の GF と２つの PUFP

を入れたガラス管を連続してつなぎ合わせ、一段目のガラス管にセットした GF に 4 種類の PAHs 
(B(a)A, B(k)F, B(a)P, B(ghi)P)をそれぞれ500ng添加した。次に、吸引流量が10mL/minと15mL/min
の 2 条件においてガラス管内に清浄空気を 1 時間通過させた。また、清浄空気を得るため 2 つのガ

ラス管の前に活性炭を詰めたガラス管を接続した。 
実験の結果、表 2-4 に示したように、吸引により GF から揮散した各 PAHs は一段目の最初の

PUFP(PU-1)に全量捕集されており、二つ目の PUFP(PU-2)および二段目にある GF, PU-1, PU-2 で

は PAHs が検出されなかった。PAHs の回収率は吸引流量が多くなると若干低下したが、平均では

B(a)A のほかは約 90%と高かった。なお、B(a)A の回収率は 84.1%であった。 
以上のことから、本実験で行った試料採取方法は適正であると判断した。 



 
 
 
 
 
 

表 ２－４ PAHs の回収率 
実験 No. 空気の流量 

（L/min） 
試料の採取量 

（m3

PAHs の捕集材 
） 

PAHs の検出量（ng） PAHs の回収量  （％） 
       B(a)A   B(k)F   B(a)P   B(ghi)P B(a)A  B(k)F  B(a)P  B(ghi)P 

１ 10 0.6 GF 
PU-1 
PU-2 

        363    433     443      462 
         67     32      27      ＜50 
       ＜40   ＜10    ＜10      ＜50 
合計    430    465     470      462 

 
 
 
 86.2   93.0   94.0    92.4 

２ 15 0.9 GF 
PU-1 
PU-2 

        336    373     380      437 
         75     48      30      ＜50 
       ＜40   ＜10    ＜10      ＜50 
合計  411    421     410      437 

 
 
 
82.2    84.2   82.0    87.4 

注）1) GF に各 PAHs 500ng を添加した。 
  2) 表示した数値は２回の測定値を平均したものである。 
  3) GF＝グラスファイバーフィルタ、PU-1＝１番目のポリウレタンフォーム、PU-2＝２番目のポリウレタンフォーム 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 

表 ２－５ PAHs の排出挙動（１） 
試料 No. 粒子状のPAHs （μg/m3N ガス状のPAHs  （μg/m） 3N 総     量 ） 

（μg/m3N

ばいじん濃度 
） （g/m3N） 円筒ろ紙      ％ 凝縮水     ％ GF＋PUFP*   ％ 

１－１   ＜0.01           0.0    1.44          17.8     6.64         82.2        8.08       12.3 
２－１     ＜0.01           0.0    0.90           8.6     9.60         91.4       10.5        7.7 
３－１      0.07            0.3    2.37          11.8    17.7          87.9       20.1       12.0 
４－１     ＜0.01           0.0    4.08           8.9    42.0          91.1       46.1        8.2 

注） ＊グラスファイバーフィルタ＋ポリウレタンフォーム 
   ・燃焼温度 730～750℃、測定孔の排ガス温度 320～340℃ 
 
 
 

表 ２－６ PAHs の排出挙動（２） 
試料 No. 粒子状のPAHs （μg/m3N ガス状のPAHs  （μg/m） 3N 総     量 ） 

（μg/m3N

ばいじん濃度 
） （g/m3N） 円筒ろ紙      ％ 凝縮水     ％ GF＋PUFP*   ％ 

１－２    0.08            1.8    1.21          27.8     3.07         70.4        4.36        9.8 
２－２     ＜0.01           0.0    4.52          13.1    29.9          86.9       34.4        7.7 
３－２      0.11            0.2   10.6           17.8    49.0          82.0       57.9        8.2 
４－２     ＜0.01           0.0    5.79           6.6    81.5          93.4       87.3        6.4 

注） ＊グラスファイバーフィルタ＋ポリウレタンフォーム 
   ・燃焼温度 850～900℃、測定孔の排ガス温度 340～370℃ 

 



 
 
1.1.5  結果および考察 

 
（１） PAHs の排出形態 
 都市ごみの焼却にともなって排出されるPAHsの排出形態を調査した。結果を表 2-5、2-6 に示す。

表から明らかなように、全ての燃焼条件において検出されたPAHsは 80%以上がガス状であった。こ

の結果は、都市ごみ焼却炉から排出されるPAHsの排出形態を調査したDaviesら1)

 今回の実験で計測した各 PAHs の融点は全て 300℃以下であることから、ガス状の PAHs の排出

割合は測定孔における排ガス温度に比例して高くなった。 

の得た結論とほぼ

同じであった。原因としては、測定孔の排ガス温度がいずれの条件でも 300℃以上と高かったためと

考えられる。 

 
（２） PAHs の排出挙動 
 燃焼が不安定で不完全燃焼が生じた場合、非常に高い濃度のPAHsが生成されることはよく知られ

ている2)-7)

 図 2-4 に示した燃焼温度が 730～750℃の場合、廃プラスチック類の混入率が 23.7%の時に PAHs
濃度の増加率が高くなるが、それ以下の混入率では PAHs の顕著な増加は認められなかった。これ

に対して、図 2-5 に示したように、燃焼温度が 850～900℃と高い条件では PAHs 濃度が廃プラスチ

ック類の混入率に比例して急激に増加した。 

。都市ごみの組成は燃焼状態に大きく影響するため、不完全燃焼の原因となる。そこで、

ごみ組成を人工的に変えて燃焼実験を行った。この実験では、特に不完全燃焼の原因となりやすい廃

プラスチック類の混入率を変えて、PAHsとの関係を研究した。結果を図 2-4、2-5 に示す。 

 これまでの研究から、焼却炉内で廃プラスチック類が燃焼する際に発生する可燃ガスの量は、ごみ

中の廃プラスチック類の混入率と燃焼温度の双方に比例することが判明している3),6)。また、急激な

可燃ガスの発生は炉内での燃焼空気の不足により不完全燃焼の原因となる6)

 以上のことから、高温燃焼の際に廃プラスチック類の混入率に比例して PAHs 濃度が増加した原

因は、燃焼温度が高くなるほど廃プラスチック類の急速な分解により可燃ガスが発生しやすくなり、

その発生量が混入率に比例して多くなることから、特に混入率が高いときに燃焼空気の不足により不

。 



完全燃焼が生じやすくなるためと考えられる。 

       

       
（３） PAHs の排出割合 
 表 2-7 に示したように、PAHs の排出割合は廃プラスチック類の混入率が 0 から 24%に増加する

と急激に大きくなった。廃プラスチック類の混入率が同じ場合、燃焼温度が 850～900℃の時に排出

割合は同じく 730～750℃における値と比べて 2 倍から 3 倍大きくなった。このように、PAHs の排

出割合は燃焼状態により変化していた。 
 PAHsの物質収支を調べた結果、排ガスから検出されたPAHsの量は焼却する前のごみに含まれて

いたPAHsの総量よりも約 100 倍多かった。したがって、PAHsは廃プラスチック類などの燃焼によ

って生成される14),15)

 以上のことから、ごみ焼却炉から排出される PAHs を効果的に低減する方法としては、①ごみの

分別収集により廃プラスチック類の混入率を少なくする、②不完全燃焼が起こりにくい燃焼条件を設

定する、などが有効である。

ため、不完全燃焼が生じやすくなる高温での燃焼になるほどPAHsの生成量が増

加したものと考えられる。 



 
 
 
 
 
 
 
 

表 ２－７ PAHs の排出割合 
試料 No. 焼  却   量 

（kg/h） 
燃 焼 温 度 

（℃） 
酸 素 濃 度 

（％） 
PAHs の排出割合  （μg/kg） 

B(a)A B(k)F＋B(b)F B(a)P B(ghi)P 
１－１ 322 740 11.2 2.49 3.75 1.18 ＜0.2 
１－２ 332 900 13.0 2.23 1.86 0.82 ＜0.2 
２－１ 313 750 12.0 8.35 1.72 0.38 ＜0.2 
２－２ 300 870 10.3 15.7 6.34 3.26 3.77 
３－１ 437 740 10.3 9.78 4.26 1.29 1.59 
３－２ 450 850 10.4 28.0 10.2 6.87 5.61 
４－１ 381 730 10.9 24.6 9.77 1.87 4.86 
４－２ 379 860 10.6 32.5 13.9 15.5 13.5 

 



１．２ 実稼働焼却炉における PAHs の排出挙動 
 都市ごみの焼却にともなって排出される PAHs はごみ組成、焼却炉の規模および燃焼条件により

大きく変動する。また、都市ごみ焼却炉の運転では炉の立ち上げ、通常燃焼および炉の埋火を一定の

周期で繰り返しており、それぞれの運転条件の時に排出される PAHs の挙動についても差が出るも

のと考えられる。 
 そこで、まず燃焼実験から得られた PAHs に関する基礎データが大型炉においても適用可能であ

るかを実証するため、実稼働の焼却炉についてごみ組成、燃焼条件等と PAHs 排出挙動との関係に

ついて調査検討した。次いで、焼却炉の立ち上げ、通常燃焼および炉の埋火時における PAHs 排出

挙動を検討すると同時に、焼却炉の稼働期間中における PAHs の排出量を調査し、各運転サイクル

での排出寄与率を把握した。 
 

1.2.1 ごみ組成、燃焼条件と PAHs 排出挙動との相関に関する研究 
 

1.2.1.1 調査対象施設 
実験用プラントと炉形式が同じ流動床炉（連続式 1 炉）と階段火格子炉（連続式 1 炉、機械化バ

ッチ炉 2 炉）の併せて 4 施設を調査した。表 2-8 に調査施設の概要と運転条件を示す。 
なお、調査施設には集じん装置や脱硫装置などが設置されている。 
 

表 ２－８ 調査施設の概要および運転条件 
施設 No. 炉  形  式 処 理 能 力（t/24h） 排ガス処理設備 

  １ 流 動 床 
（連続） 

130 ドロマイト投入 
電気集じん装置 

  ２ 階段火格子 
（連続） 

120 消石灰噴霧 
電気集じん装置 

  ３ 階段火格子 
（機械化バッチ） 

30 消石灰噴霧 
電気集じん装置 

  ４ 階段火格子 
（機械化バッチ） 

40 消石灰噴霧 
電気集じん装置 

 
表 ２－９ 調査期間中のごみ組成 

施設  No. １ ２ ３ ４ 
紙、布類 
廃プラスチック類 
木、竹、わら類 
厨芥類 
不燃物類 

30.9 26.6* 
16.9         22.8 
26.5         19.5 
12.9          0.0 
13.0         31.1 

35.4 
21.0 
14.5 
15.8 
13.5 

41.2 
19.2 
7.9 
22.9 
8.8 

52.5 
16.7 
7.3 
16.2 
7.3 

水     分 
灰     分 
可  燃  分 

53.1 45.4 
9.7 22.3 

37.3         32.3 

53.4 
8.0 
38.6 

46.0 
4.5 
49.5 

49.2 
5.3 
45.5 

低位発熱量 (kcal/kg) 1,850       1,730 1,550 1,670 1,850 
注）＊ 粗大ごみの破砕物 
 



1.2.1.2 焼却されている都市ごみの組成 
 焼却されている都市ごみの組成を把握するため、調査期間中（10 日間）に 3 回ごみ組成の調査を

行った。この3回の測定結果を平均して調査期間中の平均的なごみ組成とした。結果を表2-9に示す。 
 表 2-9 から明らかなように、4 施設とも廃プラスチック類の混入率が 16.7%以上と高かった。特に

粗大ごみの破砕物（施設 No.1）は、廃プラスチック類の混入率が 22.8%と一番高かった。 
 
 1.2.1.3 焼却炉の稼働状況 
 燃焼条件を変えるため、ごみの投入量、燃焼温度および空気比を変動させて調査を行った。調査期

間中における施設の稼働状況を表 2-10 に示す。 
 

表 ２－１０ 調査期間中における施設の稼働状況 
施  設 No. １ ２ ３ ４ 

焼却量（t/h） 4.9～7.6 1.9～4.5 1.0～1.5 5.0～5.2 
燃焼温度（℃） 760～960 710～870 600～950 600～950 
排ガス中のO2 9.5～13.3 濃度（％） 12.7～17.8 14.0～17.0 14.0～17.0 
ガス滞留時間（sec） 0.8～1 2 1～2 1～2 
 
 1.2.1.4 試料採取と分析方法 
  
（１） PAHs 
 実験用プラントの場合と同様に、図 2-1 に示した試料採取装置により等速吸引で PAHs を捕集した

後、HPLC を用いて分析した。 
 
（２） CO, O
 排ガス中のCO, O

2 
2

 

濃度は、それぞれJIS K 0098 赤外線吸収法とJIS K 0301 磁気力方式により連続

測定を行った。 

 1.2.1.5 結果および考察 
 
（１） 施設 No.1（流動床式連続炉） 
 測定結果を表 2-11 に示す。この施設では、排ガス中のO2

① 図 2-6 に示したように、排ガス中のO

濃度が 10%以下と低く、900℃以上の高

い温度でごみを燃焼した際に高濃度のPAHsが検出されており、以下のような傾向が認められた。 
2

② 図 2-7 に示したように、CO 濃度の最大値と PAHs 濃度との間に正の相関が認められた。 
濃度の低下にともなってPAHs濃度が高くなった。 

この施設では、図 2-8 に示したように、排ガス中のO2濃度とCO濃度との間に負の相関があることか

ら、燃焼用空気の不足による不完全燃焼のためにPAHsが生成されたものと考えられる7)

 また、施設No.1 では廃プラスチック類の混入率が異なる 2 種類のごみを用いて、ごみ組成の違い

によるPAHsの変動についても検討した。その結果、図 2-9 に示したように、O

。 

濃度がほぼ同じような条件では廃プラスチック類の混入率が 22.8%と高い粗大ごみの破砕物を焼却

した場合（表 2-11 の試料 No.7～12）、混入率が 16.9%と低い家庭ごみ（試料 No.1～3）の焼却時よ

りも PAHs 濃度が若干高くなる傾向が認められた。これは、実験用プラントの実験で確認されたよ

うに、廃プラスチック類の混入率が高くなるほど不完全燃焼が生じやすくなるためと考えられる。 

2 



 
 
 
 
 
 

表 ２－１１ 流動床式焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度（施設 No.１） 
試料 No. 焼却量 (t/h) 燃焼温度（℃） CO (ppm) O2 PAHs     O  （％） 2    12％  換算濃度  （μg/m3N） 

B(a)A B(k)F＋B(b)F B(a)P B(ghi)P ΣPAHs 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 

4.93
5.75 

a) 

6.34 
6.57 
6.95 
5.29 

780～820 
770～830 
760～800 
900～940 
900～940 
880～960 

80～280 
50～210 
55～230 

110～2,160 
50～1,140 
80～1,280 

11.2 
12.0 
13.3 
9.5 
10.0 
10.2 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
45.8 
25.1 
34.9 

0.1 
＜0.1 
＜0.1 
24.3 
18.6 
23.8 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
31.2 
23.9 
29.5 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
22.3 
25.1 
30.6 

0.1 
0 
0 

124 
92.7 
119 

７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 

6.67
5.83 

b) 

6.02 
5.51 
7.63 
5.71 

880～920 
860～920 
880～920 
800～860 
800～840 
780～800 

100～370 
80～160 
45～180 
60～160 

100～170 
120～140 

11.3 
11.3 
11.0 
12.7 
13.0 
13.0 

2.9 
1.5 
0.7 
0.3 
＜0.2 
＜0.2 

1.2 
1.1 
0.8 
0.3 
0.2 
0.3 

0.1 
0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

0.7 
0.4 
0.1 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 

4.9 
3.1 
1.5 
0.6 
0.2 
0.3 

注）a) 家庭ごみ 
    b) 粗大ごみの破砕物 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 

表 ２－１２ 階段火格子式焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度（施設 No.２） 
試料 No. 焼却量 (t/h) 燃焼温度（℃） CO (ppm) O2 PAHs     O  （％） 2    12％  換算濃度  （μg/m3N） 

B(a)A B(k)F＋B(b)F B(a)P B(ghi)P ΣPAHs 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 
１７ 
１８ 

2.45
2.43 

a) 

2.28 
2.28 
1.89 
4.31 

770～780 
700～750 
730～800 
760～800 
710～760 
770～850 

60～280 
75～290 

150～500 
0～10 
5～10 
3～15 

17.8 
15.0 
14.7 
15.4 
14.3 
12.7 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 

0 
0 
0 
0 
0 
0 

１９ 
２０ 
２１ 
２２ 
２３ 
２４ 

2.39
2.16 

b) 

2.88 
4.45 
3.64 
3.03 

700～730 
740～800 
700～750 
730～800 
800～870 
790～860 

150～500 
180～640 

350～1,000 
0～5 

3～10 
0～10 

16.6 
15.0 
16.7 
15.0 
14.2 
14.6 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 

0 
0 
0 
0 
0 
0 

注）a) 電気集塵装置入口側で測定 
    b) 電気集塵装置出口側で測定 
 
 



        

        



        

        



（２） 施設 No.2（階段火格子式連続炉） 
 測定結果を表 2-12 に示す。この焼却炉では、廃プラスチック類の混入率が高い都市ごみを焼却し

ているが、PAHs は全て不検出であった。この原因としては、 
① 燃焼温度が施設 No.1 と比べて低い。 
② 焼却量が少なく、ごみ燃焼時における空気比（O2

③ 炉内の排ガス滞留時間が約 2 秒と、施設 No.1 の 0.8～1 秒と比べて 2 倍以上も長い。 
濃度 12.7～17.8%）が比較的高い。 

などが考えられる。 
 
（３） 施設 No.3（階段火格子式機械化バッチ炉） 
 測定結果を表 2-13 に示す。施設No.1 と同様にほかの条件と比べてO2濃度が低く、900℃以上の高

温燃焼した際にPAHsが検出された。ただし、PAHsの排出濃度は施設No.1 の場合よりも低かった。

これは、ごみ燃焼時の空気比（O2

 排ガス中のO

濃度 15.0～16.8%）が施設No.1 よりも高く、かつ排ガス滞留時間

が 1～2 秒と比較的長いため、炉内でPAHsが熱分解されやすくなったためと考えられる。 
2濃度とPAHs濃度との関係については、図 2-10 に示したように、O2

       

濃度の低下にと

もなって、PAHs濃度が高くなる傾向が認められるなど、施設No.1 の場合と同じ結果が得られた。 

 

（４） 施設 No.4（階段火格子式機械化バッチ炉） 
 測定結果を表 2-14 に示す。この焼却炉では、施設 No.1 と同様に排ガス中の CO 濃度（最大濃度）

が高いときに PAHs が検出された。ただし、検出された PAHs 濃度は施設 No.1 に比べて、かなり低

かった。 
 また、燃焼温度とPAHs濃度との関係については、施設No.1 とは逆に燃焼温度が 700℃前後と低く、

空気比が高いとき（O2濃度 15%以上）にPAHs濃度が高くなる傾向が認められた。これは、図 2-11



に示したように、施設No.3 では排ガス中のO2

       

濃度とCO濃度の間に正の相関があることから、ごみ

投入口から炉内に流入した空気によって火炎濃度が急激に低下し、不完全燃焼が生じてPAHsが生成

されたためと考えられる。 

 
 調査した施設 No.4 では、焼却している都市ごみ中に PAHs が検出されなかった。したがって、焼

却時に検出された PAHs は実験用プラントの場合と同様に、主にごみ燃焼時に生成されたものと考

えられる。燃焼過程で生成される PAHs については、実験用プラントでの実験結果から不完全燃焼

の時に高くなることが確認されている。 
 実稼働の焼却炉で不完全燃焼が起こる原因としては、以下の理由が考えられる。 
① 燃焼温度が高く、可燃物の急激な分解により燃焼用空気が局部的に不足する。 
② 空気比が低すぎて、燃焼用空気が不足している。 
③ 冷空気が炉内に流入して火炎温度が低下する。 

今回の調査結果から考察すると、施設No.1、No.3 にみられたように、O2

また施設 No.4 でみられたように、火炎温度の低下による不完全燃焼においても PAHs が生成され 

濃度が低く、900℃以上

の高温で燃焼した場合に、高濃度のPAHsが生成される傾向にある。これは、実験用プラントにおけ

る研究で明らかにされたように、高温燃焼時に可燃物のガス化が急激に起きるため、局部的な燃焼用

空気の不足により不完全燃焼が生じやすくなるためと考えられる。ごみ中の廃プラスチック類の混入

率とPAHs生成との関係については、実験用プラントで得られたような相関が確認できなかった。こ

れは、調査した実稼働炉は高い空気比でごみを燃焼していたことと、大型炉では燃焼室が大きくて安

定燃焼が確保しやすい構造になっており、燃焼に際してごみ質の影響を直接受けにくいためと考えら

れる。 



 
 

表 ２－１３ 階段火格子式焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度（施設 No.３） 
試料 No. 焼却量 (t/h) 燃焼温度 (℃) CO (ppm) O2 PAHs         O  (％) 2  12％  換算濃度  （μg/m3N） 

 B(a)A B(k)F＋B(b)F    B(a)P   B(ghi)P  ΣPAHs 
25 
26 
27 
28 
29 
30 

1.0 
1.5 
1.5 
1.5 
1.0 
1.5 

770～840 
780～860 
830～940 
900～970 
930～980 
900～990 

0～50 
15～60 

20～720 
0～50 
0～100 

55～800 

17.7 
17.3 
16.5 
16.8 
16.3 
15.0 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
0.9 
3.1 
1.5 

＜0.1 
＜0.1 
0.1 
0.7 
2.3 
0.8 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
0.3 
0.5 
0.7 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
1.6 
0.5 

0 
0 

0.1 
1.9 
7.5 
3.5 

注） 電気集じん装置出口側で測定 
 

表 ２－１４ 階段火格子式焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度（施設 No.４） 
試料 No. 焼却量 (t/h) 燃焼温度 (℃) CO (ppm) O2 PAHs         O  (％) 2  12％  換算濃度  （μg/m3N） 

 B(a)A B(k)F＋B(b)F    B(a)P   B(ghi)P  ΣPAHs 
31 
32 
33 
34 

5.01
5.01 

a) 

5.01 
5.01 

700～750 
900～950 
850～900 
600～700 

320～1,000 
240～1,000 

30～190 
100～500 

15.0 
14.2 
14.0 
17.0 

0.3 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 

0.3 
0 
0 
0 

35 
36 
37 
38 

5.23
5.23 

b) 

5.23 
5.23 

800～850 
800～850 
800～850 
600～700 

30～600 
40～500 
40～330 
130～900 

14.3 
14.0 
14.8 
16.8 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
0.3 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 

＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 

0 
0 
0 

0.3 
注） a)  電気集じん装置入口側で測定 
      b)  電気集じん装置出口側で測定 



る。ただし、この場合の PAHs 生成量は燃焼用空気の不足による PAHs 生成量の 1/400 程度と低か

った。 
炉形式別では、流動床炉から高濃度の PAHs が排出されていた。これは、流動床炉が火格子炉に

比べて低い空気比で運転されることが多いので、特に高温燃焼（900℃以上）の際に不完全燃焼が生

じやすくなるためと考えられる。 
 
1.2.2 炉の運転条件と PAHs 排出挙動の相関に関する研究 
 
1.2.2.1 調査対象施設 
炉形式および燃焼方式の違いによる排出挙動の変動を調べるため、流動床炉（連続式 1 炉、バッ

チ式 1 炉）と階段火格子炉（連続式 2 炉）の併せて 4 施設を調査した。表 2-15 に調査施設の概要

および運転条件を示す。調査施設には集じん装置や脱硫、脱硝装置などが設置されている。 
 なお、調査した 4 施設の全てが炉の立ち上げの際に補助バーナで予熱を行っていた。 
 

表 ２－１５ 調査施設の概要および運転条件 
施設 
No. 

炉形式 処理能力（t/24h） 排ガス処理設備 調査時の運転条件 

 
５ 
 

流動床 
（連続） 

 
98 

消石灰噴霧 
電気集じん装置 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

 
６ 

流動床 
（准連続） 

 
30 

消石灰噴霧 
電気集じん装置 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

 
７ 

階段火格子 
（連続） 

 
200 

消石灰噴霧 
スクラバー 

電気集じん装置 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

 
８ 

階段火格子 
（連続） 

 
150 

消石灰噴霧 
バグフィルタ 

アンモニア噴霧＋ 
触媒脱硝装置 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

 
 1.2.2.2 試料採取と分析方法 
  
（１） PAHs 
  実験用プラントの場合と同様に行った。また測定は、集じん装置の入口側に測定孔があった施設

No.5、No.8 の 2 施設は入口側で行った。しかし、施設 No.6 と No.7 については、測定孔があった出

口側でのみ測定した。 
 
（２） ばいじん中の炭素含有率 
 集じん装置入口側で測定を行った施設No.5、No.8 についてのみ、全炭素のほか、有機性炭素の含

有量を測定した。全炭素はJIS M 8813 に準じてYanako CHN CORDER(MT-5)を使用し、ヘリウム

と酸素を流しながら 950℃で燃焼する条件により分析した。また、有機炭素の測定は同一の装置を用



いて、ヘリウムだけを流しながら 630℃での熱分解により分析を行った16)

 
。 

（３） O2

  前記したように、それぞれ JIS K 0098 の赤外線吸収法と JIS K 0301 の磁気力方式により連続測

定を行った。 

、CO 

 
 1.2.2.3 結果および考察 
 
１） ばい煙中の PAHs 濃度 
 
(1) 施設 No.5（流動床式連続炉） 
 測定結果を表 2-16 に示す。この施設では、不完全燃焼が生じやすい炉の立ち上げ時に PAHs が高

濃度となった。特に流動床炉では、排ガス中の CO 濃度が高くなるなど燃焼が不安定であったため、

ごみ 1 トンあたりの PAHs 排出割合が 0.31～0.67g と高かった。この値は、CO 濃度が低く燃焼が安

定している試料 No.3 の通常燃焼時と比べて 10～20 倍も高い。ただし、炉の埋火時における PAHs
排出割合は 0.03g/t と低かった。 
 
(2)  施設 No.6（流動床式バッチ炉） 
 測定結果を表 2-17 に示す。表 2-17 から明らかなように、同形式の連続炉に比べて PAHs が非常

に高い濃度となった。これは、CO 濃度が 5,000ppm を超えているなど、連続炉の場合よりも燃焼が

不安定であったためと考えられる。特に炉の立ち上げ時では、PAHs の排出割合が 2.51g/t となり、

連続炉の時と比べて約 5 倍も高かった。施設 No.6 では、通常燃焼と埋火時における PAHs 排出割合

がそれぞれ 0.29g/t、1.36g/t であり、この場合も連続炉に比較して 10 倍以上も高い値であった。 
 
(3)  施設 No.7（階段火格子式連続炉） 
 測定結果を表 2-18 に示す。この施設でも炉の立ち上げ時に PAHs が高濃度になった。ただし、階

段火格子炉は流動床炉に比べて燃焼が安定しているため、CO 濃度が低かった。このため、PAHs 排

出割合は 0.01～0.08g/t と低く、流動床炉の 1/10 以下であった。 
 通常燃焼時は燃焼が安定しているため、PAHs の排出割合は 0.4～0.9mg/t と低く、炉の立ち上げ

時の 1/30～1/100 程度であった。また炉の埋火時では、ごみの投入を停止しているにもかかわらず、

炉内温度の低下にともない PAHs 排出濃度が高くなった。これは、炉内で燃え残りのごみが燃焼し

た際に PAHs が生成されており、炉内温度が低下するほど低温燃焼による不完全燃焼が生じやすく

なるためと考えられる。 
 
(4)  施設 No.8（階段火格子式連続炉） 
 測定結果を表 2-19 に示す。この施設では、炉の立ち上げと埋火時の初期に PAHs が高濃度となっ

た。この時の PAHs 排出割合はともに 3.0g/t 以上で、流動床式バッチ炉の場合よりも高い値であっ

た。施設No.8は施設 No.7と同じ形式の炉であるが、施設No.7に比べて排ガス中のCO濃度が高く、

燃焼が不安定であったために PAHs 濃度が高くなったものと考えられる。 
 埋火時は、施設 No.7 と同様に排ガス中の CO 濃度がほかの運転条件と比較して高くなるため、ご

みの投入を停止した後も長い期間にわたって高濃度の PAHs が排出されていた。また、通常燃焼時

の PAHs 排出割合は 0.05～0.08g/t であり、施設 No.5 の流動床式連続炉と同程度であった。 





 
 
 
 

表 ２－１６ 流動床式焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度（施設 No.５） 
試料 
No. 

運転条件 焼却量 
（℃） 

燃焼温度 
（℃） 

O
（％） 

2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N CO  (ppm) ） PAHs 排出割合 
（g/t）  B(a)A B(k)F＋B(b)F  B(a)P B(ghi)P ΣPAHs 

１ 
２ 
３ 
４ 

炉の立ち上げ 
 

通常燃焼 
炉の埋火 

2.1 
2.9 
2.8 
2.0 

0～240 
240～350 
730～740 
750～780 

18.6 
14.0 
15.5 
18.5 

26.1 
14.6 
15.5 
18.5 

8.1 
3.8 
0.3 
0.6 

0.7 
6.4 
0.4 
0.5 

4.6 
8.7 
0.7 
2.6 

39.5 
33.5 
3.2 
3.7 

0～2,500 
100～2,700 

50～430 
50～500 

0.67 
0.31 
0.03 
0.03 

注） 電気集じん装置入口側で測定 
 

表 ２－１７ 流動床式焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度（施設 No.６） 
試料 
No. 

運転条件 焼却量 
（℃） 

燃焼温度 
（℃） 

O
（％） 

2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N CO  (ppm) ） PAHs排出割合 
（g/t）  B(a)A B(k)F＋B(b)F  B(a)P B(ghi)P ΣPAHs 

５ 
６ 
７ 
８ 
９ 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 

 
 

炉の埋火 

1.02 
1.89 
2.07 
2.56 
2.09 

700～870 
780～940 
750～860 
800～920 
800～940 

12.5 
12.0 
14.5 
13.2 
12.5 

69.4 
10.7 
13.5 
37.2 
91.5 

29.7 
3.3 
1.5 
18.1 
25.8 

52.4 
6.3 
＜0.1 
44.0 
32.2 

67.0 
42.9 
＜0.2 
21.6 
94.5 

218.5 
63.2 
15.0 

120.9 
244.0 

100～＞5,000 
100～＞5,000 
50～＞5,000 
50～＞5,000 
50～＞5,000 

2.51 
0.48 
0.10 
0.55 
1.36 

注） 電気集じん装置入口側で測定





 
表 ２－１８ 階段火格子式焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度（施設 No.７） 

試料 
No. 

運転条件 焼却量 
（℃） 

燃焼温度 
（℃） 

O
（％） 

2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N CO  (ppm) ） PAHs 排出割合 
（g/t）  B(a)A B(k)F＋B(b)F  B(a)P B(ghi)P ΣPAHs 

10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 

炉の立ち上げ 
 
 
 
 

通常燃焼 
 
 

炉の埋火 

2.1 
2.0 
1.7 
1.8 
1.8 
7.0 
7.1 
7.0 
0.0 
0.0 

270～330 
370～430 
430～560 
660～730 
770～860 
800～860 
780～850 
750～800 
430～530 
310～370 

20.0 
18.5 
16.3 
15.7 
16.0 
10.0 
10.7 
9.8 
16.0 
19.0 

4.6 
0.9 
0.8 
0.6 
0.4 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
1.3 

1.1 
0.4 
0.1 
0.2 
0.2 
0.2 
0.1 
0.2 
0.1 
0.2 

1.2 
0.1 
＜0.1 
0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
0.1 
0.2 

0.8 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
0.4 
0.5 

7.7 
1.4 
0.9 
0.9 
0.6 
0.2 
0.1 
0.2 
0.6 

   2.2 

20～1,380 
400～700 
200～340 
50～150 
10～100 

0～20 
0～5 
0～5 

400～600 
200～300 

82.9 
20.5 
12.9 
16.0 
12.8 
0.9 
0.4 
0.9 
― 

      ― 
注） 電気集じん装置入口側で測定 
 

表 ２－１９ 階段火格子式焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度（施設 No.８） 
施設 
No. 

運転条件 焼却量 
（℃） 

燃焼温度 
（℃） 

O
（％） 

2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N CO  (ppm) ） PAHs 排出割合 
（g/t）  B(a)A B(k)F＋B(b)F  B(a)P B(ghi)P ΣPAHs 

20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 

炉の立ち上げ 
 
 

通常燃焼 
 
 

炉の埋火 

2.61 
2.61 
2.20 
7.00 
4.67 
6.68 
3.25 
2.00 

300～530 
440～560 
500～760 
760～830 
750～850 
820～970 
550～740 
320～460 

15.5 
15.6 
15.0 
12.7 
12.5 
11.2 
14.5 
18.1 

97.8 
36.6 
21.4 
13.3 
3.8 
10.2 
94.5 
47.5 

23.0 
2.1 
1.0 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
26.4 
9.3 

53.6 
0.5 
0.1 
＜0.1 
＜0.1 
＜0.1 
57.4 
16.0 

74.2 
0.2 
1.1 
＜0.2 
＜0.2 
＜0.2 
105 
29.6 

243 
39.4 
23.6 
13.3 
3.8 
10.2 
283 
102 

50～620 
100～580 
70～730 
100～520 
80～260 
60～500 

80～1,500 
400～1,250 

3.24 
0.52 
0.34 
0.08 
0.05 
0.05 
3.51 
1.38 

注） バグフィルタ入口側で測定



２） ばいじん中の炭素含有量 
 集じん装置の入り口側で PAHs を測定した施設 No.5、No.8 の 2 施設について、ばいじん中の炭素

含有率を測定した。結果を表 2-20 に示す。ばいじん中の有機炭素含有率は、両施設とも炉の立ち上

げ時が一番高く、ついで埋火時であり、通常燃焼時の時が最小であった。全炭素含有率も同様の傾向

を示した。 
 

表 ２－２０ ばいじん中の炭素含有量 
施設 No. 運転条件 ばいじん中の炭素含有量 （％） 

   有機性炭素          全炭素 
 
５ 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

1.51 
0.48 
0.70 

7.24 
1.54 
1.13 

 
８ 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

0.68 
0.44 
0.52 

2.59 
1.47 
1.19 

 
 Eicemanら17)は、燃焼過程におけるPAHsの生成メカニズムはばいじん中の有機炭素含有率と直接

的な相関があると指摘している。またBennerら18)

 調査した炉の形式によって、有機炭素の含有率と PAHs 濃度が必ずしも比例していない。この理

由としては、 

も、燃焼が不安定な場合に有機炭素含有率が高く

なることを確認している。この調査でも、炉の立ち上げ時に有機炭素の含有率が一番高くなっている

ことから、不完全燃焼によるPAHsの生成を裏付けているものと考えられる。 

① 炉形式によって、燃焼効率などに差がある。 
② 炉形式によって立ち上げおよび埋火の経過時間に差があるため、流動床式連続炉（経過時間 30

～1 時間）に比べて経過時間が長い階段火格子式連続炉（8 時間以上）ではサンプリングしたば

いじんがより平均化されている。 
などが考えられる。 
 調査した 4 施設では、いずれも炉の立ち上げ時にPAHsが高濃度となった。これらの施設は炉の立

ち上げ時に補助バーナで予熱しているが、特に施設No.6、No.8 において、同じ条件で測定している

Benestadら19)

 今回の調査結果から考察すると、立ち上げ時の初期にPAHsが高濃度になっていること、さらに埋

火時における時間の経過にともなってPAHs濃度が高くなったことから、Fremanら

の測定値と比較してもPAHs排出濃度が高かった。 

11)が確認した低

温燃焼が原因の一つであると考えられる。ただし今回の測定値は、補助燃料バーナを使用しない炉の

立ち上げ時にPAHs濃度を測定したColmsjoら20)

 

の測定値と比較しても高かった。このことから、低

温燃焼以外に、立ち上げ時の過程で燃えやすいごみの一部が急激に燃えたことによる局部的な燃焼空

気の不足なども原因となっている可能性がある。  

３） 焼却炉の稼働期間中における PAH 排出量 
 施設別における稼働期間中の PAHs 排出量を表 2-21 に示す。1 時間あたりの PAHs 排出量で比較

すると、稼働期間が長い施設ほど排出量が少なくなった。また、図 2-12 に示したように、1 日の PAHs
排出量に換算したもので見てみると、稼働期間が 1.5～3.0 ヶ月と長い施設 No.7、No.8 では、通常

燃焼における排出寄与が大きい。これに対して、施設 No.6 のバッチ炉は毎日炉の立ち上げが繰り返



されるので、PAHs 排出量は立ち上げ時における排出寄与が大きくなる。したがって、PAHs の総排

出量を減らすためには、通常燃焼時における排出濃度を下げるほかに、特にバッチ炉では立ち上げと

埋火時の排出濃度を減らすことが重要なポイントとなる。 
 

表 ２－２１ 焼却炉の稼働期間中における PAHs 排出量 
施設 No. 稼働期間 運転条件 排出割合 (g/t) 排出量 (g) １時間当たりの排出量(g/t) 

 
５ 

 
１週間 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

0.49 
0.03 
0.01 

2.45 
8.40 
0.04 

 
0.53 

 
６ 

 
１日 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

2.51 
0.46 
1.36 

2.51 
8.94 
1.36 

 
1.22 

 
７ 

 
3.5 ヶ月 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

0.029 
0.001 
0.025 

0.28 
14.9 
0.15 

 
0.01 

 
８ 

 
1.5 ヶ月 

炉の立ち上げ 
通常燃焼 
炉の埋火 

1.03 
0.06 
0.82 

31.4 
430 
10.7 

 
0.44 

 

        
 





 
 
 

 
 

表 ２－２３ 医療廃棄物焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度 
試料 
No. 

焼却量  
(kg/h) 

燃焼温度 
（℃） 

CO  (ppm) O
（％） 

2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N） 
B(a)A B(k)F＋B(b)F B(a)P B(ghi)P ΣPAHs 

１ 
２ 
３ 

250 
250 
250 

700～900 
700～900 
700～850 

50～1,600 
200～2,100 
150～250 

14.7 
14.0 
17.0 

9.16 
7.25 
0.99 

3.15 
2.83 
0.56 

2.31 
1.35 

＜0.10 

4.37 
3.99 

＜0.50 

19.0 
15.4 
1.55 

注） バグフィルタ入口側で測定 
 
 
 
 

表 ２－２５ 汚泥、廃油等の産業廃棄物焼却炉の排ガス中における PAHs 濃度 
試料 
No. 

焼却量  
(kg/h) 

燃焼温度 
（℃） 

CO  (ppm) O
（％） 

2 PAHs    実測濃度  （μg/m3N） 
B(a)A B(k)F＋B(b)F B(a)P B(ghi)P ΣPAHs 

１ 
２ 

950 
860 

750～840 
760～840 

320～1,440 
230～600 

14.6 
14.7 

6.02 
3.76 

2.70 
0.67 

5.82 
0.71 

3.50 
0.56 

18.0 
5.70 

注） 湿式電気集じん装置の入口側（スクラバーの出口側）で測定 
 



第２節 産業廃棄物の焼却時における PAHs の排出挙動 
 現在、多種類の廃棄物が産業廃棄物焼却炉で焼却されている。これら廃棄物の中には、都市ごみに

比べて発熱量が高く、燃焼時に不完全燃焼が生じやすいものも含まれている。このような廃棄物を焼

却している施設からは高濃度の PAHs が生成される可能性が高いため、効果的な抑制対策を講じる

必要がある。 
 そこで、産業廃棄物焼却炉からの PAHs 発生特性および燃焼管理による効果的な排出抑制法を検

討するため、廃プラスチック類の混入率が高い医療廃棄物および発熱量が高い廃油、廃液等を燃焼し

ている 2 つの施設について PAHs の排出挙動を調査検討した。 
 
２．１ 医療廃棄物焼却炉における PAHs の排出挙動 
  

2.1.1 調査対象施設 
この施設では病院から処理を委託された点滴セット、注射器、注射針、採血管、血液バッグ、およ

び尿袋などの医療廃棄物を焼却している。廃棄物のほとんどが廃プラスチック類であった。施設の概

要を表 2-22 に示す。 
なお、PAHs、O2

 
、CO濃度の測定方法は都市ごみ焼却炉の場合と同様である。 

表 ２－２２ 調査施設の概要 
焼却炉の形式 焼却能力 (kg/h) 焼   却   物 排ガス処理設備 

 
固定床式 

 
400 

点滴セット、注射針、注射器、採血管、

血液バック、尿袋、カテーテル、人工透

析などの医療廃棄物 

消石灰の噴霧 
サイクロン 
バグフィルタ 

 
 
2.1.2 調査結果と考察 
調査結果を表 2-23 に示す。病院から排出されている医療廃棄物には、平均で約 30%の廃プラスチ

ック類が含まれている21)。この混入率は米国における調査結果21),22)とほぼ同じであり、都市ごみに

比べて約 2 倍高い。病院が処理業者に委託する医療廃棄物は、大部分がプラスチック製のディスポ

ーザブル製品である。調査した施設では医療廃棄物を単独で焼却していたことから、調査時に焼却し

た廃棄物中の廃プラスチック類の混入率は 80%強であったと推測される。また、廃プラスチック類

に占めるポリ塩化ビニル系樹脂の割合が約 20%との報告24)

調査した施設では炉内に助燃バーナが設置されておらず、二次燃焼室内の助燃バーナもほとんど利

用されていなかった。このため、表 2-23 に示したように、3 回の測定のうち 2 回は排ガス中のCO濃

度が 1,000ppm以上と高く、不完全燃焼を起こしていた。この時に計測されたPAHs濃度は 15～19
μg/m

もあり、燃焼時に不完全燃焼が生じやす

い条件であった。 

3N

以上のように、医療廃棄物の焼却では不完全燃焼により PAHs が高濃度で排出されることが多い

ため、適正な燃焼管理の確立が不可欠である。 

であり、都市ごみ焼却炉からの排出濃度と比べて 10～100 倍程度高くなった。 

 



２．２ 汚泥、廃油等の産業廃棄物焼却炉における PAHs の排出挙動 
 

2.2.1 調査対象施設 
この調査施設では、企業から処理を委託された有機性汚泥、廃油、廃液などの産業廃棄物を焼却し

ている。施設の概要を表 2-24 に示す。 
なお、PAHs、O2

 
、CO濃度の測定方法は都市ごみ焼却炉の場合と同様である。 

表 ２－２４ 調査施設の概要 
焼却炉の形式 焼却能力  (kg/h) 焼  却  物 排ガス処理設備 

 
ロータリーキルン 

 
1,000 

 
主に汚泥、廃油を焼却 

脱 臭 炉 
サイクロン 
スクラバー 

湿式電気集じん装置 
 
 
2.2.2 調査結果と考察 
測定結果を表 2-25 に示す。この調査施設でも主に発熱量の高い有機系の産業廃棄物を焼却してい

るため、医療廃棄物と同様に不完全燃焼が生じやすい。このため、CO濃度が 1,000ppmを超えた試

料No.1 ではPAHs濃度が 18μg/m3N

 

と高かった。この施設では炉の出口側で脱臭炉として二次燃焼

装置を設置しているが、燃焼温度が 800℃前後とあまり高くないため、PAHsに対する低減効果は小

さいと考えられる。 

第２章 まとめ 
 燃焼条件によって排出濃度が影響されるものの代表例として PAHs をとりあげ、廃棄物焼却炉か

らの排出挙動を調査研究した。ここでは、実験用プラントを用いた燃焼実験のほか、実稼働の焼却炉

について同様の調査を行い、燃焼実験の結果との整合性を検討した。また、炉の立ち上げ、通常燃焼

および埋火など、焼却炉の各運転サイクルにおける PAHs の挙動と排出寄与率も併せて研究した。 
 実験用プラントによる燃焼実験の結果、燃焼温度が 850～900℃と高い条件では PAHs 濃度が廃プ

ラスチック類の混入率に比例して急激に増加することが確認された。また、廃プラスチック類の混入

率が同じ場合、燃焼温度が 850～900℃の時の排出割合は同じく 730～750℃における値と比べて 2
倍から 3 倍大きくなった。これは、燃焼温度が高くなるほど廃プラスチック類の急激な分解により

可燃ガスが発生しやすくなり、その発生量が混入率に比例して多くなることから、特に混入率が高い

ときに燃焼空気の不足により不完全燃焼が生じやすくなるためと考えられる。 
 実稼働の都市ごみ焼却炉に関する調査結果から、燃焼実験の場合と同様にO2濃度が低く、900℃以

上の高い温度でごみを燃焼すると、不完全燃焼により高濃度のPAHsが生成することが判明した。た

だし、調査した施設ではO2

 また、炉の運転条件と PAHs 排出挙動との相関に関する研究から、不完全燃焼が生じやすい炉の

濃度の高い状態で運転することが多かったので、廃プラスチック類の混

入率とPAHs生成との関係については、燃焼実験で得られた結果ほど明確な相関は認められなかった。

炉の形式別に排出挙動を調査したところ、実験用プラントと同じ形式である流動床炉において、燃焼

条件が顕著に影響することがわかった。 



立ち上げ時に PAHs が高濃度になることが判明した。この場合も流動床炉で PAHs 濃度が高くなる

傾向が見られ、特に流動床式バッチ炉で濃度が最も高くなった。さらに稼働時間が長い連続炉では、

PAHs 排出量は通常燃焼時における排出寄与率が大きいのに対して、バッチ炉の場合は炉の立ち上げ

および埋火時に排出寄与率が大きくなることがわかった。 
 産業廃棄物として、廃プラスチック類の混入率が高い医療廃棄物と発熱量が高い廃油・廃液等を焼

却している 2 つの実稼働施設についてPAHsの排出挙動を研究した。その結果、両施設ともCO濃度

が 1,000ppm以上と高く、不完全燃焼を起こした際にPAHs濃度は最大で 20μg/m3N

 

となり、都市ご

み焼却炉からの排出濃度に比べて 10～100 倍程度高くなった。このため、これらの産業廃棄物を焼

却している施設では、二次燃焼装置の設置などを含めた、適正な燃焼管理の確立が不可欠である。 
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第３章 廃棄物の組成および燃焼条件が影響する環境汚染物質の排出挙動 
 
 廃棄物の焼却処理にともなって排出される環境汚染物質の中には、廃棄物の組成と燃焼条件の双方

により排出挙動が影響されるものがある。これらの物質のうち、代表的なものとして窒素酸化物があ

げられる。従来、大気汚染物質とされている狭義の窒素酸化物として、一酸化窒素(NO)と二酸化窒

素(NO2)が取り上げられており、ラジカルで化学的にも反応性に富むため、それ自体の有害性と光化

学スモッグや酸性雨の原因物質であることの両面から注目されてきた。これに対して、最近、亜酸化

窒素(N2

 NO、NO

O)はフロンガスと同様に成層圏オゾン層の破壊に重要な役割を果たしていることが明らか

となり、広義の窒素酸化物として挙動を明らかにするための調査が行われている。 
2（以下、まとめてNOxとする）については、昭和 48 年 5 月におけるNO2

 一方、N

の環境基準設

定以降、廃棄物焼却炉を含めた発生源に対して排出規制を行っている。この排出規制は年々強化され

ており、昭和 56 年 6 月以降は東京特別区等、横浜・川崎等、大阪等の排出量が多い地域で総量規制

も実施されている。しかし、未だに環境基準が未達成な地域が少なくないことから、発生源における

排出抑制は今日的課題である。 
2Oは現在までのところ排出規制の対象とはなっていないが、成層圏のオゾン層破壊のほ

かに温室効果があることから、CO2、CH4とともに温室効果ガスとして注目を浴びている。N2

 以上のように、NOxとN

Oに

ついては、物理的・化学的定数、大気中における化学反応や寿命などが明らかになりつつあるが、そ

の発生源と発生源における排出挙動などは不明な点が多い。 
2Oの排出は環境に重大な影響を与えるため、発生源における排出抑制技

術の開発は重要な課題である。廃棄物の燃焼過程でもNOx、N2Oの両方が排出されることから、廃

棄物焼却炉について、これら物質の排出挙動と排出量の把握が強く求められている。しかし、廃棄物

の燃焼過程におけるNOx、N2

 

Oの排出挙動は組成と燃焼条件の両方に影響されるため、排出挙動を

定量的に把握することが難しい。そこで、実験用プラントおよび電気炉を使用して燃焼実験を行い、

定量的な排出挙動を調査研究した。また、実稼働の焼却炉についても同様の調査を行い、燃焼実験の

結果との整合性について検討した。本章では、これらの実験研究および実炉に関する調査の内容、結

果ならびに考察について述べる。 

第１節 都市ごみの焼却時における NOx の排出挙動 
 燃焼過程で排出されるNOxの大部分はNOであり、NO2の排出量は全体の数％～10％程度と報告さ

れていることから1)

 これまで、燃焼施設からのNOxの定量的な排出挙動については、石炭、石油などの化石燃料を燃

やしているボイラ等に関して報告されている

、都市ごみ焼却の場合も同様の傾向を示すものと考えられる。燃焼において生成

されるNOxは、廃棄物中の窒素分に由来するFuel NOxと空気中の窒素が高温で酸化されて生成する

Thermal NOxに大別される。したがって、発生源における排出抑制技術の開発には、まずFuel NOx
やThermal NOxの排出挙動を把握することが必要とされる。 

2)-8)。廃棄物燃焼燃焼にともなうNOxの生成については、

赤池9)が元素分析に使用するシェフィールド式燃焼管を用いた燃焼実験を報告している。しかし、電

気炉で微量(0.5g)の廃棄物を燃焼した場合と実稼働の焼却炉内における大量燃焼では、その燃焼状態

が著しく異なることから、電気炉で得られた結果をそのまま実稼働炉に適用することには難がある。

また、実稼働の廃棄物焼却炉についてはNOxを測定している間にごみの組成や燃焼条件が変わって

しまうため、組成が未調整なごみを用いた調査では定性的な排出挙動の把握にとどまっている10)。 



 そこで、手選別により組成を調整した実験用の都市ごみと、燃焼条件を一定に操作できる実験用プ

ラントを用いて実稼働炉の燃焼状態により近い条件で燃焼実験を行い、定量的な NOx 排出挙動の把

握を試みた。 
 
１．１ 実験用プラントによる燃焼実験 
 実験に使用したプラントは、第１章第１節に述べたものと同じ流動床式焼却炉であり、燃焼実験用

都市ごみの調整（4 種類）、燃焼温度（730℃、900℃の 2 条件）および燃焼時間も同様の方法で行っ

た。 
 

1.1.1 燃焼実験用都市ごみ中の元素含有量 
 この燃焼実験では、Thermal NOxのほかにFuel NOxの変換率を把握することが目的であるため、

窒素含有量が異なるように都市ごみを調整して実験を行った。「紙、布類」、「木・竹・わら類」、「厨

芥類」、「廃プラスチック類」などの都市ごみの中で、特に厨芥類の窒素含有量が高い11)。そこで、実

験用に成分を調整した 4 種類の都市ごみのうち、表 3-1 に示したように、1 種類は全く厨芥類を含ま

ないものを作成した。また表 3-1 には、このように調整した燃焼実験用都市ごみ中の元素含有率も示

した。通常、都市ごみ中の窒素含有率は 0.4～0.7％の範囲にあるが12)

 

、厨芥類を全く含まない実験

No.Ⅰのごみ中の窒素含有率は0.16％であり、厨芥類を10％以上含んでいる実験No.Ⅱ～Ⅳの場合（同

0.57～0.66％）と比べて 1/4 程度と低かった。 

表 ３－１ 燃焼実験に使用したごみの組成      （Dry-base ％） 
実   験  N0. Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

紙、布類 
廃プラスチック類 
木、竹、わら類 
厨芥類 
不燃物類 

81.0 
0.0 
12.1 
0.0 
6.9 

53.8 
8.8 
16.5 
11.0 
9.0 

44.1 
17.7 
14.7 
14.7 
8.8 

37.3 
23.7 
17.7 
11.8 
9.5 

Ｃ   分 
Ｈ   分 
Ｎ   分 

39.9 
6.27 
0.16 

45.4 
6.41 
0.66 

50.1 
7.05 
0.65 

42.0 
7.19 
0.57 

水     分 
灰     分 
可  燃  分 

22.8 
12.5 
64.7 

39.9 
9.8 
50.3 

43.3 
8.0 
48.7 

43.9 
9.1 
47.0 

低位発熱量 （kcal/kg） 2,990 2,580 2,440 2,450 
 
（１） 都市ごみの調整方法 
 ごみの収集車で集めた住宅街等からの都市ごみを一カ所に集め、手選別で「厨芥類」などの種類別

に分けて秤量した後、各実験 No.のごみ質にあわせて必要な量（湿ベースで合計約 2 トン）を貯留し

た。調整ごみは、燃焼実験を行う前に“ユンボ”を用いて性状が均一になるように十分に混ぜ合わせ

た。 



 なお、ごみを調整してから 4～6 日後に燃焼実験を行ったため、表 3-1 に示したように、貯留中で

の水分の蒸発などにより、通常の都市ごみと比べて水分量が若干低くなった。 
 
（２）  調整ごみ中の窒素含有量の分析 
 調整ごみを混ぜ合わせる前に種類別にランダムサンプリングを行い、乾燥して粉砕した後、各実験

No.の可燃分の比率にあわせて均一に混合し分析試料を作成した。サンプリング量は 1 試料あたり合

計 2kg（湿ベース）であった。窒素含有量の分析は JIS K 0102 のケルダール方により行った。分析

は 1 試料につき 3 回行い、表 3-2 に平均値を示した。分析値のバラツキは、いずれも平均値の±5％
範囲内であった。 
 

表 ３－２ 燃焼実験における諸条件                  (Dry-base  %) 
実   験  No. Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

At  730℃ 
ごみ投入量（kg/h） 
ごみ中Ｎ分量（kg/h） 
排ガス量（m3N

 

/h） 

249 
0.39 

1,730 

 
188 
1.24 

1,780 

 
248 
1.61 

1,710 

 
214 
1.22 

1,760 
At  900℃ 
ごみ投入量（kg/h） 
ごみ中Ｎ分量（kg/h） 
排ガス量（m3N

 

/h） 

256 
0.14 

1,780 

 
180 
1.19 

1,800 

 
255 
1.66 

1,730 

 
213 
1.21 

1,780 
 
 1.1.2 燃焼実験の条件 
 流動床炉における都市ごみの焼却では 700～900℃の温度範囲で燃焼することが多いことから、実

験用プラントによる燃焼実験は、4 種類の実験用都市ごみについてそれぞれ燃焼温度 730℃、900℃
の 2 条件で合計 8 回行った。燃焼温度はフリーボード上部で測定した値を用いた。この燃焼実験で

は、炉の立ち上げ→ 昇温→ 730℃での燃焼実験（2 時間）→ 昇温→ 900℃での燃焼実験（2 時間）

→ 埋火の順番で行っており、このうち炉の立ち上げと最初の昇温は未調整のごみを使用した。各燃

焼温度における実験 No.ごとの諸条件を表 3-2 に示す。燃焼温度は、炉の上部から水を噴霧すること

で制御した。また、燃焼温度が一定になるようにごみを投入したため投入量は実験 No.などにより異

なっていたが、ごみ中の窒素含有量(kg/h)は実験 No.Ⅰと、No.Ⅱ～Ⅳとで明確な差が認められた。 
 この燃焼実験では、各実験 No.における 730℃と 900℃ の実験を同じ日に行った。1 日 2 回の燃焼

実験で組成を調整したごみ約 2 トン（湿ベース）を燃焼した。燃焼に際して破砕等の前処理は行わ

なかった。 
 
 1.1.3  試料採取と分析方法 
 排ガス中の NOx は JIS K 0104 の化学発光法で、酸素濃度は磁気式酸素計でそれぞれ連続測定し

た。また、排ガス量は JIS K 8808 に準じた平衡型ばいじん採取装置で計測された値を用いた。 
 なお、試料採取は、スクラバーの出口側で行った。 
 

1.1.4 実験結果と考察 



 
（１） O2

 実験No.Ⅰ～Ⅳで測定したNOxの測定結果をもとに、燃焼温度 730℃と 900℃における実験No.Ⅰ
でのO

濃度とNOx濃度の関係 

2濃度とNOx濃度（O2

     

12％換算値、以下同じ）の相関をそれぞれ図 3-1、3-2 に示す。同じく、

実験No.Ⅱ～Ⅳにおける相関を図 3-3、3-4 にそれぞれ示す。なお、図 3-1～3-4 には回帰直線と相関

係数も示した。ここで、図 3-1～3-4 に示したNOx濃度は 5 分間の平均値であり、この間ごみ供給量

と送風空気量は一定に保たれていた。また、730℃および 900℃の燃焼実験では温度範囲がそれぞれ

720～740℃、860～900℃であったが、いずれも 730℃、900℃の出現頻度が多かったことから、こ

れらを代表温度とした。 

 

      



 図から明らかなように、図 3-1 では相関係数が 0.36 と小さかったが、他はいずれもO2濃度とNOx
濃度との間に正の相関が認められた。実験No.Ⅱ～Ⅳでは窒素含有量が比較的に近い値であったため、

まとめて図 3-3 と図 3-4 に示したが、730℃および 900℃における相関係数はそれぞれ 0.79、0.86 で

あり、双方とも係数が大きかった。実験No.が同じ場合でも、回帰直線の傾きが 730℃に比べて 900℃
の時の方が大きくなることから、NOx濃度は燃焼温度が高いほどO2

 

濃度に強く影響されることがわ

かった。また、いずれの実験でも燃焼温度が 730℃の時の相関係数が 900℃と比べて小さかった。こ

れは、「燃焼実験条件」に記述したように炉の立ち上げと最初の昇温では未調整のごみを使用してい

るため、730℃の燃焼実験では排ガスの計測時に未調整のごみが炉内に残っている可能性があること

から、この影響により相関係数が小さくなったものと考えられる。 

      

      



さらに、燃焼温度が 730℃と同じ条件においても、相関係数は実験 No.Ⅰが 0.36（図 3-1）である

のに対して No.Ⅱ～Ⅳが 0.79（図 3-3）と大きく異なっていた。この原因は、実験 No.Ⅱ～Ⅳが 3 回

の実験結果を一緒にしたものであり、測定時間も合計すると No.Ⅰの 3 倍長いことから、No.Ⅱ～Ⅳ

では測定値がより平均化されたためと考えられる。また、No.Ⅰのごみ質は「厨芥類」の混入率が 0
であるなど No.Ⅱ～Ⅳの場合と大きく異なっているため、ごみの燃焼状態に若干の違いがあった可能

性もある。 

      

      
 
（２） Fuel NOx の変換率 
 各燃焼温度の実験No.Ⅰ～Ⅳに共通して出現頻度が多かったO2 濃度 11％の測定データを用いて、

窒素含有量とNOx濃度（O2 12％換算値）の相関を図 3-5、3-6 にそれぞれ示す。図から明らかなよ



うに、双方とも相関係数が 0.85、0.91 と大きく、正の相関が認められた。 また、回帰直線からX
＝0、すなわちThermal NOxを求めると、730℃の時は 65ppm、900℃が 64ppmであった。順次O2

濃度を変えてThermal NOxが得られればFuel NOxの変換率を求めることは可能である。しかし、各

実験No.において測定されたO2濃度は変動しており、共通して出現頻度が多いO2濃度は限られてい

たため、O2

 そこで、図 3-1～3-4 で示された各燃焼実験における回帰直線とそれぞれの窒素含有量の値を用い、

①燃焼温度が同じ場合はThermal NOx濃度も同じ、②実験 No.Ⅰに比べて実験No.Ⅱ～Ⅳで増加し

たNOx濃度は全てFuel NOxによる増加分とする、と仮定して以下の方法でFuel NOx変換率を求め

た。実験No.Ⅱ～Ⅳについては、図 3-3、3-4 に示したように一緒にまとめた相関係数が大きかったこ

とから、No.Ⅱ～Ⅳの３つの測定データである窒素含有量と排ガス量は平均した値を用いた。計算例

として燃焼温度 730℃、O

濃度の広い範囲にわたってFuel NOxの変換率を求めることはできなかった。 

2

 

濃度 11％の条件におけるFuel NOx変換率の結果を示す。なお、燃焼で生

成するNOxの大部分がNOであるため、ここではFuel NOxをFuel NOとして計算した。また、ごみ

中の窒素分が全てNOxに変換したと仮定した場合に対する実際の変換量の比をFuel NOx変換率と

した。まず、図 3-2、3-4 に示した回帰直線から 730℃におけるNo.Ⅱ～ⅣとNo.ⅠのNOx濃度差を求

めると 19ppmとなる。これを全てFuel NOxと仮定しているので、以下の計算式により 19ppmに相

当する窒素量(g)を求める。 

 19×（No.Ⅱ～Ⅳの平均排ガス量）×NO の質量/22.4＝19×1,750×30/22.4＝44.5 g/h 
 
次に、730℃での No.Ⅱ～Ⅳと No.Ⅰにおける 1 時間あたりの窒素含有量の差は 1.36－0.39＝0.97 
kg/h＝970 g/h となることから、Fuel NOx 変換率は以下の式から求められる。 
 
             （44.5/970）×100＝4.59％ 
 
以下、同じ方法でO2濃度 8～14％の範囲において各燃焼温度でのFuel NOx変換率を求め、O2

     

濃度と

の関係を示したものが図 3-7 である。 

 



  図 3-7 から明らかなように、Fuel NOxの変換率は燃焼温度が高くなるほど、またO2濃度が高くな

るほど増大した。これは、加藤ら6)がCH4＋NH3＋空気を燃料として用いた予混合平面火炎による燃

焼実験で得た結論と一致している。ただし、窒素含有率が 0.5～0.6％の重油および微粉炭を燃焼して

いる発電ボイラ（流動層以外）ではFuel NOxの変換率が 30％程度と報告されているが7),8)、ごみの

燃焼実験では、O2濃度が 8～15％の範囲で、変換率が 1.7～9.3％と小さかった。Fuel NOxは火炎帯

内もしくはその近傍で急速に生成されるが6)

 なお、図 3-7 に示した回帰直線の傾きは燃焼温度が 730℃、900℃いずれの場合もほぼ同じである

ことから、この温度範囲では Fuel NOx の低減効果はほとんど変わらないものと考えられる。 

、実験で使用した都市ごみは化石燃料と比べて組成が不

均一で発熱量も 2,500 kcal/kg前後と低いので、重油等の燃焼ボイラの場合よりも火炎帯内の温度が

低く、また温度分布も不均一になりやすいため、Fuel NOxの変換率も低くなったものと考えられる。 

 
（３） Fuel NOX と Thermal NOx の割合 
 図3-7に示したFuel NOx変換率と相関係数が大きかった実験No.Ⅱ～ⅣのNOx濃度を示した図3-3、
3-4 を用いて、以下の方法でFuel NOx、Thermal NOxを求めた。例として、730℃、O2

 図 3-7 から Fuel NOx 変換率が 4.59 となるので、以下の式から相当する 1 時間あたりの NOx 体

積量(l/h)を求める。 

濃度 11％の

条件における計算結果を示す。 

 
（No.Ⅱ～Ⅳの平均窒素含有量）×変換率×22.4/30＝1,360×4.59/100×22.4/30＝44.6 
 
Fuel NOxは、この値をNo.Ⅱ～Ⅳの平均ガス量で割った値、すなわち 44.6×103/1,750≒27ppmと

なる。したがって、同じ条件におけるThermal NOxは図 3-3 の回帰直線から得られたTotal NOx 
93ppmから 27ppmを引いた 66ppmになる。このThermal NOxの値は、図 3-5 で求めたO2濃度 11％
でのThermal NOx 65ppmとほぼ一致していた。また、同じ方法で求めた 900℃でO2

 同様にして求めた各燃焼温度におけるO

濃度 11％にお

けるThermal NOxは 61ppmであり、これも図 3-6 から得られたThermal NOx 64ppmと 3ppmしか

差がなかった。このことから、上記した仮定に基づいてFuel NOx変換率を算出する方法は、ほぼ妥

当であったと考えられる。 
2濃度とFuel NOx、Thermal NOxの相関を図 3-8、3-9

にそれぞれ示す。Fuel NOxとThermal NOxの両方ともO2濃度と正の相関が認められたが、O2濃度

の低下によるNOx濃度の低減率はFuel NOxの方がThermal NOxに比べて 2 倍から 5 倍も高かった。

ただし、燃焼温度との関係では、O2濃度によるFuel NOxの増加率が 730℃と 900℃で同じであった

のに対して、Thermal NOxは 900℃の時の方が 2 倍以上も増加率が高くなるなど、より強い温度依

存性を示した。これも加藤ら6)

 Turnerら

がメタンを燃料とした予混合平面火炎の燃焼実験で得た結論と同じで

あった。 
7)は、窒素分を 0.2％含む重油を燃焼しているボイラでは排ガス中の全NOx中に占める

Fuel NOxの割合は 50％になると報告している。これに対して、都市ごみの燃焼では図 3-6、3-7 の

回帰直線から計算するとO2濃度が 18％から 19％以上でFuel NOxの割合が 50％になるなど、通常の

燃焼（O2濃度 8～15％）では常にThermal NOxの割合が 50％以上を占めている。これは、化石燃料

の燃焼ボイラにおけるFuel NOx変換率が都市ごみに比べて高いためと考えられる。 



      

      
 
 赤池ら9)はシェフィールド式燃焼管を用いて、空気またはアルゴン 79％、酸素 21％の混合気体に

より廃棄物試料 0.5gを燃焼させる実験を行い、その結果から燃焼で生成したNOxは変換率が 15～
20％と高く、ほとんどがFuel NOxであると報告している。この実験では空気流量を 1.0～4.0 l/min
の間で変化させたときのNOx変換率を図示しているが、O2濃度が測定されていないためFuel NOx
とO2濃度の関係を定量的に考察できないことから、単純に結果を比較・検討することができない。

また、ごみの燃焼時間が記載されていないため詳細は不明であるが、電気炉の実験では燃焼の初期に

比べて末期は燃焼量が少なくなって空気比が大きくなるため、燃焼を通してのO2濃度が焼却炉を用

いた連続燃焼実験の場合よりも高くなる可能性があると考えられる。事実、赤池らの実験からも空気

流量が 2.0 l/min以上でNOx変換率が飽和しており、変換率が極めて高い。 



 赤池らはまた、空気とアルゴン酸素混合ガス気流中での NOx 変換率に差がないことから、生成し

た NOx はほとんどが Fuel NOx であると結論づけている。しかし、論文集に示された図から判断す

ると、双方の変換率は必ずしも一致しておらず、特に変換率が飽和しており、Fuel NOx 変換率がき

わめて大きい空気流量 2.0 l/min 以上の条件で空気－酸素燃焼の変換率がアルゴン－酸素における変

換率よりも最大で 5％程度も大きいなど、Thermal NOx の生成が無視できないと考えられるデータ

があられている。 
 以上のことから、赤池らが行った実験結果のみからFuel NOx変換率を定量的に評価することには

問題があること、さらに燃焼実験の方法が大きく異なっており、特にFuel NOx変換率に対する大き

な影響因子であるごみの燃焼状態と燃焼時のO2

 都市ごみの燃焼では燃焼域でのO

濃度に差があると考えられることから、現段階では

本論文で得られた結果が赤池らのものと即矛盾していると判断できない。 
2濃度を低くすることによってFuel NOxだけでなくThermal 

NOxの排出も抑制できる。この場合、たとえば燃焼温度 730℃の時にO2

 したがって、焼却の対象となる廃棄物の組成に応じてNOx 濃度の低減に有効な対策が選択できる。

たとえば、廃棄物中の窒素含有量に比例して Fuel NOx の排出割合が高くなると推定されることから、

この場合は Fuel NOx の低減率が高くなる低空気比燃焼が有効な方法となる。これに対して、窒素含

有量がゼロまたは少ない廃棄物は、Thermal NOx の生成量がより少ない低温燃焼が効果的な方法と

なる。ただし、低温かつ低空気比の燃焼では不完全燃焼が生じやすくなり、この際にダイオキシン類

などの有機塩素系化合物や多環芳香族炭化水素などの有害大気汚染物質が生成されてしまう。したが

って、NOx 低減のための燃焼条件を決める場合、これら有害大気汚染物質の排出挙動を考慮して、

双方の排出量が少なくなる最適燃焼条件を選ぶ必要がある。 

濃度を 12％から９%に下げ

るとFuel NOxは32ppmから14ppmへと18ppm低減し、Thermal NOxも67ppmから65ppmと2ppm
下がるなど双方の低減効果が認められるが、特にFuel NOxの低減効果が大きい。また、燃焼温度が

900℃ではFuel NOxの低減効果はほとんど変わらないが、Thermal NOxの低減効果は 730℃の時の

2 倍となった。 

 
１．２ 実稼働炉における NOx の排出挙動 
 都市ごみの燃焼は使用する焼却炉の規模によって燃焼状態が変わる。そこで、実稼働の焼却炉につ

いて NOx の排出挙動を調査研究し、実験用プラントで確認した結果との整合性のほかに、燃焼方式

の違いによる差、NOx 以外の汚染物質との関係などを検討した。 
 
 1.2.1 調査対象施設 
 実験用プラントと炉形式が同じ流動床炉と火格子炉の合計 2 施設を選定して調査した。施設の概

要を表 3-3 に示す。調査施設のうち、施設 No.1 の流動床炉については、A、B の炉（焼却能力は各

2.5 t/h）が並列に設置されており、各炉からの排ガスは集じん装置の入口側で一緒になる。調査は、

この 2 炉が同時に運転されている時に行った。 
 なお、対象施設で焼却していた都市ごみは、発熱量が低位で約 1,800 kcal/kg であり、その成分は

水分 52％、可燃分 41％、不燃分 7%であった。 
 
 
 



表 ３－３ 調査施設の概要 
調査施設  No. 炉  形  式 焼却能力 （t/h） 補 助 燃 料 

１ 流 動 床 炉 5.0 使用せず 
２ 火 格 子 炉 5.0 使用せず 

 
 1.2.2 調査施設の運転条件 
 種々の燃焼状態における NOx の排出挙動を調べるため、表 3-4 に示したように、焼却量、燃焼温

度、予熱空気温度および燃焼空気量の各因子について運転条件を変えて測定を行った。 
 

1.2.3 測定項目と試料採取方法 
 ばい煙中のNOx、O2

     NOx              JIS K 0104          化学発光法（連続測定） 

濃度のほかに、アンモニア、シアン化水素、一酸化炭素およびばいじんにつ

いても測定した。また、試料採取は以下の方法で行った。 

          O2

     アンモニア        JIS K 0099     インドフェノール法 
                                    磁気式酸素計（連続測定） 

     シアン化水素      JIS K 0109          ピリジンーピラゾロン法 
     一酸化炭素              低電位電解法（連続測定） 
     ばいじん          JIS Z 8808     動圧平衡型ばいじん採取装置 
 なお、試料採取は両施設とも集じん装置の入口側で行った。また、アンモニア、シアン化水素の分

析は蒸留後に行った。 
 

表 ３－４ 調査施設の運転状況 
調査施設  No. １ ２ 

焼 却 量 （t/h） 3.17～6.12 2.5～5.0 
燃 焼 温 度 （℃）  760～830 750～1,000 
予熱空気温度 （℃） 180～210 80～180 
燃焼空気量 （m3 一次空気量  90 /min） 

二次空気量  40,50,60 
 
一次空気量  70 
二次空気量  40,50,60 

 
 

―――――― 
 
 

誘因通風機のダンパ開度（％） ―――――― 20～70 
 
 1.2.4 調査結果と考察 
 調査施設について各燃焼条件における NOx 等の排出状況を表 3-5、3-6 に示す。 
 
（１） NOx の排出挙動 
 各燃焼条件におけるO2濃度とNOx濃度（O2 12％換算値－以下同じ）との相関を図 3-10 に示す。

2 施設ともO2濃度とNOx濃度の間に正の相関があり、実験用プラントでの実験結果と同じであった。



ただし、O2

       

濃度にともなうNOx濃度の変動は火格子炉より流動床炉の方がはるかに急激であり、燃

焼方法の違いによる差が顕著にみられた。 

 

        



 予熱空気温度の変化による NOx 濃度への影響については、流動床炉の場合、温度の変動幅が 30℃
と狭かったためにはっきりした傾向はつかめなかったが、火格子炉では図 3-11 に示したように、予

熱空気温度が 150℃以上になると 15ppm 程度 NOx 濃度が高くなった。また、流動床炉では燃焼温

度が 760～830℃の範囲内において NOx 濃度が変化することはなかった。しかし、火格子炉の場合

は図 3-12 に示したように、燃焼温度が高温になるにしたがって NOx 濃度が高くなる傾向が認めら

れた。 

        
（２） アンモニア（NH3

 NH
）、シアン化水素（HCN）の排出状況 

3、HCNは高温で分解されるため、表 3-5、3-6 に示したように、排ガス中のNH3、HCNは低

濃度であった。特に施設No.2 は燃焼温度が高いため、HCNは全て不検出であった。このため、NH3

 

、

HCN濃度とNOx濃度との間に相関はなかった。 

（３） 一酸化炭素（CO）の排出状況 
 流動床炉の場合、図 3-13 に示したように、O2濃度とCO濃度との間に負の相関があった。これに

対して火格子炉では、表 3-6 に示されているように、燃焼条件が変化してもCO濃度はほとんど変わ

らなかった。 



 
 
 
 

表 ３－５ 調査施設 No.１における排ガス測定結果 
試料 No. O2

（％） 
 濃度 NOx 濃度（実測値） 

（ppm） 
NOx濃度 (O2 

（ppm） 
12% 換算値) ＮＨ

（ppm） 
3 ＨＣＮ 

（ppm） 
ＣＯ 

（ppm） 
燃焼温度（℃） 

   Ａ   Ｂ 
予熱空気温度（℃） 
  Ａ   Ｂ 

１ 16.5 135 270 ―― ―― 800   700     700    190     195 
２ 12.0 110 110 ―― ―― 1,600   800     800    200     200 
３ 14.0 135 174 1.92 ＜0.02 220   800     810    205     210 
４ 13.5 130 156 2.88 1.51 1,250   780     810    200     210 
５ 11.0 105 95 3.92 0.39 1,700   810     820    205     210 
６ 12.5 120 127 2.46 ＜0.02 320   740     780    190     190 
７ 9.0 100 75 27.4 0.05 2,000   820     830    195     195 
８ 13.5 135 162 25.9 ＜0.02 240   820     810    200     205 
９ 15.5 145 237 4.78 ＜0.02 120   770     760    195     200 
１０ 14.0 130 167 2.51 ＜0.02 80   770     760    190     190 
１１ 14.5 120 166 1.20 ＜0.02 120   800     770    200     200 
１２ 17.0 140 315 ―― ―― 600   700     670    180     170 
１３ 12.0 120 120 ―― ―― 400   650     700    170     180 
１４ 10.0 97 79 2.72 6.44 800   780     780    180     185 
１５ 10.5 110 94 0.85 ＜0.02 560   830     800    190     190 

注）： NOx、O2、CO 濃度---------平均値 
 
 
 



 
 
 
 
 
 

表 ３－6 調査施設 No.2 における排ガス測定結果 
試料 No. O2

（％） 
 濃度 NOx 濃度（実測値） 

（ppm） 
NOx濃度 (O2 

（ppm） 
12% 換算値) ＮＨ

（ppm） 
3 ＨＣＮ 

（ppm） 
ＣＯ 

（ppm） 
燃焼温度（℃） 

 
予熱空気温度（℃） 
 

１ 14.3 115 155 1.73 ＜0.02 120 800 80 
２ 13.0 130 146 1.81 ＜0.02 30 920 70 
３ 13.5 123 148 ＜0.10 ＜0.02 50 940 150 
４ 14.0 127 163 1.30 ＜0.02 60 860 140 
５ 13.5 130 156 4.72 ＜0.02 60 920 140 
６ 12.5 136 144 3.17 ＜0.02 180 930 160 
７ 12.0 148 148 ＜0.10 ＜0.02 195 980 150 
８ 13.5 128 154 0.56 ＜0.02 120 940 140 
９ 12.5 ―― ―― ＜0.10 ＜0.02 195 930 80 
１０ 10.4 ―― ―― ＜0.10 ＜0.02 200 1,000 140 
１１ 13.0 ―― ―― 0.40 ＜0.02 185 970 190 

注）： NOx、O2、CO 濃度---------平均値 



        

（４） ばいじんの排出状況 
 測定結果をそれぞれ表 3-7、3-8 に示す。両施設ともばいじん濃度と燃焼温度、予熱空気温度との

間に相関はなかったが、図 3-14、3-15 に示したように、O2濃度との間には負の相関が認められた。

特に流動床炉では、O2

        
濃度が 12％以下になるとばいじん濃度が急激に高くなった。 

表 ３－７ 調査施設 No.１におけるばいじん濃度の測定結果 
試料 No. O2 濃度 

（％） 
ばいじん濃度 
（g/m3N

燃焼温度 （℃） 
）   Ａ    Ｂ 

予熱空気温度（℃） 
  Ａ    Ｂ 

１ 12.9 4.10    800       810    205       210 
２ 11.4 3.71    810       820    201       210 
３ 15.0 3.12    770       760    195       200 
４ 11.9 7.74    800       770    200       200 
５ 9.9 10.7    780       780    180       185 
６ 10.5 9.52    830       800    190       190 

 
表 ３－８ 調査施設 No.２におけるばいじんの測定結果 

試料 No. O2 濃度 
（％） 

ばいじん濃度 
（g/m3N

燃焼温度 （℃） 
）    

予熱空気温度（℃） 
   

１ 12.0 2.15 980 140 
２ 12.3 1.81 940 80 
３ 13.0 1.36 960 90 



        

        

（５） NOx の生成機構 
 Fuel NOxの生成機構として、Fenimoreら4)がThermal NOx生成反応の一つとして提示した

Prompt NO生成機構に類似した、次のような反応13-17)

  
が推測されている。 



              I ＋ R →------------→ NO ＋ ------- 
 
     Fuel NO → I 
 
              I ＋ NO →-------------→ N2

 
 ＋ ------- 

ここで、IはNH3、HCNなどを経て生じるNH2、CN、NCO、Nなどであり、RはO、OH、O2

 実稼働炉における調査では、NH

など

が考えられる。 
3、HCN濃度とNOx濃度との間に相関は認められなかったが、燃

焼温度が低かった施設No.1 の流動床炉ではNH3、HCNの検出される回数が多かった。また、燃焼温

度が 900℃以上になることが多かった施設No.2 の火格子炉でもNH3が検出されていることから、

Fuel NOxがNH3

 拡大Zeldovich機構により平衡計算から得られる Thermal NOxの平衡濃度

、HCNを経由して生成されている可能性がある。 
18)は、燃焼排ガス組成

としてO2濃度 12％と仮定すると、900℃で約 120 ppm、800℃で約 50 ppm、600℃で約 5 ppmとな

る。施設No.1 の燃焼温度は 800℃前後であることから、平衡計算で得られた 800℃でのThermal NOx
濃度（約 50 ppm）と図 3-10 の示したO2濃度とNOx濃度との相関図を用いてFuel NOxの変換率を

求めた。施設No.1 はごみ投入量（Dry-base）が平均で 3.0 t/h、乾き排ガス量が平均で 20,000 m3N/h
であり、O2

 炉形式に関しては、火格子炉より流動床炉の方がO

濃度 12％の時のNOx濃度が図 3-8 から約 110 ppmと読みとれる。したがってFuel NOx
濃度は差し引き約 60ppmであるから、ごみ中の窒素分を 0.7％と仮定すると、Fuel NOxの変換率は

7.7％となる。この値は、実験用プラントの燃焼実験で得られた変換率より約 1％高いが、実稼働炉

ではごみの組成や燃焼条件が絶えず変化していることを考慮すれば、ほぼ一致しているとみなせる。 
2濃度に対する依存率が大きかった。これは、

流動床炉はごみを浮遊、攪拌しながら燃焼するため燃焼効率が高く、火炎帯内の温度分布が火格子炉

よりも均一になり、Fuel NOxが生成されやすいためと考えられる。このため、O2

 火格子炉で予熱空気温度および燃焼温度の低下によってNOx濃度が減少したのはThermal NOx単
独の低減効果であり、最大 30 ppm程度であった。これに対して、O

濃度を低くしたと

きのNOx低減効果は流動床炉の方が大きくなった。 

2濃度を下げることによるNOx
濃度の低下は約 100 ppmであり、実験用焼却炉での実験結果と同様に、Thermal NOx単独と比べて

3 倍以上も大きかった。ただし、図 3-13、3-14、3-15 に示したように、CO、ばいじん濃度はO2濃

度の低下によって急激に増大した。たとえば流動床炉の場合、O2濃度を 15％から 10％に低下させる

と、NOx濃度は 200 ppmから 85 ppmに減少したが、これとは逆に、ばいじん濃度は 3 g/m3Nのもの

が 11 g/m3Nとなり一挙に約 4 倍も高くなった。またCO濃度についても、200 ppmから 1,000 ppmと

なり、O2

 
濃度 15％の時と比べて 5 倍も高濃度になった。 

第２節 産業廃棄物の焼却時における NOx の排出挙動 
 産業廃棄物焼却炉からの NOx 排出量が全発生量に占める割合は、自動車、工業炉、ボイラなどの

発生源に比較してそれほど大きくはない。しかし、産業廃棄物の最終処分場の残余年数が全国平均で

3.7％（2000 年）という厳しい状況の中では焼却処理に頼らざるを得ないことから、NOx の排出抑

制に関する研究は可能な限り必要とされる。 
 そこで、産業廃棄物焼却炉からのNOx 発生特性および燃焼管理による排出抑制法を検討するため、



焼却処理されることが多い有機性汚泥、廃油・廃液の各焼却炉について NOx の排出挙動を調査研究

した。 
 
２．１ 汚泥焼却炉における NOx の排出挙動 
 
  2.1.1 調査対象施設 
 使用頻度の多いロータリーキルン式焼却炉を中心に、8 施設について調査を行った。施設の概要を

表 3-9 に示す。これらの施設では下水汚泥、廃水処理後の汚泥などを焼却していた。また、いずれの

汚泥も水分含有量が多く低位発熱量が 900 kcal/kg 以下と自燃できないために、全ての施設でバーナ

による助燃料（油、ガス）の燃焼を行っていた。 
 なお、NOx、O2

 
およびHCN濃度の測定方法は、都市ごみ焼却炉の場合と同じである。 

 

      



 
 

表 ３－９ 調査施設の概要 
調査施設 No. 炉   形   式 処 理 能 力 （kg/h） 助   燃   料 乾き排ガス量 （m3N/h） 
１ ロータリーキルン 1,100 Ａ重油 25,000 
２ ロータリーキルン 820 Ｃ重油 11,000 
３ ロータリーキルン 500 Ｃ重油 10,000 
４ ロータリーキルン 2,500 廃油 30,000 
５ ロータリーキルン 1,900 灯油 16,600 
６ ロータリーキルン 900 灯油 8,500 
７ 噴霧燃焼 450 オフガス 4,000 
８ 噴霧燃焼 1,500 Ａ重油 5,300 
 
 

表 ３－１０ 施設の稼働状況と排ガス測定の結果 
調査施設 No. 焼却量 （kg/h） 負荷率 （％） 炉内温度 （℃） O2 NOx 濃度（ppm）  濃度（％） ＨＣＮ濃度（ppm） 

１ 500 45 700 14.5 46 1.38. 
２ 290 35 880 17.1 15 ＜0.02 
３ 300 60 780 15.3 23 ＜0.02 
４ 2,500 100 680 9.2 95 88 
５ 1,900 100 700 13.2 112 ＜0.02 
６ 700 78 680 13.8 55 12.5 
７ 200 44 730 16.8 23 ＜0.02 
８ 1,350 90 700 14.4 94 82 

 



2.2.2 調査結果と考察 
調査時における施設の稼働状況とNOx、O2濃度の測定結果を表 3-10 に示す。表から明らかなよう

に、汚泥焼却の場合のNOx濃度は予想したよりも低く、最高濃度は実測値で 112ppmであった。燃焼

時に生成するNOxのうち、Thermal NOxの生成量は熱負荷に比例するが、Fuel NOxはほとんどが影

響を受けない19)。そこで、汚泥の燃焼時におけるNOxの生成特性を把握するため、NOx濃度（O2

図 3-16 に示したように、NOx 濃度が熱負荷に比例していることから、汚泥の燃焼で生成する NOx
は大部分が Thermal NOx で占められているものと考えられる。また、燃焼熱量の内訳を見てみると、

表 3-11 に示したように、燃焼熱量の大部分が助燃料によるものであり、Thermal NOx は助燃料の

火炎によって生成されていることが示唆された。 

 12％
換算値）と燃焼室容積熱負荷との関係を調査した。 

 
表 ３－１１ 燃焼熱量の内訳           （単位：104

調査施設 No. 
  kcal/h） 

汚泥の燃焼熱量 助燃料の燃焼熱量 合    計 
１ 82 330 412 
２ 93 114 207 
３ 150 57 207 
４ 884 240 1,124 
５ 77 373 450 
６ 145 301 446 
７ 27 132 159 
８ 63 362 425 

 
汚泥中には、3～10％の窒素分が含まれているので18)、焼却時にFuel NOxやそのほかの窒素酸化

物（たとえば、N2

 

Oなど）およびHCNなどが生成する可能性が高い。この調査結果から、Fuel NOx
の生成量は少ないことが明らかとなったが、表 3-10 に示したように、施設によっては高濃度のHCN
が発生していた。 

２．２ 廃油・廃液焼却炉における NOx の排出挙動 
 噴霧燃焼式焼却炉を中心に 5 施設について調査を行った。施設の概要を表 3-12 に示す。調査した

施設では、窒素分の含有量が多い廃油等を焼却している施設も含まれていた。また、低位発熱量が高

く、燃焼時に助燃料を必要としない施設もあった。 
 
 2.2.1 調査結果と考察 
 調査時における施設の稼働状況とNOx、O2濃度の調査結果を表 3-13 に示す。廃油・廃液の焼却時

に生成するNOxは汚泥焼却の場合とは異なり、燃焼条件等によって高濃度となった。この原因とし

ては、高温燃焼によるThermal NOxの増加のほかに、廃油・廃液中の窒素分によるFuel NOx生成量

の増大などが考えられる。そこで、高濃度のNOxが排出されていた表 3-13 の施設No.9、11 につい

て、燃焼条件の変更時におけるNOx濃度の増減を測定して、得られたデータからNOxの排出状況を

検討した。 



 
 
 
 

表 ３－１２ 調査施設の概要 
調査施設 No. 炉   形   式 処理能力 （kg/h） 助  燃  料 乾き排ガス量 （m3N/h） 

９ 噴  霧  燃  焼 8,000 オフガス 40,000 
１０ 噴  霧  燃  焼 1,400 灯 油 6,600 
１１ 噴  霧  燃  焼 480 な し 3,500 
１２ 噴  霧  燃  焼 500 Ａ重油 3,200 
１３ 噴  霧  燃  焼 860 な し 5,000 

 
 
 
 

表 ３－１３ 施設の稼働状況と排ガス測定の結果 
調査施設 No. 焼却量 （kg/h） 負荷率 （％） 炉内温度 （℃） O2 NOx 濃度（ppm）  濃度（％） 

９ 4,260 53 920 12.0 640～735 
１０ 1,180 84 900 9.8 155～169 
１１ 480 100 1,100 4.3 1,250～1,500 
１２ 500 100 600 10.8 30～38 
１３ 700 81 700 10.2 170～220 

 



（１） 調査施設 No.9 
  この焼却炉では、表 3-14 に示したように、青酸ガス、有機ニトリルなど高濃度の窒素分を含む

廃棄物を燃焼している。この施設では、バーナの噴霧位置およびバーナの改造によって燃焼条件を変

えた。バーナ改造前後の噴霧位置等を図 3-17 に示す。バーナ改造の目的は、①排ガスである青酸ガ

スと助燃ガスを混合して燃焼し、青酸ガスの燃焼域を低酸素状態にすると同時に、青酸ガスの熱量を

有効利用して省エネルギーを図る。②廃油（軽質油）バーナを新たに設置して分解効率を高めること、

の 2 つである。なお、火炎温度はバーナの改造前後でほとんど変化がなく 1,000～1,100℃であった。 

   
 

表 ３－１４ 調査施設 No.９で焼却している廃棄物 
焼 却 物 質 容     量* 組     成 低位発熱量 

助燃ガス 200 m3N H2       12% /h 
CH4      72% 
C1～C3   16% 

 
8,360 kcal/ m3N 

排ガス 400  kg/h 青酸   100% 5,670 kcal/kg 
廃  液 550  kg/h 有機ニトリル 25% 

水      75% 
1,300 kcal/kg 

廃  水 1,000 kg/h 有機化合物 20～30% 
水     80～70% 

700 kcal/kg 

注）：＊ バーナ１基当たりの最大容量 



   
 
 バーナ改造前後における燃焼熱量とNOx濃度（O2 12％換算値）の関係を図 3-18 に示す。図から

明らかなように、バーナの改造によってNOx濃度（O2 12％換算値）が 800 ppm前後から 100 ppm
に約 90％も減少した。また、改造前後における排ガス中のO2

 バーナの改造で変化した燃焼条件のうち、もっとも大きな変化は燃焼域がより低酸素状態になった

ことである。煙突上部で計測した排ガス中のO

濃度は 12.0％から 9.0％になり、3％低

くなった。ただし、燃焼熱量が増加してもNOx濃度は変わらなかった。 

2

 なお、バーナの改造後にばいじん濃度の著しい増加は認められなかった。 

濃度が改造により 3％低くなったが、青酸ガス等の

燃焼域はさらに低酸素状態になっていると考えられる。都市ごみ焼却炉の基礎実験で明らかになった

ように、低酸素燃焼によってFuel NOxのほかにThermal NOxの低減も生ずる。しかし、この施設で

はNOx濃度と燃焼熱量の間に相関が認められなかったことから、Fuel NOxの低減によってNOx濃度

が低下したものと考えられる。 

 
（２） 調査施設 No.11 
この焼却炉では、 

① 水分を多量に含む廃液（窒素分 0％）-----------------------------------自燃不可能 
② 水分を含まない有機系廃液（測定時窒素分 3％）--------------------自燃可能 

の 2 種類の廃液を燃焼している。そこで、表 3-15 に示したように、廃液の噴霧量および燃焼空気量

を変更して NOx 濃度を測定し、排出挙動を検討した。燃焼実験の期間における NOx の連続測定値

を図 3-19 に示す。 





 
 
 
 
 
 
 
 

表 ３－１５ 調査施設 No.１１における燃焼条件の変更内容 
条件の番号 Ⅰ1 Ⅰ2 Ⅰ3 Ⅰ4 Ⅱ1 Ⅱ2 Ⅱ3 Ⅲ1 Ⅲ2 Ⅳ1 Ⅳ2 Ⅴ1 Ⅴ2 Ⅴ3 Ⅴ4 Ⅴ5 

含水系廃液の 
 焼却量（L/h） 
燃焼用空気量 
 （m3N

0 

/h） 

 
1,100 

 

0 
 

900 
 

0 
 

700 
 

0 
 

500 
 

300 
 

1,100 
 

300 
 

1,100 
 

300 
 

1,100 
 

350 
 

1,100 
 

350 
 

1,100 
 

250 
 

1,100 
 

250 
 

1,100 
 

350 
 

1,100 
 

350 
 

1,100 
 

350 
 

1,100 
 

350 
 

1,100 
 

350 
 

1,100 
 

有機系廃液の 
 焼却量（L/h） 
燃焼用空気量 
 （m3N

450 

/h） 

 
1,800 

450 
 

2,000 

450 
 

2,200 

450 
 

2,400 

300 
 

1,900 

300 
 

1,600 

300 
 

1,400 

250 
 

1,400 

250 
 

1,250 

350 
 

1,600 

350 
 

1,700 

200 
 

1,100 

200 
 

1,300 

200 
 

1,200 

200 
 

1,170 

200 
 

1,100 

 



 なお、この施設では廃液の燃焼過程で HCN、炭化水素が生成しないように、炉内温度を常に

1,100℃で一定にしている。 

   

      
 表 3-15 のⅠ1からⅠ4までの燃焼条件、すなわち燃焼用空気を変えて有機系廃液だけを燃焼したと

きのO2濃度とNOx濃度の関係を図 3-20 に示した。この結果、低酸素燃焼により 100 ppm程度NOx
が低減されることがわかった。次に、Ⅴ1からⅤ5までの燃焼条件、つまり水分を含む廃液の燃焼状態

を一定にして、空気量および噴霧量を変えて有機系廃液を燃焼したときのO2濃度とNOx濃度の関係



を図 3-21 に示した。この場合も、低酸素燃焼によってほぼ 100 ppm NOxが低減された。したがっ

て、この施設におけるNOxの低減は有機系廃液の低酸素燃焼によるためと考えられる。またNOx濃
度の低下は、燃焼している有機系廃液中の窒素分が 3％と高いことから、主にFuel NOxの低減効果

によるものであろう。さらに、図 3-20 と図 3-21 との比較から、有機系廃液の単独燃焼に比べて両方

の廃液を一緒に燃焼したときの方がNOx濃度は低かった。これは、水分を含む廃液の燃焼では蒸発

潜熱が大きいので、燃焼域の火炎濃度が低下してThermal NOxが低減するためと考えられる。 

      

第３節 下水汚泥の焼却時におけるN2

 人為的な発生源から排出されるN
Oの排出挙動 

2Oについては、これまでボイラ20,21)、自動車排ガス22,23)、火力発

電所の発電ボイラ24)および廃棄物焼却炉25-27)における測定結果が報告されている。また、Moritomi
ら28)は石炭の流動層燃焼におけるN2Oの生成機構を検討し、N2Oの生成には燃焼温度の寄与が大き

いことを確認している。Hupaら29)およびSoete30)も燃焼過程におけるN2

これまで、汚泥焼却炉、都市ごみ焼却炉などの廃棄物焼却炉関係については、N

Oの生成について実験的に

論証している。 
2Oの排出挙動が

ほとんど検討されていない。特に、廃棄物焼却炉では性状や組成が不均一なことが多いため、燃焼過

程が複雑となることから、これまで報告されているN2

そこで、燃焼の過程で高濃度のN

Oの生成機構がそのまま適用可能かどうか明

らかではない。 
2Oが生成される下水汚泥焼却に焦点を当て、電気炉を用いた基

礎的な燃焼実験により、下水汚泥の焼却にともなうN2Oの排出挙動を検討した。また、実稼働の下

水汚泥焼却炉についてもN2

 

Oの排出挙動を調査研究し、燃焼実験で得られた結果との整合性につい

ても検討した。 

３．１ 電気炉による燃焼実験 



ここでは、電気炉を用いて下水汚泥の燃焼時におけるN2

 

Oの生成について検討した結果を報告す

る。 

3.1.1 実験方法 
図 3-22 に示した装置を用いたN2

なお、この実験では燃焼にともなう排出割合、窒素（N）バランスによる物質収支について検討し

た。 

Oの生成実験では、乾燥した 3 種類の下水汚泥（窒素分含有量 4.6
～5.3％）0.2 gを試料皿に入れ、温度 600、700、800、900℃のいずれにかに保った燃焼管内に挿入

し、純空気を 0.2～0.4 L/minの流量で流しながら、それぞれ 10 分間燃焼させ燃焼ガスを測定した。

この場合、燃焼実験は同一条件で 2 回行った。 

 
 3.1.2 測定項目と試料採取方法 
 燃焼ガス中のN2O、HCNおよびNOxを測定した。このうちN2Oの試料採取については、採取容器

の中で排ガス中のNOx、SOｘおよび水分により、二次的変性（Artifact）でN2Oが生成してしまう

ことをMuzioら31)およびLyonら32)が指摘している。そこで、試料採取ではArtifactによるN2

 なお、採取したN

Oの生成

を防ぐため、前処理として過塩素酸マグネシウムとソーダアスベストをそれぞれU字管に詰めたもの

を使用して、燃焼ガス中の水分とSOxを除去した後にマイラーバッグで捕集した。 
2

 
OはECD-GC装置により分析した。分析条件は以下のとおりである。 

       ガスクロ      島津 GC-14A 
              検 出 器            ECD63

       充 填 剤            Porapak-Q 80-100 mesh 
Ni 10mCi 

              カ ラ ム            Glass 3mm (I.D)×2m 
       温  度      Column 50℃  De. 320℃ 
              キャリア-ガス    N2

 
  20mL/min  

また、NOx、HCN の測定、分析方法はそれぞれ以下の方法で行った。 
     NOx          JIS K 0104     化学発光法 
     HCN          JIS K 0109     4-ピリジンカルボン酸―ピラゾロン法 



 
 3.1.3  N2

 電気炉を用いた実験では、N
Oの熱分解実験 

2Oの生成のほかに熱分解についても検討した。この実験では、図 3-22
に示した電気炉のほかに、燃焼管内におけるガスの滞留時間を変えるため、石英管の内径が 56mm
（図 3-22 の 1.75 倍）、加熱ゾーンの長さが 90cm（同 3 倍）の電気炉を使用して行った。ここでは、

既知濃度のN2Oガス（N2バランス）を 0.4 L/minの流量で 600～1,000℃の各温度に保たれた電気炉

の加熱ゾーンを通過させ、通過前後のN2

 なお、熱分解実験も同一条件で 2 回行った。 
O濃度から分解率を算出した。 

 
 3.1.4 実験結果と考察 
 
（１） 汚泥の燃焼実験 
 Hupaら29)は、630～1,000℃の温度範囲では以下に示したガス層の均一反応により、燃焼炉内で生

成したHCNからN2

     HCN ＋ O   → NCO ＋ H            (R1） 
Oが生成され、その生成量はHCN濃度と正の相関があると報告している。 

     HCN ＋ OH → CN  ＋ H2

     CN  ＋ O
O            (R2) 

2

          NCO ＋ NO → N
  → NCO ＋ O            (R3) 

2

また、Hulgaad
O ＋ CO            (R4) 

33)およびHulgaadら34)によると、同じ温度範囲でHCNとNH3の酸化を行った場合、

HCNからN2Oへの生成量はNH3からの生成量よりも約 1 オーダー高くなること、さらにSoete30,35)は、

燃焼によるN2

 
Oの生成ではHCN濃度と強い相関があることを指摘している。 

       





 
 
 
 
 
 

表 ３－１６ 燃焼実験の結果 
実 験 No. 燃焼温度（℃） 空気比（平均値） ＨＣＮ排出割合（mg/g） N2 NOx 排出割合（mg/g） O排出割合（mg/g） Ｎ含有（％） 

Ⅰ 600 
700 
800 
900 

 
約 1.5 

18.4 
15.1 
14.5 
20.6 

6.85 
18.5 
12.7 
3.23 

未測定 
未測定 
未測定 
未測定 

 
5.29 

Ⅱ 600 
700 
800 
900 

 
約 2.0 

19.6 
14.4 
12.6 
18.8 

10.3 
24.5 
14.2 
5.25 

1.20 
0.50 
0.60 
1.38 

 
4.65 

Ⅲ 600 
700 
800 
900 

 
約 2.0 

18.9 
12.8 
12.2 
17.8 

9.90 
16.7 
11.8 
5.08 

1.50 
0.50 
0.50 
0.85 

 
4.61 

 



 そこで、汚泥の燃焼実験では汚泥焼却炉の燃焼温度範囲である 600～900℃において、N2O、HCN
およびNOxの排出割合を検討した。結果を表 3-16 に示す。また各排出割合のうち、N2OとHCNと

の関係を図 3-23 に示す。図から明らかなように、HCNが 600℃と 900℃の時に排出割合が高くなる

のに対してN2Oではその逆になるなど、N2OとHCNの排出割合は負の相関を示しており、HCNから

のN2O生成を示唆する結果が得られた。さらに、N2Oの排出割合は 700℃の時に最大となった。こ

の結果はSoete35)が報告している温度（725℃近辺）と同様であり、N2

 燃焼実験（Ⅰ～Ⅲ）では、空気比（平均値）を約 1.5（実験Ⅰ）および約 2.0（同Ⅱ、Ⅲ）の範囲

で行ったが、Hulgaadら

Oの生成量が 700℃近辺の時

に最大になることが推定された。 

33)が行ったHCNの酸化実験と同様に、燃焼時の空気比が高いほどN2

 次に実験Ⅱ、Ⅲの結果から、汚泥中のN分含有率を 100％として、燃焼生成物であるHCN、N

Oの排

出割合が高くなる傾向が見られた。 
2O

およびNOx（NOとして計算）のN含有率（平均値）を図 3-24 に示す。図 3-24 から明らかなように、

700℃の時にN2OのN含有率は 30％以上と最大値を示した。また、各燃焼温度におけるN2

     

OとNOx
を合計したN含有率は 9～34％であった。 

 
 N2Oの生成経路として、石炭を用いたN2Oの燃焼生成実験から、これまでに以下の４つがあげら

れる29,30,35,36)

① 発分 N の HCN/NCO 経由の気相反応 
。 

② har-N からの HCN/NCO 経由の気相反応 
③ har-N の酸化による直接生成 
④ har-N と生成 NO による間接生成 

ここでは、①、②については前記したR1～R4 の気相における均一反応である。また③、④では、以



下に示したようにChar-Nが酸化される際にN2

      (-CN) ＋ (-CNO) → N
Oが生成されるgas-solidによる不均一反応である。 

2

            (-CN) ＋ NO     → N
O ＋ 2(-C)            (R5) 

2

このうちR6 の間接生成では、図 3-24 に示したように、N
O ＋ (-C)              (R6) 

2Oが必ずしもNOxの減少にともなって増

加しているわけではないことから、生成寄与は小さいものと考えられる。R5 の直接生成については、

Soete30)の行った実験から、Char-Nの酸化によるNO、N2Oの生成寄与率の尺度となるNOとN2

 以上のことから、汚泥の燃焼にともなって排出されるN

Oを

合計したN含有率が 30～70％であったと報告されている。今回の汚泥燃焼実験ではNOx濃度が低い

こともあって、この値が 9～34％であり、Soeteの場合の 30～70％よりも値がかなり小さかった。 
2

 

Oは、主にHCN/NCOを経由した均一反応

とChar-Nの酸化による直接生成の両方により生成されている可能性が大きいと考えられる。 

（２）  N2

 N
Oの熱分解実験 

2Oガスの濃度、電気炉の温度およびガス滞留時間を変化させたときに熱分解されるN2Oの割合

を示したのが図 3-25 である。図から明らかなように、N2Oの分解率は特に温度が 800℃以上になる

と温度に比例して急激に高くなった。また、この分解率はガス滞留時間に比例しており、滞留時間が

38 秒以上では 900℃でほぼ 100％分解した。さらに、温度が 900℃以下では、N2

     

Oガスの濃度が高

いほど分解率が高くなった。 

 
 これまでの研究から、燃焼で生成したN2Oは温度が 800℃以上の高温になるとHおよびOHラジカ

ルの濃度が高くなるため、以下の反応によりN2Oが分解されると報告されている28,34)

      N
。 

2O ＋ H → N2

            N
 ＋ OH               (R7) 

2O ＋ OH → N2 ＋ HO2 

HおよびOHラジカル濃度は温度に比例し、ガス滞留時間が長いほどR7とR8に反応が増進される。 
            (R8) 



 したがって、N2

 
Oの熱分解は主にR7、R8 の反応によって生ずるものと考えられる。 

３．２  実稼働炉の汚泥焼却炉におけるN2

 ここでは、実稼働の汚泥焼却炉についてN
Oの排出挙動 

2Oの排出挙動を調査研究し、電気炉による実験で確認

した結果との整合性のほかに、N2

 
O以外の汚染物質との関係などを検討した。 

 3.2.1 調査対象施設 
 調査施設の概要を表 3-17 に示す。実稼働炉の排ガス測定では、特に焼却処理量が多い下水汚泥焼

却炉について実施した。また炉の形式では、ほかの炉と比べてN2Oの排出濃度が高い25)

 

流動床炉を中

心に行った。 

表 ３－１７ 調査施設の概要 
調 査 施 設 No. 焼  却  対  象  物 炉   形   式 焼  却  能  力 

１ し尿汚泥 回転炉床式 0.5 t/24h 
２ 下水汚泥 流動床式 100 t/24h 
３ 下水汚泥 流動床式 60 t/24h 
４ 下水汚泥 流動床式 120 t/24h 
５ 下水汚泥 流動床式 70 t/24h 

 
 施設 No.2、3 では、乾燥汚泥と脱水汚泥を混合して水分量を約 20％に調整した後、焼却を行って

いる。これに対して、施設 No.4、5 では高分子凝集剤を用いて汚泥の処理を行い、その後脱水して

水分量を約 70％に調整して焼却している。 
 

3.2.2  N2

 汚泥焼却炉からの試料採取は、施設No.1、2、4、5 は排ガス処理施設の前、施設No.3 では排ガス

処理施設の後でダクトに付設したフランジより行った。また、N

Oの測定方法 

2

 

O排出濃度の測定は、連続測定値

のクロスチェックを兼ねたグラブサンプリングと連続測定の両方で行った。 

（１）  グラブサンプリングによる測定 
 測定中にArtifactによるN2

 

Oの生成を防ぐため、燃焼実験の場合と同様に、前処理として過塩素酸

マグネシウムとソーダアスベストを使用して試料採取を行った。試料採取の概略フローを図 3-26 に

示す。試料採取後の分析はECD-GC装置で行った。 

（２） 連続測定 
 N2Oの連続測定は、UMT-1E型（大阪酸素工業）の赤外線吸収方式によるN2O分析計を用いて行

った。この方式では、CO2、CH4

 N

、COなどの共存によって干渉される可能性があるため、これら干

渉ガスを除外するための前処理方法について検討した。 
2O分析計について、COなどの干渉ガスによる影響試験の結果を表 3-18 に示す。この分析計で

は、CO、NO、C3H8はほとんど影響を受けないが、特にCO2、CH4によって強く影響されており、



指示値が大きくプラス側に変化した。 
  

 

 
表 ３－１８ 干渉ガスによる影響試験の結果 

干  渉  ガ  ス 濃     度 表 示 値 の 変 化 
CO2 5.14 % （窒素バランス） 

9.98 % 
+43.0 ppm 
+79.5 ppm 

CO2（N2O 240ppm, O2

（N
 10％） 

2O 240ppm, O2

（N
 10％） 

2O 240ppm, O2

10.0 % 

 10％） 
10.0 % 
10.0 % 

+54.0 ppm 
+66.0 ppm 
+72.0 ppm 

CO（窒素バランス） 404 ppm 
990 ppm 

4,050 ppm 

+0.5 ppm 
+1.0 ppm 
+5.0 ppm 

NO（窒素バランス） 95.8 ppm 
1,000 ppm 

0.0 
+0.5 ppm 

CH4 210 ppm （窒素バランス） 
790 ppm 
9.95 % 

+3.0 ppm 
+11.0 ppm 
+430 ppm 

C3H8 127 ppm （窒素バランス） 0.0 
 
 実稼働している汚泥焼却炉では、これまでの測定結果から排ガス中のCO2濃度が 10％前後であり、



CH4については 50ppm以下であることが多い。したがって、汚泥焼却炉でN2Oを測定する場合には、

前処理によりCO2を除去する必要がある。そこで、N2O分析計を用いた連続測定では、図 3-27 に示

したように、前処理としてソーダライムとソーダアスベストをU字管に詰めたものを分析計の前に接

続し、事前に排ガス中のCO2

 なお、実際の連続測定では測定の前と終了時に 10％のCO
を除去した。 

2を含むN2O標準ガスを用いて分析計の

キャリブレーションを行い、前処理によりCO2

 また、この調査ではN
が除去されていることを確認した。 

2OのほかにHCN、NOx、O2についても測定を行った。これらガスの測定方

法は、これまでに報告した方法と同じである。 

 
 
 3.2.3 調査結果と考察 
 焼却炉の排ガス測定結果を表 3-19 に示す。また、N2O、NOx、O2濃度を同時に連続測定した施設

No.2、4 について、N2O、NOx、O2

     

濃度の経時変化をそれぞれ図 3-28、3-29 に示す。ここで施設

No.4 においては、同じくN分量が約 13 kg/t（汚泥）であった。 

 



      
汚泥の焼却時におけるN2

施設 No.4 では含水率（約 70％）が高いために炉内で乾燥後に燃焼が始まり、燃焼が B 施設に比べ

て穏やかに行われるため、濃度変動が小さくなっている。ただし、NOx 濃度については両施設とも

ほとんど変動がなかった。 

O濃度等の経時変化をみてみると、含水率（約 20％）が低い汚泥を焼却し

ている施設No.2 の場合、炉内投入後ただちに燃焼が始まるため濃度変動が大きい。これに対して、 

この 2 施設の調査では、燃焼実験で得られたN2O生成に関する知見について実稼働炉との整合性

を確認するため、それぞれ 3 回ずつ（施設No.2 試料 1～3、施設No.4 試料 4～6）HCNの同時測定を

行った。結果を表 3-20 に示す。HCNの試料採取は 30～40 分かけて行ったため、測定中にN2O濃度

が変動した。そこで、表 3-20 にはHCN測定時間内でのN2

  

O平均濃度と濃度変動範囲の両方を示した。 

 
     



 
   

 



 
 
 
 
 

表 ３－１９ 排ガス測定の結果 
調査施設 No. 燃焼温度 （℃） 炉頂温度 （℃） N2 NOx 濃度（ppm） O濃度（ppm） O2 N 濃度（％） 2O排出割合（g/t） 

１ 750～850 ――― 50.7 未測定 未測定 227 
２ 710～770 770～810 270～600 7～9 7.0～10.5 580～1,530 
３ 760～790 840～850 140～290 8～25 12.3～13.7 684～1,510 
４ 730～780 830～840 100～320 9～11 6.8～8.3 275～886 
５ 780～820 850～890 45～150 7～10 8.0～9.0 101～307 

 
 

表 ３－２０ 汚泥焼却にともなうＨＣＮ排出濃度 
試    料  No. 燃 焼 温 度 （℃） ＨＣＮ濃度 （mg/m3N N） 2

  平  均  値       範     囲 
O  濃度  （ppm） 

１ 
２ 
３ 

790～800 
800～820 
790～800 

0.08 
4.60 
4.13 

        540 
        390 
        510 

       515～600 
       275～560 
       440～600 

４ 
５ 
６ 

840～850 
840～850 
830～840 

0.30 
0.32 
0.22 

        225 
240 
280 

       190～280 
       210～290 
       230～320 

 



 図 3-28 に示したように、特に施設No.2 の試料No.2,3 はHCN測定時のN2O濃度変動が大きいため、

計測されるHCN濃度はN2Oの変動範囲内での平均値となる。加えて、N2OおよびHCNの生成濃度は

温度依存性が大きいが、今回調査した施設No.2、4 では測定期間中の温度が近接しており、測定時の

濃度差がほとんどなかった。このため、N2

 また、図 3-30 に示したように、施設No.2 については燃焼時の空気比が高くなるほどN

OとHCN濃度との相関が燃焼実験の時ほど明確にならな

かったと考えられる。 
2O濃度が高

くなり、N2OとO2濃度との間に強い相関が認められた。さらに、両施設ともNOx濃度がほとんど変

化していない条件でN2

 N
O濃度が増加することが多かった。 

2O濃度と燃焼温度等との関係については、図 3-31,3-32 に示したように、施設No.2、4 とも強い

負の相関があった。これは、生成したN2

 以上により、実稼働の汚泥焼却炉における測定結果から、実稼働炉においても燃焼実験で確認され

た汚泥中のN分によるN

OがHおよびOHラジカルとの反応により熱分解されたため

と考えられる。 

2

 表 3-19 に示したように、下水汚泥の焼却にともなうN
O生成プロセスなどの挙動を示すことが示唆された。 

2O排出濃度は、これまで調査された都市ご

み焼却炉での測定値（最大値 78ppm）25)および石炭を燃料とした流動層燃焼発電ボイラにおける測

定値（最大値 116ppm）37)と比べて高濃度であった。特に施設No.2、4、5 の流動床炉による汚泥の

還元二段燃焼では、NOx濃度が 10ppm前後と低濃度であったが、逆にN2

 この原因としては、第一に燃料および焼却物中のN分含有率の違いが考えられる。まず、ごみ焼却

炉で焼却される一般ごみ中のN分については根本ら

Oは最大で 600ppmと極め

て高濃度であった。 

38)の調査によると平均で 0.46％となっており、さ

らに各種石炭に含まれているN分は 1～2％の範囲である39)。これに対して、下水処理場での脱水汚

泥は、平岡ら18)の調査結果によると平均で 3～10％とほかの燃料および焼却物と比べて非常に高い値

となっている。これまでに計測された各種発生源からのN2O排出濃度はN分含有率に比例してお

り20-27)、燃料および焼却物中のN分によるN2

 第二に汚泥の燃焼温度が上げられる。表 3-19 から明らかなように、焼却炉の燃焼温度の目安にな

る流動砂の上部温度が 712～815℃であり、N

O生成プロセスを裏付けている。 

2Oが生成されやすい温度で汚泥が焼却されている。特

にB施設では、流動砂の上部温度が 712～765℃とN2Oの生成量が最大となる温度にもっとも近く、

しかも炉頂温度が最大で 812℃と低くて熱分解される割合が少ないために、高濃度のN2

 さらに、流動床式の下水汚泥焼却炉では、焼却にともなう汚泥中N分からのN

Oが排出され

たものと考えられる。 
2Oへの変換率は 1.6

～8.0％であった。これまで、流動層炉における石炭燃焼でのChar-Nへの酸化によるN2Oへの変換は

それぞれ 1～6％40)、5～10％41)および約 1.5％42)と報告されており、汚泥中Nの変換率がChar-Nの酸

化による変換率と同程度であった。燃焼過程におけるN2Oの生成は、このChar-Nの酸化による直接

生成のほかに、HCN/NCOを経由した均一反応によるものがある。しかし、Soete30)によると、①

Char-Nの酸化でN2Oが生成される場合、HCN/NCOの均一反応によるN2Oの生成が阻害される。②

500～1,000℃の温度範囲では、均一反応によるN2Oの生成量は極めて少ないと予想される。 こと

などから、汚泥焼却にともなうN2

 

Oの生成については、Char-Nの酸化による生成寄与が大きいと考

えられる。 

 



第 4 節 都市ごみの焼却時におけるN2

 現在処理されている各種廃棄物のうち、都市ごみは全国平均で排出量の約 82％が焼却処理されて

いるなど、その焼却量は下水汚泥よりも多い。また都市ごみ焼却では、使用する焼却炉の形式や燃焼

方法が下水汚泥焼却炉に比べて多種多様で複雑であることから、焼却にともなうN

Oの排出挙動 

2

  これまで廃棄物焼却炉

Oの排出挙動も

下水汚泥の場合とは異なっているものと考えられる。 
25-27)についてN2O濃度測定の結果が報告されている。このうち岩崎ら27)は、

燃焼施設からのN2O生成は燃料中のN分含有率に依存していると報告した。また最近では、上野ら43)

が都市ごみ焼却炉から排出されるN2O濃度は焼却炉の炉内温度に大きく依存していると報告してお

り、汚泥焼却炉に関する調査で得られた結果と類似した傾向が認められている。しかし、都市ごみ焼

却炉については、焼却炉の燃焼条件や炉形式に関連したN2Oの詳細な排出挙動およびその生成機構

などが未だ不明である。そこで、都市ごみ焼却炉 4 施設について、炉の形式別に各燃焼条件におけ

るN2

 
Oの排出挙動を検討した。 

４．１ 調査方法 
 
 4.1.1 調査対象施設 
 階段火格子および流動床式の都市ごみ焼却炉 4 施設を調査し、各燃焼条件におけるN2

 

Oの排出挙

動を検討すると同時に、排出割合も算出した。測定した施設の概要を表 3-21 に示す。 

 
表 ３－２１ 調査施設の概要 

調査施設 No. 炉   形   式 焼 却 能 力 ば い 煙 処 理 装 置 
６ 階段火格子式（連続） 150 t/24h 消石灰噴霧 

バグフィルタ 
触媒式脱硝装置 

７ 階段火格子式（連続） 75 t/24h 消石灰噴霧 
電気集塵装置 

排ガス循環による脱硝 
８ 流動床式（連続） 98 t/24h 消石灰噴霧 

電気集塵装置 
９ 流動床式（バッチ） 15 t/24h 消石灰噴霧 

電気集塵装置 
 
 
4.1.2 N2

 N
Oの測定方法 

2

 

O排出濃度の測定は、汚泥焼却炉の場合と同様に、マイラーバッグを用いたグラブサンプリン

グおよび赤外線吸収方式による連続測定の両方で行った。 

 





 
 
 
 
 
 

表 ３－２２ 排ガス測定の結果 
調査施設 No. 稼働条件 燃焼温度（℃） N2 NOx 濃度（ppm） O濃度（ppm） O2 CO 濃度（ppm）  濃度（％） N2O排出割合（g/t） 

 
６ 

立ち上げ 
通常燃焼 
埋  火 

360～760 
750～970 
740～320 

4.4～20.0 
3.0～10.0 
3.0～16.2 

33～～111 
87～143 
90～136 

11.6～17.8 
9.3～11.4 
11.9～19.0 

10～730 
60～250 

80～1,500 

115～523 
36～119 
66～357 

７ 通常燃焼 780～980 4.0～24.0 60～115 7.6～14.0 50～540 40～220 
 
８ 

立ち上げ 
通常燃焼* 
埋  火 

340～350 
750～790 

785 

11.2～30.5 
36.2～71.9 

31.5 

18～60 
92～115 

90 

13.2～20.0 
14.5～14.8 

14.5 

700～1,100 
80～300 

200 

241～552 
472～831 

392 
 
９ 

立ち上げ 
通常燃焼 
通常燃焼* 
埋  火 

800～850 
830～870 
820～890 

750 

7.0～78.0 
4.0～49.0 
5.0～140 

5.0 

63～100 
60～130 
75～130 

75 

10.0～18.0 
11.0～18.0 
9.5～16.0 

18.0 

100～＞5,000 
50～＞5,000 
100～＞5,000 

2,000 

171～1,910 
99～1,210 
53～1,580 

62 
注）＊ 都市ごみと汚泥の混焼 



 ４．２ 調査結果と考察 
 都市ごみ焼却炉 4 施設の測定結果を表 3-22 に示す。 
 
  4.2.1 炉形式別におけるN2

 表 3-22 から明らかなように、炉形式別では、一般に燃焼温度が低い流動床炉の方が階段火格子式

よりもN

Oの排出状況 

2O濃度が高くなる傾向が見られた。また、不完全燃焼が生じやすく排ガス中のCO濃度が高

いバッチ式の流動床炉からのN2

 なお、排ガス再循環を行っている階段火格子炉（施設No.7）では、通常燃焼時におけるN
O排出割合は、連続式に比べて高かった。 

2

 4.2.2 炉の運転条件別におけるN

O濃度

および排出割合が、同型炉で燃焼温度等の条件が類似しており再循環を行っていない施設No.6 と比

べて高くなった。 
2

 施設No.6 の連続式階段火格子炉について、炉の立ち上げ、通常運転および埋火時におけるN
Oの排出挙動 

2O濃

度を測定した。まず、通常燃焼では、図 3-33 に示したように燃焼温度が 800～1,000℃と比較的高い

ため、N2O濃度は 10ppm以下と低かった。これに対して、炉の立ち上げおよび埋火時は燃焼温度が

800℃以下となるため、N2O濃度が 5～20ppmと高くなった。特に立ち上げでは、図 3-34 に示した

ように 800℃以下の状態でごみ燃焼が継続されるため、炉内温度とN2O濃度の間に明確な負の相関が

認められ、最大濃度である 20ppmを記録した。また、排出割合も通常燃焼時の 3～5 倍高かった。こ

れらは、N2O濃度の温度依存性43,44)

     

を示していると考えられる。 

 
4.2.3 燃焼にともなうN2

図 3-35 に示したように、施設No.9 のバッチ式流動床炉では、明確な相関は認められなかったが、

O

Oの排出挙動 

2濃度の低下にともないN2O濃度が高くなる傾向がみられた。また同施設は、図 3-36 に示したよう

にCO濃度とN2O濃度の間に強い正の相関が認められることから、不完全燃焼によるN2Oの生成を示



唆しているものと考えられる。 

      
都市ごみ焼却炉では燃焼温度が通常 1,000℃以下であり、また不完全燃焼時にHCNおよびCO濃度

がともに高くなる。したがった、都市ごみ焼却炉から排出されるN2Oは、汚泥焼却炉の場合44)

  

と同様

に、HCNを経由して生成されている可能性が強いと考えられる。 

 



  

 
さらに、都市ごみと汚泥を混焼している施設では、表 3-22 に示したように、混焼時のN2O濃度は

都市ごみの単独焼却の時と比べて高濃度となった。これは、汚泥中のN分含有率が都市ごみの約 10
倍も多いことから27)

  

、汚泥との混焼により焼却物のN分含有率が高くなり、HCNの生成量が増加し

たことなどが原因となっているものと考えられる。 

 



図3-37、3-38に施設No.7と施設No.9における排ガス中のNOx濃度とN2O濃度との関係を示した。

データのバラツキが大きいため明確な相関は認められなかったが、通常時の燃焼温度が 780～980℃
とほかの 3 施設に比べて高い施設No.7 の階段火格子炉では、NOx濃度の低下にともないN2

   

O濃度が

高くなる傾向（図 3-37）を示した。 

 
 

   



NCOからN2O、NOへの生成については、3.1.4 汚泥の燃焼実験の考察で示したR4 の反応のほかに、

R9 の反応が提唱されている35)

       NCN ＋ O → NO ＋ CO      (R9) 
。 

 このうちR4 の反応については、燃焼温度が 900℃以下の場合に優勢であるが、900℃以上の高温燃

焼ではR9 の反応の方がR4 の反応より優勢となり、NOの排出濃度が高くなる29)

  また、図 3-39 から明らかなように、燃焼温度とN
。 

2O濃度との間に負の相関が認められ、800℃以

上ではN2O濃度が 5ppm以下になっていた。これは、汚泥の燃焼実験で指摘したように、燃焼温度が

800℃以上の高温になるとHおよびOHラジカルの濃度が高くなるため、N2Oが分解されるためであ

る。このことから、図 3-37 に示されたNOx濃度とN2O濃度の関係は、高温燃焼時におけるR9 の反

応と熱分解を示唆している可能性がある。ただし、焼却炉の運転では炉内の燃焼温度に幅があり、急

激な温度変化も生ずることから、図 3-37 に示したNOxとN2

 N

Oの相関係数も 0.26 と低いため、さら

に検証が必要と思われる。 
2Oの生成経路の一つとなっている気―固反応29,30,35,36)は温度による依存性が大きい。守富ら45)は、

627～727℃の比較的低い温度で作られたChar-Nによる気―固反応では、Char-NからN2Oへの変換

率が 20％と大きな値となるが、800℃以上の高い温度で作られたChar-Nでは温度とともにN2O変換

率が減少することを確認した。このため、一般に流動床炉で焼却されることが多い下水汚泥焼却炉で

は、気―固反応によるN2Oの生成寄与が大きい44)

 これに対して、都市ごみ焼却炉では燃焼温度が 800～1,000℃で運転されているため、汚泥焼却炉

に比べて気―固反応による生成寄与は小さいと考えられる。また、CO、O

。 

2およびNOx濃度とN2O
濃度の相関がほぼ気相反応により説明できることから、都市ごみ焼却にともなうN2Oの生成につい

ては、これまでに報告されている29,35)

 

発電ボイラなどの固定燃焼施設と同様に気相反応による生成寄

与が大きいと考えられる。 

第３章 まとめ 
 廃棄物の組成と燃焼条件の双方により排出挙動が影響されるものとして窒素酸化物（NOx、N2O）

を取り上げた。ここでは実験用プラントおよび電気炉を使用して燃焼実験を行い、廃棄物の燃焼過程

におけるNOx、N2

 

Oの定量的な排出挙動を調査研究した。また、実稼働の焼却炉についても同様な

調査を行い、燃焼実験の結果との整合性についても検討した。 

１）NOx の排出挙動について 
 実験用プラントによる燃焼実験から、Fuel NOxの変換率は燃焼温度が高くなるほど、またO2濃度

が高くなるほど増大することが判明した。ただし、この時のFuel NOx変換率は 1.7～9.3%であり、

化石燃料を燃焼しているボイラの変換率（30%程度）と比べて 1/3 以下と小さかった。また、燃焼域

でのO2

 実験用プラントと炉形式が同じ流動床炉と火格子炉の合計 2 施設の実稼働炉を選定して調査した

結果、実験用プラントでの実験結果と同様に、O

濃度を低くすることによりFuel NOxだけでなくThermal NOxの低減が可能となる。特に

Fuel NOxの低減率はThermal NOxに比べて 2 倍から 5 倍も高かった。 

2濃度とNOx濃度との間に正の相関が認められた。

また、O2濃度の変化にともなうNOx濃度の変動は火格子炉より流動床炉の方がはるかに急激であり、

燃焼方法の違いによる差が顕著に認められた。さらに実稼働炉の場合も、O2濃度を下げることによ

るFuel NOxとThermal NOxを合計したNOx低減効果は、Thermal NOx単独の場合と比べて 3 倍以



上も大きかった。 
 汚泥、廃油・廃液などの産業廃棄物を焼却している実稼働炉に関する調査結果によると、N 分の

含有量が多い廃棄物を高温で燃焼している施設では、NOx 濃度が 800ppm 以上と高かった。これら

の施設では、燃焼実験の場合と同様に、低酸素燃焼により Fuel NOx が大幅に低減するため、効果的

な NOx 抑制対策が可能であることを確認した。 
 
２）N2

 電気炉を用いた汚泥の燃焼実験により、各種燃焼条件におけるN
Oの排出挙動について 

2Oの生成、排出挙動を検討した。

その結果、N2Oは主にNCH/NCOを経由した均一反応およびChar-Nの直接転化による不均一反応の

両方により生成されていると推測された。N2Oの生成量は燃焼温度が 700℃近辺の時に最大となった。

温度が 800℃以上になると、N2

 また、実稼働の汚泥焼却炉についてN
Oの分解率は温度およびガスの滞留時間に比例して急激に高くなった。 

2Oの排出挙動を調査した結果、汚泥中のN分によるN2O生成

プロセスなどを示すことが確認された。実稼働の汚泥焼却炉からのN2

 都市ごみ焼却炉 4 施設について、N

O生成については、Char-Nの

直接転化による寄与が大きいと推測された。 
2Oの排出挙動および排出量を調査した。その結果、燃焼温度

とN2O排出濃度の間に負の相関が認められた。このため、炉の立ち上げや埋火時など、炉内温度が

低いときにN2O濃度および排出割合が高くなった。排ガス中のCO濃度が高い施設の場合、CO濃度

とN2O濃度の間に強い正の相関が認められた。また、燃焼温度が高い施設ではNOx濃度と濃度との

間に負の相関があった。これらのことから、都市ごみ焼却炉からのN2

 

O生成については、気相反応

による生成寄与が大きいと推測された。 
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第4章 廃棄物の最適処理システムの確立 



 
 従来、わが国は最終処分場の確保が困難であることから、焼却を中心に廃棄物処理が行われてきた。

1985 年度以降の都市ごみの焼却率は 70％以上となっており、2000 年度も 77％と効率であるなど、

この傾向は現在も変わっていない。しかし、欧米では「持続可能な発展」に向けて廃棄物の減量化、

資源化を優先させる政策を積極的に進めており、この過程で焼却処理の見直しが行われている。 
 2000 年以降、わが国でも廃棄物処理の今後のあり方について、これまでのように廃棄物を単に焼

却し埋め立てるのではなく、排出抑制と再使用・再利用を進めるとともに、廃棄物を安全かつ適正に

処理する体制を整備することの重要性が認識されてきている。その結果、2000 年度には既に制定さ

れていた「容器包装リサイクル法」および「家電リサイクル法」に加えて、「循環型社会形成推進基

本法」、「建設工事に係わる資材の再資源化に関する法律（建設リサイクル法）」、「食品循環資源等の

再生利用の促進に関する法律（食品リサイクル法）」、「資源の有効な利用の促進に関する法律（新リ

サイクル法）」など、廃棄物の排出抑制と資源化を推進するための法律が制定されている。 
 一方、ダイオキシン類問題に絡んで焼却処理に伴う環境汚染を危惧する声が大きくなり、これまで

の焼却を中心にした廃棄物処理のあり方について再検討することが求められている。このため、ダイ

オキシン類の排出抑制を目的とした広域処理計画の策定に際しても、焼却以外に減量化、資源化など

を含めて、環境負荷の最小化について評価することが必要とされる。また、広域処理計画については、

家庭用パソコンを利用して廃棄物処理システムの最適化をシミュレーションできるソフトが開発さ

れるなど、手頃に検証できる体制が整いつつある。 
 以上のように、廃棄物処理における最適化を評価し、適切な処理システムを確立することは今後の

重要な課題である。ここでは、評価の方法論に加えて、環境汚染、コストなどによる評価方法につい

て、主に海外における取り組みを調査した。また、具体的な評価例として、都市ごみの広域処理を対

象に、焼却、資源化、最終処分などを組み合わせた複数の処理システムを提案し、主に環境汚染物質

を指標にした評価を行った。さらに、都市ごみと産業廃棄物を混合焼却した場合、それぞれの単独処

理と比べた環境汚染物質排出量の増減についても比較検討した。本章では、これらの調査および検討

の内容、結果ならびに考察について述べる。 
 
第１節 最適化処理システムにおける評価 
 欧米では、この分野に関して 20 年ほど前から研究が始められており、評価内容も多方面にわたっ

ている。そこで、ここでは海外で行われている廃棄物処理システムの最適化に関する取り組み状況を

調査した。 
 また具体例として、現在、全国の自治体で行われている都市ごみの広域処理を対象に選び、各種処

理方法を組み合わせた複数の処理システムについて、環境汚染物質を中心に比較評価した。 
 
１．１ 評価の方法 
 方法論に加えて、環境汚染およびコストなどを用いた評価法について、欧米での取り組み状況を調

査した。 
 

1.1.1 最適化の方法論 
 最適化は評価項目が多岐にわたるため、多変量解析などの数値計算を行うのが一般的である。これ

までに報告されているものでは、総合的なものとしてマルチクライテリア評価(MCE)1)～4)、混合積分



プログラム(MIP)5)～10)で行われているほか、コスト評価に関して回帰分析(LRA)11),12)も用いられてい

る。このほか、ダイナミックプログラム(DP)13)、ファジー理論(GFLP)14),15)

 これら一連の評価では、必要とされるプログラムの開発のほかに、仮想のモデル地区における検討

をもとに数値モデルの精度を評価しているものもある

などによる実施例もある。 

12)。また、廃棄物処理施設の建設は特定の地域

に限定されることから、具体的なケース・スタディの検討に用いられることが多いが、国レベルでの

政策モデルに使用するため、あえて施設の建設場所を特定しないで比較検討している方法も見受けら

れる2)

 
。 

1.1.2 評価基準等 
 最適技術の選択で取り上げられている評価基準としては、コスト（経済性）、処理効率、リサイク

ルおよび環境汚染などがある。これらの基準の中では、特にコストと環境汚染が重視される傾向が認

められる。各評価基準に関連した評価項目の範囲は、評価の対象とした廃棄物処理技術の内容によっ

て異なっている。これまで対象となった処理技術は、焼却のほか熱分解、ごみ燃料(RDF)、コンポス

ト、埋立があり、中間処理に絡めた収集ステイションの評価を行っているものもある11)

 処理技術と評価基準の組み合わせでは、ごみの排出源における分別の有無が評価に大きく影響する

場合が多い。これまでに報告されたもので、この点まで含めて検討しているものは数例

。 

2),4)

 

しかなか

った。廃棄物処理技術と評価基準、評価項目の関係を図 4-1 に示す。 

      
1.1.3 評価方法 
評価方法は対象となる評価基準、項目によって大きく異なっている。ここでは、環境汚染、コスト

およびリサイクルの評価について述べる。 



 
（１） 環境汚染評価 
 基本的には、各種発生源からの汚染物質インベントリーをもとに、ライフサイクルアセスメント

(LCA)の研究で提案されているインパクトアセスメント16)を用いて評価する。対象となる汚染物質は、

温暖化ガス、オゾン層破壊物質、酸性雨、発ガン物質など数が多いため、横並びで比較するには重み

づけ係数を乗じて単一数値化を行う必要がある。重みづけ係数の決め方は、排出基準値をもとに行う

DtT法17)のほか、生態影響も考慮したエコインディケータ 9518),19)

 環境汚染物質は、該当する地域によって影響の程度が異なる。廃棄物処理施設の建設では、地域的

な偏りがあることが多い。このため、環境評価を行う場合は、単に濃度だけではなく地域性を考慮し

た数値化が必要となる。 

などがある。表 4-1 にエコインデ

ィケータ 95 で用いられる重み付け係数を示す。 

 
 

表 ４－１ エコインディケータ 95 で用いられる重み付け係数 
環境問題 特性分析（規準物質へ

の等価換算の根拠）

規準物質な

ど（kg） ＊1 
重み付け 
係数 

クライテリア 

温暖化 CML (IPCC) CO 2.5 2 10 年間当たり 1℃の上昇、5%
の生態系破壊 

オゾン層破壊 CML (IPCC) CFC-11 100 100 万人当たり 1 人が致死と

なる確率 
酸性化 CML SO 10 2 5%の生態系破壊 
富栄養化 CML P 5 河川および湖沼の水生態系に

おける未知数の破壊 
光化学スモッグ CML POCP 2.5 スモッグの期間発生、健康障

害、農業被害の発生 
冬期スモッグ 大気 GL SO 5 2 スモッグの期間発生、喘息患

者や老年に対する健康障害 
農 薬 ―― 有効成分量 25 5%の生態系破壊 
大気中の重金属 大気 GL Pb 5 未知数の小児に余命と学習能

力の低下を起こす血中の鉛レ

ベル 
水中の重金属 大気 GL Pb 5 最終的に人間に影響を与える

河川中のカドミウム量 
発ガン物質 大気 GL PAH 10 100 万人当たり 1 人が致死と

なる確率 
注）＊１ CML：ライデン大学環境科学センターによる特性分析 
   大気 GL：オランダ大気質ガイドライン (Air Quality Guidelines) 
    水 GL：WHO 飲料水質ガイドライン (Quality Guidelines for Drinking Water) 
（２） コスト評価 



 評価の対象となる項目は、建設、設備、固定および運転コストなど種類が多い。相互に関連するも

のが少なくない。そこで、項目を要素別に細分化し、これまでに得られているデータをもとに回帰分

析による直線近似法でコストを評価する11),12)

 これまでの報告では

。 
10)、リサイクルの推進により焼却炉や埋立処分場の一部が不要となった場合に

おけるプラス面のコスト評価、およびケース・スタディに基づいた広域化に伴う収集コスト評価の検

討例がある。また、既設炉を整理して広域化を行う場合、設置年度の差を評価する方法についても例

示されている10)

 
。 

（３） リサイクル評価 
リサイクル評価の対象としてはガラス、紙、鉄、アルミニウムなどの物質回収のほかに、メタンや

焼却炉の廃熱を利用した発電等のエネルギー回収がある。この評価では、対象となる地域で排出され

る廃棄物の組成、発熱量、施設の規模などにより影響されるため、基礎データの収集が不可欠である。 
リサイクルでは、ごみの分別と収集が経費の大部分を占めているので、発生源での分別の有無が評

価に大きく影響する。したがって、リサイクル評価を行う際には、発生源分別を含め前もって条件を

設定しておく必要がある。 
 

（４） 評価の結果 
 ここでは、一例としてオランダで行われている主要な廃棄物処理・処分システムに関して、広範囲

にわたる評価基準を用いて行った検討結果を表 4-2 に示す2)

 

。この報告の特徴は、処理技術との組み

合わせで、ごみの発生源分別が最大と最小の 2 条件を想定して評価していることである。 

表 ４－２ 異なる評価基準における最適技術の選択 
選択レベル 経済性を重視 国レベルの判断 環境重視 

最適な技術 コンポスト＋、－ コンポスト＋、－ 
焼却＋ 

コンポスト＋ 
埋立＋ 
焼却＋ 

中間的な技術 焼却＋、焼却－ 
埋立＋、埋立－ 

なし 
なし 

焼却－、コンポスト－ 
埋立－、RDF＋ 

最悪な技術 RDF＋、－ 焼却－ 
RDF＋、－ 
埋立＋、埋立－ 

RDF－ 

 
1.1.4 今後の検討課題 

 国としての施策、および各地域での最適化の評価を行う際に検討が必要であると考えられる項目を

列挙する。 
① 各評価基準の値を単一数値化して絶対評価すれば政策決定が容易になる。この場合、地域

性を十分に考慮した合理的な根拠が必要になる。 
② 複数の評価基準について、地域単位で重要度の順位をどのように決めるのか？ これまで

のように、政策決定者と学識経験者との協議だけでなく、関係する住民も交えた検討が必



要ではないか。 
③ 一般廃棄物と産業廃棄物では施設の設置に関する政策決定者が異なるため、両者を統合し

た評価が可能であるか？ 今後は両方の廃棄物を一緒に処理するケースも考えられるこ

とから、方法論の検討が必要である。 
④ 最適化の評価では精度の高いデータベースが必要とされる。今のところデータの収集、整

理は十分とは言えないので、基礎となるデータの整理を急ぐ必要がある。 
 
１．２ 都市ごみの広域処理における最適処理システムの評価 
 現在、神奈川県内では政令市の横浜市、川崎市を含めた 9 ブロックでごみ処理広域化を検討して

いる。ここでは、政令市を除いた 7 ブロックのうち、市、町の構成、ブロック内の総人口をベース

に、特徴のある 3 ブロックについて最適な処理システムの評価を行った。 
 
 1.2.1 ブロックおよび比較した廃棄物処理モデルの概要 
 対象とした 3 ブロックについて、構成している市町の数、人口およびブロック内での平均的なご

み質を表 4-3 に示す。Ａブロックは中核市を含むことから人口が一番多い。Ｃブロックは人口が最少

であるが、構成する市町の数は一番多い。 
 

表 4-3 各ブロックの概要 
 Ａ Ｂ Ｃ 

ブロックの構成 ４市１町 ３市２町 ２市８町 
人     口 ７４万人 ６０万人 ３７万人 

ごみの排出量（トン/年） 260,000 180,000 150,000 
 
ご 
み 
質 

紙・布類 36.2 45.4 44.4 
廃プラスチック類 16.9 22.0 20.5 
木、竹、わら 9.0 3.4 9.6 
厨芥類 26.7 24.3 16.7 
不燃物 6.6 1.9 5.3 
その他 4.6 3.0 2.5 

 
 評価対象として選んだ 4 つの処理モデルの概要を表 4-4 に示す。処理モデルは、既に確立された技

術であり、これらを単独、あるいは複数組み合わせたシステムを対象としている。また、資源化を最

大限進めることを目的として、焼却発電のほか、現在、日本ではあまり行われていないが、最終処分

場からの発生ガスを利用した発電も考慮した。 
 
 1.2.2 評価項目および環境汚染物質の排出係数 
 この研究で取り上げた評価項目を表 4-5 に示す。ここでは、広域的な環境汚染の原因となる物質を

中心に、環境汚染評価について検討した。具体的には、ダイオキシン類等の有害物質のほか、広域汚

染の対象となっている二酸化炭素、メタンなどの温室効果ガスおよび酸性雨の原因となる窒素酸化物、

硫黄酸化物、塩化水素を選んだ。この他にも、水質汚濁物質の BOD、COD、SS 等も対象とした。 



 
表 4-4 選択した４つのモデルの概要 

 内   容 処  理  条  件  等 
モデルⅠ 全量埋立 処分場から発生するガスの 50％を利用して発電を行う 
モデルⅡ コンポスト 

資源回収 
埋立 

好気性のコンポスト処理 
紙、容器包装材などを対象とする 
発生ガスの 50％を利用して発電を行う 

モデルⅢ 全量焼却 
焼却残渣の処分 

主に大型焼却炉で焼却し、発電を行う 
焼却残渣は全量溶融固化する（有効利用も視野に入れる） 

モデルⅣ コンポスト 
メタン発酵 
資源回収 
焼却 
埋立 

好気性のコンポスト処理 
発生したメタンを利用して、ガスエンジンにより発電を行う 
紙、容器包装材などを対象とする 
主に小型焼却炉で焼却し、発電も行う 
焼却残渣は全量溶融固化する 

 
表 4-5 評価項目の内容 

評価項目 内         容 
有害物質等 ダイオキシン類(DXN)、多環芳香族炭化水素類(PAH)、ばいじん 
温室効果ガス 二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、亜酸化窒素(N2O) 
酸性ガス 窒素酸化物(NOx)、硫黄酸化物(SOx)、塩化水素(HCl) 
水質汚濁物質 BOD、COD、SS、n-ヘキサン抽出物 
 
 環境汚染物質の排出係数については、これまでに文献等で報告されているもののほか、実稼働の施

設における測定で得られた値を使用した。ダイオキシン類の排出係数は、埋立処分場、焼却施設およ

び資源化施設についての文献値を、それぞれ表 4-6、4-7、4-8 に示す。これらのうち、焼却施設にお

ける排ガス中のダイオキシン類に関しては、恒久対策の基準値以下で運転することを前提として排出

係数を決めた。 
 

表 4-6 埋立処分におけるダイオキシン類等の排出原単位（排出係数） 
 内     容 
埋立ガスの発生量 120～240 m3/t―廃棄物20) 
発生ガスを利用した発電 発生ガス量の 50％を利用し、ガスエンジンで発電 

排ガス量は 10m3/m3 (at O2 11%)20) 
浸出液の発生量 200～500 L/t―廃棄物22) 
発生ガス中の DXN 排出係数 0.34 ng-TEQ/m3 (0.32～0.36ng-TEQ/m3)21) 
ガス発電からの排ガス中の DXN 排出係

数 
0.50 ng-TEQ/m3 (0.1～1.0 ng-TEQ/m3)21) 

浸出液中の DXN 排出係数 0.05 ng-TEQ/L22) 
 温室効果ガスの排出係数を表 4-9 に示す。これらの排出係数は、全て実稼働施設から得られた測定



値をもとに決めた。酸性ガス等および水質汚濁物質の排出係数をそれぞれ表 4-10、4-11 に示すが、

この場合も実稼働施設における測定値である。また、焼却施設及び最終処分場に関しては測定例が数

十以上得られているが、コンポスト、メタン発酵施設等の資源化施設については数例程度しか測定例

がないため、排出係数の精度は対象施設によって異なっている。 
 

表 4-7 焼却処理におけるダイオキシン類等の排出原単位（排出係数） 
 内        容 
排ガスの発生量 5,140 m3N/t―廃棄物20) 
焼却灰の発生量 
ボイラー灰の発生量 
飛灰の発生量 

300 kg/t
5 kg/t

23) 

32 kg/t

23) 
23) 

排ガス中の DXN 排出濃度 
 能力 100t/24h 以上の施設 
 能力 50t/24h 

 
0.1 ng-TEQ/m3N

1.0 ng-TEQ/m
以下とする 

3N以下とする 
焼却残渣中の DXN 排出係数 焼却灰      0.02μg-TEQ/kg

ボイラー灰        0.05μg-TEQ/kg

23) 

飛灰              0.30μg-TEQ/kg

23) 
23) 

表 4-8 資源化におけるダイオキシン類等の排出原単位（排出係数） 
 内        容 
コンポスト中の DXN 排出係数 5 ng-TEQ/kg-dry (5～32 ng-TEQ/kg)24) 
金属溶解における DXN 排出係数 0.01 mg-TEQ/kg (0.005～0.035 mg-TEQ/kg)25) 
ガラス溶解における DXN 排出係数 2.0 ng-TEQ/kg(2～5 ng-TEQ/kg)25) 

表 4-9 温室効果ガスの排出係数 
 CO CH2 N4 2O 
焼却施設 2,600 kg-CO2 1×10/t -4 kg-CH4 0.09 kg-N/t 2O/t 
最終処分場    550 kg-CO2      560 kg-CH/t 4  0.00004 kg-N/t 2O/t 
コンポスト施設      5 kg-CO2       0.1 kg-CH/t 4     0.02 kg-N/t 2O/t 
資源化施設     29 kg-CO2          0  /t         0  
メタン発酵施設         0       48 kg-CH4         0 /t 

表 4-10 酸性ガス等の排出係数 
 ばいじん NOx SOx HCl PAH 
焼却施設 0.01 kg/t 0.33 kg/t 0.15 kg/t 0.23 g/t 0.01kg/t 
最終処分場 
（ガスエンジン） 

0.0046 kg/t 0.00034kg/t 0.00002kg/t 0.00001kg/t     0 

コンポスト施設      0      0      0      0      0  
資源化施設      0      0      0      0     0 
メタン発酵施設      0      0      0      0     0 
 
 



表 4-11 水質汚濁物質の排出係数 
 BOD COD SS n-ヘキサン抽出物 
焼却施設 16 mg/L 15 mg/L 11 mg/L 2.0 mg/L 
最終処分場 6.4 mg/L 8.6 mg/L 7.1 mg/L 1.3 mg/L 
コンポスト施設 3.0 mg/L 11 mg/L 1.0 mg/L 2.0 mg/L 
 
1.2.3 モデル別における廃棄物の処理条件と処理量 
 A、B、C の 3 ブロックについて、4 つのモデル別における廃棄物の処理条件と処理量を表 4-12 に

示す。各ブロックは、表 4-3 に示したように人口規模やごみの組成が異なっているので、資源化の割

合および焼却施設の規模については、各ブロックにおける実績などをベースに決めた。特に、モデル

ⅢとモデルⅣの焼却施設能力はブロック間で大きく異なっている。 
 

表 4-12 各ブロックにおけるモデル別の処理条件と処理量     単位：t/年 
 Ａ Ｂ Ｃ 
モデルⅠ 
 全量埋立 

 
260,000 (100%) 

 
    180,000 (100%) 

 
    150,000 (100%) 

モデルⅡ 
 コンポスト 
 資源回収 
 埋立（残渣等） 

 
     52,000 (20%) 
     26,000 (10%) 
    182,000 (70%) 

 
     36,000 (20%) 
     27,000 (15%) 
    117,000 (65%) 

 
     30,000 (20%) 
     15,000 (10%) 
    105,000 (70%) 

モデルⅢ 
 全量焼却 
 
 
 焼却残渣の溶融 

 
    260,000 (100%) 
（300t/24h×3 炉） 
（100t/24h×3 炉） 

     52,000 

 
    180,000 (100%) 
  （300t/24h×3 炉） 
 
     36,000 

 
    150,000 (100%) 
 （300t/24h×2 炉） 
 
     30,000 

モデルⅣ 
 コンポスト 
 メタン発酵 
 資源回収 
 焼却 
 
 
 焼却残渣の溶融 

 
     26,000 (10%) 
     39,000 (15%) 
     26,000 (10%) 
    169,000 (65%) 
 （200t/24h×2 炉） 
 （100t/24h×1 炉） 
     33,800 

 
     18,000 (10%) 
     27,000 (15%) 
     27,000 (15%) 
    108,000 (60%) 
 （100t/24h×2 炉） 
 （100t/24h×2 炉） 
     21,600 

 
     15,000 (10%) 
     22,500 (15%) 
     15,000 (10%) 
     97,500 (65%) 
 （100t/24h×2 炉） 
 （ 50t/24h×2 炉） 
     19,500 

 
 

1.2.3 ブロック別における各モデルの環境汚染評価 
 
（１）ダイオキシン類の排出量に関する評価 
  結果を表 4-13 に示す。表から明らかなように、ダイオキシン類の排出量はモデルⅠの全量埋立が



一番少なく、次いでモデルⅢの全量焼却の順であった。資源化が中心となるモデルⅡおよびⅣでは、

排出量がモデルⅠ、Ⅲよりも 4 倍前後多かった。これは、表 4-8 に示したように、コンポストやビン、

缶などの資源化でもダイオキシン類が生成されるためである。特に、缶など金属類の溶解過程におけ

るダイオキシン類の排出係数がほかと比べて非常に大きいことが原因となっている。 
 また、焼却施設については、能力の大型化により燃焼を原因としたダイオキシン類の発生抑制が容

易となることから、モデルⅣにおいて 50t/24h の小型焼却炉を導入するＣブロック以外は、焼却炉か

らのダイオキシン類排出量が少なかった。 
 

表 4-13 ブロック別における各モデルのダイオキシン類排出量  単位：mg/年 
 Ａ Ｂ Ｃ 
モデルⅠ 
 全量埋立 
 
 総排出量 

 
130 

 

 

130 

89.7 
 

 

89.7 

62.4 
 

62.4 
モデルⅡ 
 コンポスト 
 資源回収 
 埋立 
 
 総排出量 

 
195 
182 
91 
 

 

468 

135 
189 
58 
 

 

382 

113 
105 
52 
 

270 
モデルⅢ 
 全量焼却 
 焼却残渣の溶融物 
 
 総排出量 

 
133 
1.1 

 

 

134 

92 
0.8 

 

 

92 

81 
0.5 

 
82 

モデルⅣ 
 コンポスト 
 メタン発酵 
 資源回収 
 焼却 
 焼却残渣の溶融物 
 
 総排出量 

 
98 
98 

182 
87 
0.6 

 

 

466 

68 
68 

189 
55 
0.5 

 

 

381 

56 
56 

105 
211 
0.3 

 
428 

 
 
（２）温室効果ガス、酸性ガスおよび水質汚濁物質の排出量 
 各ブロックにおける結果を表 4-14、4-15、4-16 に示す。 
 温室効果ガスの排出については、焼却処理が組み込まれているモデルⅢおよびⅣで排出量が少なか

った。これに対して埋立処分量が多いモデルⅠおよびⅡでは、排出量が 2～3 倍多くなった。焼却で



は、サーマルリサイクルによる発電で二酸化炭素の排出量が相殺されるが、埋立処分場からは大量の

メタンが排出されるからである。これまで埋立処分の割合が高かったイギリス、ドイツ、アメリカな

どの欧米諸国では、この割合が低くなり、逆に焼却する割合が微増しつつある。これには、温室効果

ガスの排出を抑制することが理由の一つとしてあげられている。 
 

表 4-14 Ａブロックの各モデルにおける汚染物質の排出量   単位：t/年 
 モデルⅠ モデルⅡ モデルⅢ モデルⅣ 
温室効果ガス 
 二酸化炭素

 メタン 

＊ 

 亜酸化窒素 
 
 CO2換算量

 

＊＊ 

215,800 
71,500 

0.01 
 

1.29×10

 

6 

152,074 
50,100 

0.96 
 

0.9×10

 

6 

623,200 
-0.48 
23.9 

 
0.63×10

 

6 

406,000 
2.68 
16 
 

0.41×106 
酸性ガス等 
 ばいじん 
 窒素酸化物 
 硫黄酸化物 
 塩化水素 
 多環芳香族類 

 
0.5 
0.04 
0.002 
0.001 

0 

 
0.2 
0.02 
0.001 
0.001 

0 

 
2.6 
86 
39 
60 
2.6 

 
1.7 
56 
25 
39 
1.7 

水質汚濁物質 
 BOD 
  COD 
  SS 
  n-ヘキサン抽出物 

 
0.58 
0.78 
0.65 
0.12 

 
0.41 
0.55 
0.45 
0.08 

 
1.14 
1.13 
0.85 
0.15 

 
0.72 
0.71 
0.53 
0.10 

注）： ＊ CO2

＊＊ CO
排出量は、発電による削減量を差し引いた数値である。 

2換算は、CO2を 1、CH4を 15、N2

 
Oを 150 として計算した。 

 
 酸性ガス等および水質汚濁物質に関しては、焼却処理を含むモデルⅢおよびⅣで多くなった。焼却

炉排ガス中の酸性ガス濃度は、いずれも規制基準値以下ではあるが、濃度をゼロにはできないため、

埋立等に比べて排出量が多くなった。対策としては、廃棄物の排出抑制により減量化を図り、焼却量

を減らすことなどがあげられる。また、水質汚濁物質については、排出量がほかと比べて多い焼却施

設における処理水の循環利用が課題となる。 
 以上のように、ごみの処理方式では、焼却で特に著しく環境汚染物質が多いとは言えない。条件に

よって、焼却処理が有効となることが評価の結果から読みとれる。 
 
第 2 節 廃棄物の最適な焼却システムにおける評価 
 第 1 節での評価により、条件によって廃棄物の焼却処理がシステムとして有効であることが示さ

れたので、ここでは都市ごみと産業廃棄物との混合焼却を想定し、環境負荷、コスト面等から評価し



た結果について報告する。 
表 4-15 Ｂブロックの各モデルにおける汚染物質の排出量   単位：t/年 

 モデルⅠ モデルⅡ モデルⅢ モデルⅣ 
温室効果ガス 
 二酸化炭素

 メタン 

＊ 

 亜酸化窒素 
 
 CO2換算量

 

＊＊ 

149,400 
49,500 

0.01 
 

0.89×10

 

6 

98,000 
32,200 

0.67 
 

0.58×10

 

6 

432,800 
-0.33 
16.6 

 
0.43×10

 

6 

259,700 
1.50 
10.2 

 
0.26×106 

酸性ガス等 
 ばいじん 
 窒素酸化物 
 硫黄酸化物 
 塩化水素 
 多環芳香族類 

 
0.3 
0.02 
0.001 
0.001 

0 

 
0.1 
0.01 
0.001 
0.001 

0 

 
1.8 
59 
27 
41 
1.8 

 
1.1 
36 
16 
25 
1.1 

水質汚濁物質 
 BOD 
  COD 
  SS 
  n-ヘキサン抽出物 

 
0.40 
0.54 
0.45 
0.08 

 
0.26 
0.35 
0.29 
0.05 

 
0.79 
0.78 
0.59 
0.11 

 
0.48 
0.47 
0.35 
0.06 

注）  ＊ CO2

＊＊ CO
排出量は、発電による削減量を差し引いた数値である。 

2換算は、CO2を 1、CH4を 15、N2

 
Oを 150 として計算した。 

２．１ 都市ごみ、産業廃棄物の混合焼却と焼却廃熱の地域利用システムにおける評価 
 焼却能力が 50t/24h 以下の小規模な施設では、廃熱の回収量が少ないために、ごみ発電は不可能で

あり、立地条件と絡めて焼却廃熱の安定需要を確保することがきわめて難しい。このため、これら小

規模な焼却施設について焼却廃熱の地域利用を効率的かつ経済的に行うためには、都市ごみと可燃性

産業廃棄物を混合焼却して廃熱の回収量を多くしたり、工業団地周辺など熱エネルギーの需要が集中

した地域周辺に焼却施設を建設するなど、新しい廃熱利用システムを開発することが必要となる。 
 また、廃棄物の焼却処理では、これまでに報告したように窒素酸化物、塩化水素などの有害ガス、

ばいじんおよびカドミウム、鉛などの重金属が燃焼排ガス中に混入してくるために、種々の環境汚染

を引き起こす可能性がある。この環境汚染を防止するためには、有害物質などに関する排出実態の調

査や、排出量の事前予測などを行い、防止装置の設置等その排出抑制に万全を期することが必要であ

る。 
 以上のことから、本研究では都市ごみ、可燃性産業廃棄物の混合焼却における焼却廃熱の地域有効

利用システムにおける汚染負荷およびコスト評価について検討した。 
2.1.1 調査方法 

 県内の人口約 3 万人のＡ町をモデル地域として選定し、そのモデルについて混合焼却による廃熱

利用システムと環境負荷、コストを定量的に評価した。 



 なお、本研究で評価した数値は、昭和 53 年度のデータを基に算出した。 
 

表 4-16 Ｃブロックの各モデルにおける汚染物質の排出量   単位：t/年 
 モデルⅠ モデルⅡ モデルⅢ モデルⅣ 
温室効果ガス 
 二酸化炭素

 メタン 

＊ 

 亜酸化窒素 
 
 CO2換算量

 

＊＊ 

124,500 
41,300 

0.01 
 

0.74×10

 

6 

87,700 
28,900 

0.56 
 

0.52×10

 

6 

359,200 
-0.28 
13.8 

 
0.36×10

 

6 

232,600 
2.68 
16 
 

0.24×106 
酸性ガス等 
 ばいじん 
 窒素酸化物 
 硫黄酸化物 
 塩化水素 
 多環芳香族類 

 
0.3 
0.02 
0.001 
0.001 

0 

 
0.1 
0.01 

0.0004 
0.0003 

0 

 
1.5 
50 
23 
35 
1.5 

 
1.0 
32 
15 
22 
1.0 

水質汚濁物質 
 BOD 
  COD 
  SS 
  n-ヘキサン抽出物 

 
0.34 
0.45 
0.37 
0.07 

 
0.24 
0.32 
0.26 
0.05 

 
0.66 
0.65 
0.49 
0.06 

 
0.43 
0.42 
0.32 
0.06 

注）： ＊ CO2

＊＊ CO
排出量は、発電による削減量を差し引いた数値である。 

2換算は、CO2を 1、CH4を 15、N2

 
Oを 150 として計算した。 

2.1.1.1  調査地点 
① Ａ町焼却場（機械化バッチ炉 30t/24h×１炉） 
② Ｎ内陸工業団地（面積 234ha、98 事業所） 
 

2.1.1.2 調査項目 
① Ａ町における都市ごみの処理状況および生ごみの組成 
② Ｎ内陸工業団地内の工場、事業所から排出される可燃性産業廃棄物（廃油、廃プラスチック類、

木くず、紙くず）の年間総排出量 
③ Ｎ内陸工業団地内の工場、事業所に設置してあるボイラーの数と使用燃料の種類および使用量 
④ 都市ごみ、可燃性産業廃棄物の混合焼却における焼却廃熱の地域利用システムと経済性 
⑤ 廃棄物の混合焼却における環境負荷の比較 
 

2.1.1.3 調査地点の地理的条件 
 Ａ町焼却場とＮ内陸工業団地の所在地を図 4-2 に示す。図 4-2 から明らかなように、Ａ町焼却場は

内陸工業団地の北西約 4km の地点に位置しており、両者はあまり離れていないので、都市ごみと産



業廃棄物を一緒に処理する際に、廃棄物の輸送コストなどの点で有利となる。 
      

 
 
 
2.1.1.4 Ａ町における都市ごみの処理状況等 

 Ａ町における都市ごみの処理状況を表 4-17 に示す。また、都市ごみの組成を表 4-18 に示す。 
 Ａ町焼却場では、これらの都市ごみを機械化バッチ炉（処理能力 30t/24h×１炉）を用いて焼却処

理している。しかし、焼却炉の処理能力が小さく、しかもバッチ式であるため、焼却廃熱はほとんど

利用されていない。 
 

表 ４－１７ Ａ町における都市ごみの処理状況（1978 年度） 



内     訳 処 理 量 （t/年） 構 成 比 （％） 
焼     却 
埋     立 
そ  の  他 

4,424 
523 
292 

84.4 
10.0 
5.6 

総 排 出 量 5,239 ―― 
 
 

表 ４－１８ 生ごみの組成分析表 
 
 

ごみの種類、組成 

紙、布類 
ビニール、合成樹脂、ゴム、皮革類 
木、竹、わら類 
厨  芥  類 
不 燃 物 類 
そ  の  他 

36.6 % 
19.2 % 
3.8 % 

23.1 % 
9.6 % 
7.7 % 

 
ごみの成分 

水     分 
可  燃  分 
灰     分 

64.4 % 
26.5 % 
9.1 % 

低  位  発  熱  量 970 kcal/kg 
 

2.1.1.5 内陸工業団地内の工場、事業所から排出される可燃性産業廃棄物の総量 
工業団地内における可燃性産業廃棄物の年間総排出量を表 4-19 に示す。 

 
表 ４－１９ 可燃性産業廃棄物の総排出量 

廃  棄  物  の  種  類 年 間 排 出 量 
廃  油 切削油（油性） 

潤滑油 
洗浄油（シンナー、その他） 

245.32 m3

73.836 m
/年 

3

1,824.24 m
/年 
3/年 

廃プラスチック類 888/0 t/年 
木くず、紙くず類等 5,098.4 t/年 

 
 

2.1.1.6 内陸工業団地内の工場、事業所に設置してあるボイラーの数と使用燃料の種類および使

用量 
工業団地内の工場、事業所にはボイラーが 50 基されており、用途別内訳としては、プロセス用 22

基、暖房用 23 基、両者兼用 5 基となっている。 
また、ボイラーに関する使用燃料の種類および使用量と用途別の燃料使用量をそれぞれ表 4-20、

4-21 に示す。 
 

表 ４－２０ 使用燃料の種類および使用量 



燃  料  の  種  類 年  間  使  用  量 
Ａ  重  油 
Ｂ  重  油 
Ｃ  重  油 
灯      油 
L   P   G 

5,702 kL 
939 kL 
168 kL 

3,793 kL 
191 t 

総量（重油換算 Hl＝10,000kcal/kg） 9,206 t/年（平均比重＝0.85 で計算） 
 

表 ４－２１ 用途別燃料使用量 
用     途 年間使用量（ｔ/年） 構成比 （％） 
プロセス用 
暖 房 用 
両 者 兼 用 

6,978 
1,444 
784 

75.8 
15.7 
8.5 

 
2.1.2 結果および考察 
 
2.1.2.1 都市ごみと可燃性産業廃棄物の混合焼却における焼却廃熱の地域利用システムと経済性 
 

（１） 省エネルギー効果 
 Ａ町およびＮ内陸工業団地内の工場、事業所から排出される都市ごみ、可燃性産業廃棄物の年間総

排出量とそれらの重油換算量（発熱量 10,000kcal/kg）を表 4-22 に示す。 
 

表 ４－２２ 都市ごみ、可燃性産業廃棄物の総排出量と重油換算量 
廃 棄 物 の 種 類 年間排出量 低位発熱量 

（kcal/kg） 
重油換算 
（ｔ/年） 

都 市 ご み 4,424 t 970 429 
産業廃棄物 
 廃      油 
 廃プラスチック類 
 木くず、紙くず類 

 
2,143 m

888 t 

3 

5,098.4 t 

 
10,000 
7,500 
4,100 

 
1,822 
666 

2,090 
総     量 ―― ―― 5,007 

 
  表 4-20 に示したように、工業団地の工場、事業所がボイラーに使用する燃料の総量は重油換算で

9,206t/年であるから、両廃棄物の総量は重油換算で燃料使用量の 54.4％に相当する。従って、廃熱

を利用する際に廃熱の回収量を 80％と仮定すると、節約される燃料の割合は、54.4×0.80＝43.5％
となる。 
 
（２） CO2

 混合焼却で得られた廃熱を有効に利用することで、同地域で使用されている年間約 9,200 tの燃料

の排出抑制効果 



のうち、43.5％に相当する約 4,000 tが節約できる。この結果、同地域から排出されているCO2の排

出量が抑制されることになる。年間のCO2排出抑制量は、節約される燃料の総量 4,000 t（重油換算）

と環境省の施行令26)に示されたCO2排出係数 2.7 kg-CO2

 
/kg（重油）との積により求められる。 

  CO2の排出抑制量＝ 4,000 × 2.7 × 103 kg-CO2  = 10.8 Tg-CO2

 
/年 

（３） 廃熱の利用方法 
 内陸工業団地近傍に都市ごみ、産業廃棄物の混合焼却施設を建設し、その処理場でＡ町および工業

団地で排出される廃棄物の焼却処理を行う。当モデルケースでは、この処理場をエネルギーセンター

として位置づけ、廃熱ボイラーにより蒸気を発生させる。得られた蒸気は工業団地内の工場、事業所

の熱源として利用する。 
 また、エネルギーセンターから各工場、事業所への蒸気輸送はパイプライン方式で行うが、工場内

の蒸気配管は既存のものを使用する。蒸気の輸送距離は約 2km である。なお、蒸気輸送のレイアウ

トを図 4-3 に示す。 

       

（４） 蒸気の用途 
 廃熱ボイラーから得られた蒸気を利用する場合、蒸気の使用にあたって時間および季節変動が小さ

いほど利用効率が高くなり、経済的に有利となる。しかるに、プロセス用蒸気は他の用途に比べ時間

および季節変動がきわめて小さい。また、表 4-21 に示したように、内陸工業団地では蒸気の 7 割以

上がプロセス用に使用されている。したがって、このモデルケースではエネルギーセンターからの蒸



気を工業団地内の工場、事業所のプロセス用熱源として利用する。 
 エネルギーセンターからの蒸気を工業団地内で利用する場合、利用効率を考慮して蒸気使用量が比

較的多い工場等を対象とした。対象に選んだ工場、事業所におけるプロセス用蒸気の使用状況を表

4-23 に示す。 
 表 4-23 のように、各工場、事業所における蒸気使用時間帯はほぼ 8:00～17:00 の 10 時間であり、

定格の蒸気圧力も最高 16kg/cm2

① 焼却物の平均発熱量 

であることから、エネルギーセンターから供給する蒸気の圧力、蒸

発量は以下のように設定する。 

 エネルギーセンターの運転時間を8:00～17:00の10時間とし、年間稼働日数が250日である場合、

都市ごみ、廃プラスチック類、木くず、紙くず等固形物の混合焼却では焼却量が約 4t/h（発熱量は

約 3,100kcal/kg）、廃油焼却では焼却量が約 860L/h（発熱量は 10,000kcal/kg）となる。したがって、

焼却物の平均発熱量は約 4,166kcal/kg になる。 
 

表 ４－２３ プロセス用蒸気の使用状況 
工場 No. 蒸気圧力〈定格〉（kg/cm2 蒸気使用量G） ＊ 使 用 時 間 帯 （t/h） 

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 

16 
10 
7 
8 
15 
7 
7 
7 
15 

1.46 
0.76 
1.14 
8.59 
2.79 
0.32 
0.44 
2.48 
1.45 

8:00～17:00 
13:00～17:00 
8:00～18:00 
8:30～16:00 
15:00～18:00 
8:30～17:00 
8:00～13:00 
7:30～18:00 
7:30～17:00 

総      量 19.43 ――― 
 
② 蒸気圧力および蒸気発生量 
 工業団地内の工場、事業所の蒸気使用実績から、発生蒸気の圧力を 16kg/cm2

 

、蒸気温度は 204℃、

蒸気の乾き度 0.98 とし、効率 80％の廃熱ボイラーで蒸気を発生させる条件とした場合、蒸気発生量

は 5.23t/t-焼却物となる。したがって、上記の条件における 1 時間あたりの蒸気発生量は 24.7tにも

なるので、表 4-23 に示した工業団地内で使用されているプロセス用蒸気を十分にまかなえる。 

（５） エネルギーセンターの設備概要等 
 エネルギーセンターの設備フローシートおよび全体配置図をそれぞれ図 4-4、図 4-5 に示す。 
 
（６） 経済性の検討 
① 経済試算の前提条件 
 経済試算基準を表 4-24 に示す。 
 



 



   

 
 

表 ４－２４ 経済性試算算定基準 
 算   定   基   準 
建 設 費 設備仕様概要による 
減価償却費 装置 15 年、建家 45 年、残存価格 10%、定額法 
支払利息 財源は国の補助金、起債、県予算などとする  年利 7%、20 年償還 
租税課金 エネルギーセンターの運営は第三セクター方式とし、公共物に準ずるので税金は免除 
保   険 建設費の 0.5% 
人 件 費 管理部門 ＠700 万円、技能員 ＠400 万円 
修 繕 費 設備取得後 1 年 1.1%、2 年 1.2%、3 年 1.3%、以後n年 1.3(n-3)% 
用 役 費 重 油 ＠ 70 円/L（Ａ重油） 

電 力   15 円/kwh 
用 水   70 円/m3（地下水） 
薬品代  1,000 万円/年 

 
② 建設費の試算 
 設備仕様に基づき建設費の試算を行った。試算範囲は、廃熱回収系から輸送系までとした。輸送系

の末端は、それぞれの需要側の入口までとし、需要側の配管、軽量設備、制御設備など利用系は含め



ていない。試算の結果を表 4-25 に示す。 
 

表 ４－２５ 建  設  費       単位：百万円 
項          目  

機  器  費 
 塔    槽   類 
 回 転 機 器 類 
 機   械   類 

焼   却   炉 
廃  油  ボ  イ  ラー 
排  水  処   理 
電  気・計  装 

 
65.0 
50.0 
85.0 
350.0 
150.0 
90.0 
85.0 

工  事  費 
 土木基礎・建設工事 
 据    付   工   事 
  配    管   工   事 
  電 気・計 装 工 事 
 保    温   工   事 
 塗    装   工   事 
 そ の 他 の 工 事 

 
900.0 
45.0 
60.0 
85.0 
40.0 
30.0 
50.0 

蒸気供給系統費用 
 材   料   費 
 土    木   工   事 
  配    管   工   事 

98.6 
40.0 
50.0 

用       地 400.0 
  合     計 2,673.6 

 
③ 経済試算結果 
 経済試算の結果を表 4-26 に示す。 
 
④ 発生蒸気の単価 
 発生蒸気の単価は、 
 
          （年間）必要経費 
    蒸気単価＝          （円/トン） 
          （年間）発生蒸気量 
 
で表される。ここで分子の必要経費は、 
 



    必要経費＝資本費＋直接費＋間接費 
 
であり、さらに次のように分かれる。 
 
   資本費＝減価償却費＋利息＋保険金 
   直接費＝人件費＋ユーティリティー費 
   間接費（管理部門費）＝0.12×直接費 
 
したがって、表 4-26 に示した経済試算から、 
 
   必要経費＝428,400,000 円 
 
となる。また年間蒸気発生量は 60,000 t であるから、発生蒸気の単価は、 
         428,400,000 
   蒸気単価＝              ＝7,140 円/t 

                      60,000 
  となる。 
 
 工場、事業所における産業用ボイラーでの蒸気単価は、それぞれの設備設置時期により減価償却費

の関係で同じではないが、工業団地内での平均蒸気単価は 8,400 円/t 程度であることから、エネルギ

ーセンターの蒸気単価はそれよりも 1t あたり 1,000 円以上安いことになり、経済的に十分対抗して

いけることが分かった。 
 さらに、現在都市ごみの処理（収集・運搬、焼却、灰処理）および廃油、廃プラスチック類、木く

ず、紙くずの産業廃棄物処理（民間業者に委託）のために年間約 1 億 8,700 万円の経費が使われて

いるが、廃熱回収にのみ係わる経費は、エネルギーセンターの年間必要経費から廃棄物の処理費を引

いた分となる。従って、これを考慮した場合の蒸気単価は約 4,000 円/t とさらに安くなる。 
 
 表 ４－２６ 経済試算の結果       単位：百万円 

項          目  
建     設     費 
減  価  償  却  費 
支   払   利   息 
保           険 
人     件     費 
修     繕     費 
燃     料     費 
電     力     費 
用     水     費 
薬     品     費 

2,673.6 
136.4 
78.2 
11.4 

115.0 
15.0 
28.0 
11.0 
1.7 
10.0 

 



 2.1.2.2 廃棄物の混合焼却における環境汚染問題 
 
（１） 廃油焼却に伴う有害物質等の排出 
 内陸工業団地から排出される廃油を１ヶ所に集めて焼却する場合、集められる廃油中の有害物質等

の平均濃度を表 4-27 に示す。表 4-27 に示した値を基に計算した、塩化水素、重金属の最大排出濃度

を表 4-28 に示す。表から明らかなように、廃油焼却に伴う塩化水素、鉛の排出濃度は県公害防止条

例の規制基準値（塩化水素：700mg/m3N (O2 12% 換算)、鉛：10mg/m3N

 
）以下となっている。 

表 ４－２７ 廃油中の有害物質等の平均濃度 
元   素 （％） 重   金   属 （ppm） 

Ｎ Ｓ Ｃｌ Ｃｄ Ｐｂ Ｎｉ Ｃｕ Ｚｎ Ｈｇ 
0.028 0.27 1.33 不検出 72.0 不検出 23.2 48.1 0.002 

 
表 ４－２８ 廃油焼却に伴う有害物質等の排出濃度 

汚  染  物  質 排  出  濃  度 
塩  化  水  素 554 mg/m3N （O2 12％ 換算） 
重 金 属 
   鉛 

銅 
亜   鉛 
水   銀 

 
5.16 mg/m3

1.66 mg/m
N 

3

3.45 mg/m
N 

3

0.14 μg/m
N 

3N 
 
（２） 固形物の焼却に伴う有害物質等の排出 
 都市ごみと産業廃棄物である廃プラスチック類、木くず、紙くず等を混合焼却する場合、廃プラス

チック類の混入率は約 16％となる。一般に、都市ごみでは廃プラスチック類の混入率が 10～13％程

度で、排ガス中の塩化水素濃度が 1,000mg/m3N (O2 12%換算)前後の場合が多い。エネルギーセンタ

ーの固形物混合焼却では、廃プラスチック類の混入率が約 16％とさらに高くなるため、排ガス中の

塩化水素濃度は 1,000mg/m3N

したがって、塩化水素の排出を抑制するため、排ガス洗浄装置を設置する必要がある。 
を超えるものと考えられる。 

 また、重金属類については、固形物中の重金属混入濃度が不明であるため、排出濃度予測は行わな

かった。 
 
（３） 硫黄酸化物、窒素酸化物の排出量 
 Ａ町焼却場および内陸工業団地の工場、事業所から排出された年間の SOx、NOx の総量を表 4-29
に示す。前記したように、Ａ町および工業団地から排出される廃棄物の総量は重油換算で工業団地の

工場、事業所におけるボイラー関係の燃料使用量の 40％以上に相当している。そこで、このモデル

ケースでは工業団地の必要総熱量の 40％をエネルギーセンターから熱供給するものとして、その場

合における SOx、NOx の増減を比較検討した。その結果を表 4-30 に示す。 
 



表 ４－２９ 1978 年度における SOx、NOx 排出量 
汚    染    源 汚  染  質 排出量 （kg/年） 

Ａ町焼却場 SOx 
NOx 

2,680 
6,260 

工業団地内の工場、事業所 SOx 
NOx 

105,096 
22,131 

 
表 ４－３０ エネルギーセンター設立に伴う SOx、NOx 排出量の増減 
汚   染   源 汚 染 質 排 出 量 （kg/年） 

増 加 分 減 少 分 
Ａ町焼却場 SOx 

NOx 
――― 
――― 

2,680 
6,260 

工業団地内の工場、事業所 SOx ＊1 
NOx 

――― 
――― 

42,038 
8,852 

エネルギーセンター SOx ＊2 
NOx 

19,355 
25,760 

――― 
――― 

    注）＊１ 燃料使用量が 40%削減されるものとして排出係数を用いて計算した 
      ＊２ 類似した施設の実測値から排出量を推定した 
 
 表 4-30 から、エネルギーセンターを設立した場合、現状に対して SOx、NOx の排出量は、 
     SOx    19,355÷44,718＝0.43 倍 
     NOx    25,760÷15,112＝1.71 倍 
となる。 
 ただし、現在工業団地内で排出されている産業廃棄物は、工場内又は民間の処理業者によってかな

りの量が焼却処理されているので、エネルギーセンターの設立により、これらからの SOx、NOx 汚

染負荷が軽減されることになるため、実質的な NOx の排出量は現状とほぼ同じ程度と考えられる。 
 
（４） 大気汚染防止装置 
 有害物質等に関する排出実態調査および排出量の予測結果などを考慮して、当エネルギーセンター

では図 4-4 の設備フローシートに示したように、電気集じん装置、排ガス洗浄装置を設置する。これ

らの防止装置の設置により、ばいじん濃度は 0.02 g/m3N 以下、HCl、SOx および NOx はそれぞれ

40ppm 以下、20ppm 以下、150ppm 以下にすることが可能となる。また、有害物質の排出濃度につ

いてもすべて規制値以下にすることができる。 
 これらの仕様は昭和 53 年度の時点において提案したものであるが、昨今のダイオキシン類、NOx
問題を考慮した場合、汚染防止装置としてバグフィルタ、触媒方式の脱硝装置が必要となる。この措

置により、大気汚染問題は大幅に改善されるが、建設費が高騰するため、全体のコスト評価に影響す

る。ここでは、新たな要素を考慮した再評価は行わず、昭和 53 年度の時点における研究成果として

報告する。 
 



２－２ 都市ごみ、下水汚泥の混合焼却による熱エネルギー有効利用システムにおける

評価 
 近年、下水道整備に伴って下水処理場からの汚泥発生量が増大している。これらの処理・処分にあ

たっては焼却処理が減量化、安定化の手段として各所で採用されている。しかし、焼却処理は脱水汚

泥中の含水率が高いこともあり、多量の助燃料油が必要となり、地方自治体にとって燃料費が大きな

負担となっている。 
 一方、都市ごみ焼却施設では、都市ごみの発熱量が上昇しており、エネルギー過剰となっている。

したがって、多くの焼却施設では廃熱を蒸気として回収して発電したり、蒸気や温水として地域還元

している。しかし、現状では発電に関するエネルギー変換率が 20％程度であるから、蒸気利用と組

み合わせれば総合的な熱回収率を上げることができる。 
 そこで本研究では、エネルギー不足型の下水処理設備と、エネルギー過剰型の都市ごみ焼却施設を

組み合わせた混合焼却システムにおける熱エネルギー利用について検討した。 
 
 2.2.1 混合焼却システムの分類

 都市ごみの保有する余剰エネルギーを利用して、汚泥を処理する場合、大きく分類して次の２つの

処理方式に分かれる。 

27) 

 
2.2.1.1 同時焼却処理 

 脱水汚泥を都市ごみ焼却炉に直接投入し、都市ごみと同時に焼却処理するシステムであり、流動床

式焼却炉および一部の熱分解炉などで行われている。 
 
 

2.2.1.2 乾燥焼却処理 
 都市ごみ焼却炉の余剰エネルギーで脱水汚泥またはスラリー汚泥を乾燥した後、都市ごみ焼却炉あ

るいは汚泥専焼炉で焼却処理するシステムである。乾燥焼却システムには、下水処理場やし尿処理場

から都市ごみ焼却施設に搬入された汚泥を、ごみ焼却炉の予熱で乾燥した後、ごみ焼却炉内で焼却処

理する方式（１炉方式）と、乾燥処理後の汚泥を専焼炉で焼却処理する方式（２炉方式）の２つがあ

る。 
 すでに金沢市28)では気流乾燥・ストーカ上燃焼の形で混合焼却を行うための施設が稼働しており、

京都市29)および神戸市30)

 
においてもこの乾燥焼却処理システムが実用化されている。 

2.2.2 混合焼却システムの経済性

 流動焼炉による混合焼却処理と分散処理（都市ごみは流動床焼却、下水汚泥は竪型多段炉熱分解）

の処理炭化を比較すると、分散処理、混合処理のいずれの場合においても、熱利用方式としてはボイ

ラ＋背圧タービン方式の経済性がもっともよく、次いでボイラ単独による蒸気利用が有利となってい

る。分散処理と混合処理を比較すると、混合処理では約 20～40%も処理単価が低減される。これは

後者の場合、用役費（とくに助燃料費）の節減が大きいためである。 

31) 

 次に竪型多段炉による混合熱分解システムの処理単価を比較すると、人口 10 万人～100 万人の間

では、いずれの規模においても常に混合処理の方が汚泥単独処理よりも有利となっている。 
 



2.2.3 神奈川県における事例 
 ここでは都市ごみ、下水汚泥の混合焼却による熱エネルギー利用システムに関して、神奈川県にお

ける事例検討結果と、それに付随する大気汚染問題について報告する。 
 なお、本研究で示した各数値は、昭和 55 年度のデータを基に算出した。 
 

2.2.3.1 調査方法 
 
１） 調査手順 
 県内の一地域をモデルケースとして選定し、そのモデルについて混合焼却による熱エネルギー有効

利用システムと大気汚染問題を定量的に調査、検討した。 
 
２） 調査地点 
(1) 平塚市大神衛生センター（連続式焼却炉 90t/24h×3 炉） 
(2) 茅ヶ崎市環境美化センター（連続式焼却炉 75t/24h×2 炉） 
(3)  四之宮下水処理場（相模川流域下水道右岸処理場） 
 
３） 調査項目 

(1)  平塚市（人口約 22 万人）、茅ヶ崎市（人口約 18 万人）の両市における都市ごみの処理状況と

生ごみの平均組成 
(2)  下水処理場における汚泥の排出量と電力使用実態 

  (3)  都市ごみからの可燃物の分別方法 
(4)  都市ごみ（可燃物）の輸送方法 
(5)  都市ごみ（可燃物）・下水汚泥の混合焼却における熱エネルギー有効利用システムと経済性 
(6)  廃棄物の混合焼却における大気汚染問題 

  
2.2.3.2 結果と考察 

 
１） 調査地点の地理的条件 
 平塚市大神環境衛生センター、茅ヶ崎市環境美化センターおよび四之宮下水処理場の所在地を図

4-6 に示す。図から明らかなように、両市の焼却施設と四之宮下水処理場は最大３km 程度しか離れ

ていないため、都市ごみと下水汚泥を一緒に処理する際に廃棄物の輸送コストなどの点で有利である。 
 
２） 平塚市、茅ヶ崎の両市における都市ごみの処理状況等 
 昭和 55 年度の平塚市、茅ヶ崎市の両市における都市ごみの総焼却量および生ごみの平均組成を表

4-31 に示す。 
 両市の焼却施設における廃熱の利用状況は 10％前後ときわめて低い。 
 
３） 下水処理場における汚泥の排出量と電力使用実態 
 昭和 55 年度の四之宮下水処理場における汚泥（脱水ケーキ）の年間総排出量は 16,371 ㌧（含水

率 59％）であった。また、同年度での電力使用量は約 1,134 万 kwh/年であった。下水処理場では、 





ポンプやブロワーを多数使用するため、当然ながら電力消費量がきわめて多い。 
 

表 ４－３１ 都市ごみの総焼却量および生ごみの平均組成 
施    設    名 平塚市焼却施設 茅ヶ崎市焼却施設 

総  焼  却  量 56,095 t/年 37,407 t/年 
ごみの種類・組成 
 紙、布類 

ビニール、合成樹脂、ゴム、皮革類 
木、竹、わら類 
厨  芥  類 
不 燃 物 類 
そ  の  他 

 
34.3 % 
12.9 % 
3.2 % 
36.3 % 
10.4 % 
2.8 % 

 
44.9 % 
12.1 % 
4.2 % 
29.2 % 
7.1 % 
2.5 % 

ごみの成分 
 水       分 
 可   燃   分 
灰       分 

 
64.7 % 
31.9 % 
3.4% 

 
64.1 % 
25.7 % 
10.2 % 

低位発熱量 （計算値） 1,043 kcal/kg 772 kcal/kg 
低位発熱量 （実測値） 1,120 kcal/kg 1,405 kcal/kg 
 
４） 都市ごみからの可燃物の分別方法 
 平塚市、茅ヶ崎の両市では、ごみ収集の過程で不燃物を分別している。しかし、表 4-31 に示した

ように、収集されたごみの中には、まだ 10％内外の不燃物が含まれており、しかも含水率の高い（従

って発熱量の低い）厨芥類が多量に混入している。そこで、このシステムでは、分別装置により都市

ごみ中から厨芥類、不燃物を分別し、残りの可燃物を燃料として利用する方法を採用した。また、分

別した厨芥類はコンポスト歌詞、不燃物からは鉄を回収する。 
 これらの処理は、両市の現焼却施設の敷地内で個々に行うものとし、これらを都市ごみ資源化セン

ターとして位置づける。 
 
５） 都市ごみ（可燃物）の輸送方法 
 今回検討したシステムでは、燃料化した都市ごみを下水汚泥と混合焼却するため、都市ごみ（可燃

物）を下水処理場まで輸送する必要がある。輸送方法としては、車両による輸送とパイプラインによ

る空気輸送の二つがあげられる。しかし前者の場合、一ヵ所（下水処理場）に多数の車両が集中する

ため、大気汚染、騒音、振動などの交通公害を引き起こす可能性がある。また、都市ごみの空気輸送

は、大阪市や横浜市など複数の市で採用されているなど、技術的に実用化の段階にある。 
 そこで、このシステムではパイプラインによる空気輸送方式を採用した。 
 
６） 都市ごみ、下水汚泥の混合焼却における熱エネルギー有効利用システムと経済性 

(1) 混合焼却の方式 
 混合焼却の方式としては、 



① 分別した都市ごみ（可燃物）を四之宮下水処理場に集めて一括処理する。 
② 都市ごみと下水汚泥を平塚市、茅ヶ崎市のどちらか一方の処理場に集めて一括処理する。 
③ 下水汚泥を両市の処理場へ別々に送るか、またはどちらか一方の処理場に送って個別に処理する。 
の３方式が考えられる。 
 前記したように、下水処理場では電力の消費量が多いので、廃熱の利用方法としては発電がもっと

も効果的である。さらに、経済性からみると、輸送距離が短いほど有利となる。 
 以上の点を考慮して、図 4-6 の位置関係からみて輸送距離が一番短く、焼却能力のアップによる発

電の増加が一番期待できる、①四之宮下水処理場での一括処理方式を採用した。 
 なお、廃熱の利用効率を高めるために、下水汚泥は蒸気を利用した汚泥乾燥機により含水率が 25％
になるまで乾燥し、低位発熱量を高めた後に都市ごみと混合焼却する。 

(2) 省エネルギー効果 
 廃棄物が自燃するためには低位発熱量が 1,000～1,200kcal/kg 以上必要となる。しかし、下水処理

場から排出される下水汚泥は低位発熱量が約 440kcal/kg であるため、補助燃料を使用しなければ焼

却処理ができない。混合焼却システムでは、補助燃料として化石燃料の代わりに都市ごみを利用する

ため、燃料の節約ができる。 
 汚泥の単独焼却の場合、燃焼排ガスの再加熱まで含めると、重油の消費量は約 110L/t・汚泥とな

る。四之宮下水処理場から排出される汚泥の量は年間で 16,371 ㌧であるから、都市ごみとの混合焼

却により年間約 1,800kL の燃料が節約されることになる。 
(3) CO2

 都市ごみと汚泥を混合焼却することにより、汚泥の単独処理の際に使用していた補助燃料を年間で

約 1,800 kL節約できる。これにより、CO

の排出抑制効果 

2の排出量が抑制されるが、年間におけるCO2

 

抑制量は「２

－１都市ごみ、産業廃棄物の混合焼却と焼却廃熱の地域利用システムにおける評価」で検討した方法

により求めることができる。結果は、以下のとおりであった。 

     CO2の排出抑制量＝ 1,800 × 0.85 × 2.7 × 103 kg-CO2  = 4.13 Tg-CO2

 
/年 

(4) 熱エネルギーの利用方法 
 熱エネルギーの利用については、①都市ごみ、下水汚泥を混合焼却し、焼却廃熱により発電する、

②都市ごみ、下水汚泥の混合物を熱分解し、生成したガスを用いてガスタービンにより発電を行う。

の２つの方法を検討した。 
① 都市ごみ、下水汚泥の混合焼却 

（ア） 混合物の平均発熱量 
 焼却炉の年間稼働日数を 300 日、24 時間運転とすると、１時間あたりの焼却量は都市ごみが 8.11
㌧（低位発熱量は約 1,400kcal/kg）、下水汚泥（含水率が 25％として）が 1.3 ㌧（低位発熱量は約

1,880kcal/kg）となる（混焼率は 8.11 : 1.3＝6.2 : 1）。したがって、焼却物の平均発熱量（低位）は、

1,466kcal/kg になる。 
（イ） 蒸気発生量 
 効率 70％の廃熱ボイラーで圧力 19kg/cm2、温度 315℃の蒸気を発生させる場合、蒸気発生量は

1.44 t/t・混合物となる。したがって、上記の条件における１時間当たりの蒸気発生量は約 14 t/hで
ある。 



 発生させた蒸気は全量発電に利用するが、タービン出口側の蒸気を使って下水汚泥の乾燥（含水率

59％→25％）を行う。この場合、水分の蒸発に必要な熱量は約 4.63 kcal/h である。 
（ウ） 廃熱利用による発電 
 発電には背圧タービン（出口側蒸気圧力 1.5 kg/cm2

 また、混合焼却施設で消費する電力量は約 1,000 kwh/h であるから、発電による余剰電力は 600 
kwh/h にもなる。 

）を使用するが、この場合の発電効率は 10％
程度であるから、１時間当たりの発電量は約 1,600 kwh/hである。 

 四宮下水処理場で消費する電力量は 1,295 kwh/h であるから、この余剰電力によって下水処理場

で消費する電力の約 50％を賄うことができる。 
 なお、焼却施設の設備概要および設備フローをそれぞれ表 4-32、図 4-7 に示す。 
 

表 ４－３２ 混合焼却施設の設備概要 
焼 却 炉 の 型 式 流動床炉 （廃熱ボイラー式） 
焼 却 能 力 等 120 t/24h × ３炉 （１炉は予備） 
蒸 気 条 件 19 kg/cm2、315 ℃、蒸気量 14 t/h 
余 熱 利 用 設 備 1,800 kw、背圧タービン発電機、汚泥乾燥装置（余剰蒸気を利用） 
排 ガ ス 処 理 乾式電気集じん装置、脱硝設備（触媒方式）、スクラバー（NaOH 使用） 
排水中の重金属処理 フェライト法 
焼 却 残 灰 埋    立 
 

 

② 都市ごみ、下水汚泥の熱分解 
（ア）生成ガスの総発熱量 
 混合物のガス化熱分解率は約 60％であるから、生成ガスの総発熱量は約 8.28×106

（イ）ガスタービンによる発電 
 kcal/hとなる。 

 ガスエンジン発電の熱効率を 33％と仮定した場合、１時間当たりの発電量は約 3,170 kwH/h であ



る。 
また、熱分解施設で消費する電力量は焼却施設とほぼ同じであることから、発電による余剰電力は

2,170 kwh/h にもなり、下水処理場で消費する電力を 100％賄ってなお余る。 
さらに、この方式ではガスタービンの廃熱を利用して蒸気を発生させ、、その蒸気を使って下水汚

泥の乾燥（含水率 59％→25％）を行う。 
(4) 経済性の検討 

 下水汚泥の単独焼却、混合焼却および混合物の熱分解の三方式について、建設費、運転費の算定（概

算）を行った。結果を表 4-33 に示す。 
 

表 ３－３３ 各方式におけるコスト比較 
処 理 方 式 汚泥単独焼却 混 合 焼 却 熱  分  解 
建設費（百万円） 1,140 6,840 10,800 
運転費（万円/日） 45 45 226 

 
表から明らかなように、建設費、運転費とも熱分解方式が最も高くなっている。ただし、混合焼却、

熱分解については、熱エネルギーの利用による発電で経費の節減が計れる。特に熱分解は、発電量が

3,170kwH/h と一番多く、余剰電力の利用により混合焼却に比べてさらに 52.8 万円/日も経費が節約

できる。しかし、これを考慮しても、熱分解は混合焼却に比べて運転費が約４倍高い。 
 
７）廃棄物の混合処理による大気汚染問題 

(1) 混合焼却に伴う大気汚染 
① 重金属の排出 

 各方式における重金属の排出データに基づいて、混合焼却した場合では現行方式（都市ごみ、下水

汚泥の単独焼却）に対して、どの程度排出量が増減するのかを検討した。結果を表 4-34 に示す。表

から明らかなように、現行方式よりも排出量が約 20％（水銀については約 80％）減少することが判

明した。 
 

表 ４－３４ 混合焼却をした場合の重金属排出量の増減 
重金属名 現行方式における排出量

（g/h） 

＊ 混合焼却による排出量 
（g/h） 

混合方式 
  現行方式 

総 水 銀 
カ ド ミ ウ ム 

鉛 
銅 

亜 鉛 
ヒ 素 

24.1 
3.18 
65.8 
9.92 
104 
0.31 

5.60 
2.56 
52.7 
8.39 
88.1 
0.26 

0.23 
0.81 
0.80 
0.85 
0.85 
0.84 

注） ＊ 都市ごみ、下水汚泥の単独焼却時における総排出量（合計した値） 
 
 なお、重金属の排出量を推測する際には、重金属の揮散率は表 4-35 に示した値33)を、電気集じん



装置による除去効率については 95％（ただし、水銀は 10％34）

 
）の値をそれぞれ用いた。 

表 ４－３５ 重金属の揮散率

重金属名 

33) 
水 銀 カドミウム 鉛 銅 亜鉛 ヒ素 

揮散率 96 % 60 % 30 % 25 % 60 % 80 % 
 
② 有害ガス（NOx、SOx、HCl）の排出 

 重金属の場合と同様に、混合焼却による排出量の増減を比較検討したところ、表 4-36 に示したよ

うに、混合焼却では NOx が 60％、SOx および HCl が約 80％、それぞれ現行方式よりも排出量が減

少する。 
(2) 混合物の熱分解に伴う大気汚染 

 熱分解における分解温度は 650～750℃であり、焼却の場合（750～950℃）よりも低い温度で廃棄

物を処理するため、重金属および NOx の排出量は混合焼却の時よりも少なくなる。また、SOx、HCl
についても混合焼却の場合と同様に排ガス処理装置によって除去される。 
 したがって、熱分解の場合にも重金属および有害ガスの排出量が現行方式よりも減少するものと考

えられる。 
 以上のことから、混合処理システムは大気汚染防止の面からも有効であることが確認された。 
 

表 ４－３６ 混合焼却をした場合の有害ガス排出量の増減 
物 質 名 現行方式における排出量 

（g/h） 
混合焼却による排出量* 

（g/h） 
  混合方式 

現行方式 
NOx 
SOx 
HCl 

10.26 
3.72 
22.91 

4.10 
0.81 
5.06 

0.41 
0.22 
0.22 

注）＊ 脱硝装置による NOx 除去率を 60%、また SOx、HCl の除去率を 90%と仮定して求めた 
 

第４章 まとめ 
 廃棄物の最適化処理システムにおける評価の方法論に加えて、環境汚染、コストなどによる評価方

法について、海外での取り組み状況を整理した。また、ここで示された評価軸を参考に、神奈川県の

事例を基に都市ごみの広域処理を対象として、焼却、資源化、最終処分などを組み合わせた複数の処

理システムについて具体的に評価した。さらに、都市ごみと産業廃棄物を混合焼却した場合、それぞ

れの単独処理との比較により、環境汚染物質排出量を中心に評価を行った。 
 都市ごみの広域処理における評価事例では、ダイオキシン類および温室効果ガスの排出量に関して、

大型施設による焼却処理がほかの方法と比べて優れていると評価された。また、酸性ガスおよび水質

汚濁物質の排出量については、焼却処理による負荷が埋立処分等と比べて大きいと評価されたが、排

出量等から判断すると、ダイオキシン類および温室効果ガスと比べて環境に与える影響度は小さい。

以上のことから、廃棄物の処理処分問題を解決する方策のうち、焼却処理は選択肢の一つとして有効

な方法であると考えられる。 
 都市ごみと産業廃棄物の混合焼却における事例では、可燃性産業廃棄物および汚泥との混合焼却を



想定した二つのシステムについて、省エネルギー効果、CO2

 

排出抑制効果、コスト面および環境汚染

問題のいずれに関しても、混合焼却システムが単独焼却方式に比べて優れていると評価された。従っ

て、混合焼却システムは広域的な都市ごみと産業廃棄物との混合処理システムとして有益であると考

えられる。 
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第５章 まとめと今後の課題 
  
 廃棄物の焼却処理にともなって排出される環境汚染物質の挙動について、 
① 廃棄物の組成が原因となって排出挙動が影響される場合 
② 燃焼条件によって排出挙動が影響される場合 
③ 廃棄物の組成と燃焼条件の双方により排出挙動が影響される場合 
に注目し、それぞれ重金属、PAHs および窒素酸化物を代表例として、実験用プラントを用いた燃焼

実験のほか、実稼働の焼却炉について燃焼実験と同様の調査を行った。対象とした廃棄物は、都市ご

みのほか、これまで系統的な研究があまり行われてこなかった産業廃棄物の両方である。 
 また、廃棄物の最適化処理システムの評価事例として、都市ごみの広域処理を対象として、焼却、

資源化、最終処分などを組み合わせた複数の処理システムのほか、都市ごみと産業廃棄物の混合焼却

システムについても、環境汚染物質の排出量等を中心に具体的な評価を行った。 
 第１章から第４章までの研究成果は、各章の末尾にまとめとして記述した。ここでは、これらの総

まとめとして要約したものを記載した。 
 
（１） 廃棄物の組成が原因となって排出挙動が影響される場合 
 実験用プラントによる燃焼実験の結果、燃焼によって廃棄物中に含まれていた Hg のほとんどが排

出しているものと考えられた。実稼働の都市ごみ焼却炉に関する調査からも、ほぼ同様の結論が得ら

れた。また、Hg 以外の金属のうち、燃焼の過程で揮散されやすい Cd、Pb、Zn については、排出濃

度が燃焼温度に比例しており、900℃の燃焼実験では含有量の 20～30％が揮散されることを確認し

た。Cd、Pb、Zn 等は、炉の立ち上げ時など、排ガス中の CO 濃度が高く、還元雰囲気が生じやすい

燃焼条件の時に揮散されやすいことも確認された。 
 産業廃棄物については、汚泥および医療廃棄物の燃焼している焼却炉を調査した。その結果、下水

汚泥の焼却では、汚泥中の Hg は焼却時にほぼ全量が揮散されていた。また、医療廃棄物焼却炉では、

排ガス中の HCl 濃度に比例して Cd、Pb の各濃度が高くなった。 
 
（２）燃焼条件によって排出挙動が影響される場合 
 実験用プラントによる燃焼実験の結果、燃焼温度が 850～900℃と高い条件ではPAHs濃度が廃プ

ラスチック類の混入率に比例して急激に増加することが確認された。また、廃プラスチック類の混入

率が同じ場合、燃焼温度が 850～900℃の時の排出割合は同じく 730～750℃における値と比べて 2
倍から 3 倍大きくなった。実稼働の都市ごみ焼却炉に関する調査結果からも、燃焼実験の場合と同

様にO2

 産業廃棄物では、医療廃棄物と発熱量が高い廃油・廃液等を焼却している 2 つの実稼働施設につ

いて調査した。その結果、両施設とも CO 濃度が 1,000ppm 以上と高く、不完全燃焼を起こした際に

PAHs が高濃度になり、都市ごみ焼却炉からの排出濃度に比べて 10～100 倍も高くなった。このた

め、これら産業廃棄物を焼却している施設では、二次燃焼装置の設置などを含めた、適正な燃焼管理

の確立が不可欠である。 

濃度が低く、900℃以上の高い温度でごみを燃焼すると、不完全燃焼により高濃度のPAHsが
生成することが判明した。 

 
（３）廃棄物の組成と燃焼条件の双方により排出挙動が影響される場合 



 実験用プラントによる燃焼実験から、Fuel NOxの変換率は燃焼温度が高くなるほど、またO2濃度

が高くなるほど増大することが判明した。ただし、この時のFuel NOx変換率は 1.7～9.3%であり、

化石燃料を燃焼しているボイラの変換率（30%程度）と比べて 1/3 以下と小さかった。また、燃焼域

でのO2濃度を低くすることによりFuel NOxだけでなくThermal NOxの低減が可能となる。特に

Fuel NOxの低減率はThermal NOxに比べて 2 倍から 5 倍も高かった。さらに、流動床炉と火格子炉

の合計 2 施設の実稼働炉を選定して調査した結果、実験用プラントでの実験結果と同様に、O2

 汚泥、廃油・廃液などの産業廃棄物を焼却している実稼働炉に関する調査結果によると、N 分の

含有量が多い廃棄物を高温で燃焼している施設では、NOx 濃度が 800ppm 以上と高かった。これら

の施設では、燃焼実験の場合と同様に、低酸素燃焼により Fuel NOx が大幅に低減するため、効果的

な NOx 抑制対策が可能であることを確認した。 

濃度

とNOx濃度との間に正の相関が認められた。 

 電気炉を用いた汚泥の燃焼実験により、各種燃焼条件におけるN2Oの生成、排出挙動を検討した。

その結果、N2Oは主にNCH/NCOを経由した均一反応およびChar-Nの直接転化による不均一反応の

両方により生成されていると推測された。N2Oの生成量は燃焼温度が 700℃近辺の時に最大となった。

温度が 800℃以上になると、N2

 また、実稼働の汚泥焼却炉についてN
Oの分解率は温度およびガスの滞留時間に比例して急激に高くなった。 

2Oの排出挙動を調査した結果、汚泥中のN分によるN2O生成

プロセスなどを示すことが確認された。実稼働の汚泥焼却炉からのN2

 都市ごみ焼却炉 4 施設について、N

O生成については、Char-Nの

直接転化による寄与が大きいと推測された。 
2Oの排出挙動および排出量を調査した。その結果、燃焼温度

とN2O排出濃度の間に負の相関が認められた。このため、炉の立ち上げや埋火時など、炉内温度が

低いときにN2O濃度および排出割合が高くなった。排ガス中のCO濃度が高い施設の場合、CO濃度

とN2

 
O濃度の間に強い正の相関が認められた。 

（４）廃棄物の最適処理システムの確立 
 都市ごみの広域処理における評価事例では、ダイオキシン類および温室効果ガスの排出量に関して、

大型施設による焼却処理がほかの方法と比べて優れていると評価された。また、酸性ガスおよび水質

汚濁物質の排出量については、焼却処理による負荷が埋立処分等と比べて大きいと評価されたが、排

出量等から判断すると、ダイオキシン類および温室効果ガスと比べて環境に与える影響度は小さい。

以上のことから、廃棄物の処理処分問題を解決する方策のうち、焼却処理は選択肢の一つとして有効

な方法であると考えられる。 
 都市ごみと産業廃棄物の混合焼却における事例では、可燃性産業廃棄物および汚泥との混合焼却を

想定した二つのシステムについて、省エネルギー効果、CO2

 

排出抑制効果、コスト面および環境汚染

問題のいずれに関しても、混合焼却システムが単独焼却方式に比べて優れていると評価された。従っ

て、混合焼却システムは広域的な都市ごみと産業廃棄物との混合処理システムとして有益であると考

えられる。 

  明治時代以来、高温多湿で国土が狭いわが国において、公衆衛生面における有効性から、ごみの焼

却処理が強力に進められてきた。その後、ダイオキシン問題を契機に見直しに向けての議論が活発に

行われてきた。本論文では、燃焼管理による燃焼改善と広域処理システムにおける環境負荷の低減に

ついて検討を行ったが、その結果、焼却処理の有効性が評価されたと考える。 



 2000 年以降、わが国では廃棄物処理の今後のあり方について、これまでのように廃棄物を単に焼

却し埋め立てるのではなく、排出抑制と再使用・再利用を進めるとともに、廃棄物を安全かつ適正に

処理する体制を整備することの重要性が認識されてきている。その結果、2000 年度には既に制定さ

れていた「容器包装リサイクル法」および「家電リサイクル法」に加えて、「循環型社会形成推進基

本法」、「建設工事に係わる資材の再資源化に関する法律（建設リサイクル法）」、「食品循環資源等の

再生利用の促進に関する法律（食品リサイクル法）」、「資源の有効な利用の促進に関する法律（新リ

サイクル法）」など、廃棄物の排出抑制と資源化を推進するための法律が制定されている。 
 従って、今後は廃棄物の排出抑制とともに、リサイクル率が増加していくものと考えられる。しか

し、日本に比べてリサイクル率が高い欧米において、最近は焼却施設の大型化とともに焼却量が増加

する傾向にあり1),2)、徐々にではあるが焼却処理の割合が増加している。また、廃棄物処理システム

について、処理コストや 100 年以上の長期間にわたる環境保全と資源保全効果を評価軸にしたオー

ストリアにおけるシステム評価3)

 一方、日常生活で使用する耐久消費財等には多くの化学物質が使用されているが

では、廃棄物の機械的な生物分解処理や未処理なままでの埋立処分

に比べて、廃熱を積極的に利用した大型施設による焼却のほうがより効果的な処理方法であると結論

づけている。これは、第４章で得られた結論と一致している。このことから、廃棄物の焼却処理は今

後とも廃棄物の中間処理における一つの選択肢として重要な役割を担うものと考えられ、焼却処理に

ともなう環境汚染物質の排出抑制に関する研究を継続する必然性は高い。 
4)、これらの製品

が廃棄された後、焼却処理やリサイクルの過程でそれらが有害性汚染物質として環境に排出される可

能性がある。廃棄後の中間処理については、廃木材に関して酒井ら5),6)

 

が報告しているが、リサイク

ルの過程で排出される残渣についても焼却処理されるケースが少なくないことから、今後はリサイク

ルと組み合わせた焼却処理について、環境汚染物質の排出挙動を把握することが重要な課題となろう。 
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結   語 



 
 大量生産・大量消費・大量廃棄型の生活様式が広がることにより、発生量が継続的に増加している

廃棄物について、その焼却処理にともなう環境汚染物質の排出挙動について検討した。対象とした廃

棄物は都市ごみと産業廃棄物であり、排出挙動が単純に燃焼条件だけに影響されるもののほか、廃棄

物の組成が原因となるものや組成と燃焼条件の両方に影響されるに環境汚染物質ついて、燃焼管理に

より効果的に排出抑制する方法を解析した。廃棄物に関する燃焼管理の研究では、焼却施設の方式や

処理能力が変動した場合に燃焼状態が大きく変わるため、実験用プラントだけではなく炉形式別に実

稼働の大型施設についても類似の条件下で燃焼実験を実施し、燃焼管理による抑制効果を実証した。

廃棄物の組成は多様化しているため、燃焼管理の実験で条件を設定できるのはその一部分であること

から、得られた結論は網羅的なものではなく、全体の一部ではあるが、これまで系統的な研究が少な

かった産業廃棄物を含め、この分野における今後の発展の礎を提供するには十分なものであったと考

える。 
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